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平成24年度の医療法第25条第1項の
規定に基づく立入検査の実施について

　標記について、別添（写）のとおり各都道府県知事等あて通知しましたので、その趣旨
を御了知いただき、傘下会員に対する周知、協力方よろしくお願いいたします。
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平成24年度の医療法第25条第1項の
規定に基づく立入検査の実施について

　標記にづいては、医療法（昭和23年法律第205号）、医療法施行令（昭和23年政令第326
号）、医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）等に基づき1　「医療法第25条第1項の

規定に基づく立入検査要綱」　（平成13年6月14目医薬発第637号・医政発第638号医薬局長
・医政局長連名通知）を参考に実施されていることと思料するが、平成24年度における医

療法第25条第1項に基づく，立入検査の実施に当たっての留意事項を下記のとおりまとめた

ので参考とされたい。．

　また、医療機関の立入検査を実施するに当たっては、関係部局間の連携に留意し（合同

実施することなども配慮した上で対応願いたい。　、　　　戸
　東日本大震災の影響を受けた医療機関に対する、平成24年度の医療法第25条第ユ項の規
定に基づく立入検査については、当該医療機関の状況等を踏まえ、適切な時期に立入検査．

・を実施する．など配慮した対応を願いたい。

　なお、本通知は、地方自治法（喀和22年法律第67号）第245条の4第1項の輝定による
技術的な助言であることを申し添える。

記

　　1．安全管理のための体制の確保等について
　　，ア．医療機関における安全管理体制の確保については｛r良質な医療を提供する体制の

　　　　確立を図るための医療法等の一部を改正する洗律の一部の施行について1（平成19年
　　　　3月3ρ日医政発第0330010号医政局長通知）等に基づき指導を行う。　　　　、　一、

　　　　　特に、次の事項に留意すること。
　　　　①　当該医療機関において発生した事故事例を収集・分析して改善策（重大な事故に・

　　　　．係る改善策については、背景要因及び根本原因を分析し検討された効果的な再発防
　　　　．止策等を含む。）を企画立案しているか確認し、必要に応じて指導を行う。・
！轟@　②　特に安全管理のための体制が確保されていない疑いのある医療機関に対レては、
　　　　　医療を提供するに当たって、医師等により患者等べの適切な説明がなされているか



　など、手術承諾書及び入院診療計画書等の作成状況を確認し、必要に応じて指導を

　行う。

③　また、従業者の安全に対する意識、安全に業務を遂行するための技能やチームの
　一員としての意識の向上等を図るため、医療に係る安全管理のための研修を適切に

　実施しているか確認し、指導を行う。

【参考】 ・r医療安全管理者の業務指針および養成のための研修プログラム作成指針
の送付について」　（平成19年3月30日医政発第0330019号・薬食発第03300

09号医政局長・医薬食品局長連名通知）
・「医薬品の安全使用のための業務手順書作成マニュアルについて」　（平成・

19年3月30目医政総発第0330001号・薬食総発第0330001号医政局総務課長

　・医薬食品局総務課長連名通知）
・「医療機器に係る安全管理のための体制確保に係る運用上の留意点につい
て」　（平成19年3月30日医政指発第0330001号・医政研発第0330018号医政

局指導課長・研究開発振興課長連名通知）

イ．　r医療法施行規則の一部を改正する省令の一部り施行について」（平成16年9月21
　日医政発第0921001号医政局長通知）に基づいて、事故等事例の報告に関する事項を定

　めたことを踏まえ、報告義務の対象となった医療機関が登録分析機関（財団法人日本
　医療機能評価機構）に対して、適切に事故等事例を報告していることを確認し、指導

　を行う6

【参考】 ・「医療事故情報収集等事業における報告すべき事案等の周知について」
（平成20年9月1目．医政総発第0901001号医政局総務課長通知）

ウ．医療機関における医療事故防止対策の取組にっレ～ては、従来より通知、各種会議等

　において関係者に対し、周知徹底を図っているところであるが、立入検査の実施に当

たっては医療事故防止対策の取組強化が図られるよう指導する。

【参考】 ・「医療機関における医療事故防止対策の強化について」　（平成15年11月27

日医政発第1127004号・薬食発第1127001号医政局長・医薬食品局長連名通
知）

・「単回使用医療用具に関する取り扱いについて」　（平成16年2月9目医政

発第0209003号医政局長通知）
・「医療機関における医療事故防止対策の強化・徹底について」　（平成16年

6月2日医政発第0602012号・薬食発第0602007号医政局長・医薬食品局長

連名通知）

・「簡易血糖自己測定器及び自己血糖検査用グルコースキット（グルコース
脱水素酵素法のうち補酵素にピロロキノリンキノンを使用するもの）の安

全対策について」　（平成17年2月7日医政総発第0207001号・薬食安発第0
207005号医政局総務課長・医薬食品局安全対策課長連名通知）

・「カートリッジ型のインスリン製剤（ランタス注オプチクリック300）及
び専用の手動式医薬品注入器（オプチクリック）の安全対策について（依

頼）」　（平成17年9月30目医政総発第0930001号・薬食安発第0930001号医

政局総務課長・医薬食品局安全対策課長連名通知）
・「輸液ポンプの承認基準の制定等に伴う医療機関等の対応について」　（平

成17年11月24日医政総発第1124001号・薬食安発第1124003号医政局総務課

長・医薬食品局安全対策課長連名通知）
・「X線CT装置等と植込み型心臓ペースメーカ等の相互作用に係る『使用上
の注意』の改訂指示等について」（平成17年11月25日医政総発第1125001号



　・薬食安発第1125001号・薬食機発第1125001号医政局総務課長・医薬食品
　局安全対策課長・医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室長連名通知）
・「医療機関における安全管理体制について（院内で発生する乳児連れ去り
　や盗難等の被害及び職員への暴力被害への取り組みに関して）」（平成18
年9月25日医政総発第0925001号医政局総務課長通知）

・「気管切開チューブに装着する器具に関する取扱いについて」　（平成20年

　1月18目医政総発第0118001号・薬食安発第0118001号医政局総務課長・医
薬食品局安全対策課長連名通知）

・「医療機関用・介護用ベッドのサイドレール・手すりによる事故につい
　て」　（平成20年3月11日医政総発第0311001号医政局総務課長通知）

・「医療用医薬品類似名称検索システムの公開について（情報提供）」　（平成

20年3月25日医政局総務課・医薬食品局安全対策課連名事務連絡）
・「採血用穿刺器具（針の周辺部分がディスポーザブルタイプでないもの）

　の取扱いについて（注意喚起）」　（平成20年5月22日医政局総務課医療安全

推進室長・医薬食品局安全対策課安全使用推進室長連名事務連絡）
・「ペン型インスリン注入器の取扱いについて．（医療機関へσ）注意喚起及び』

周知徹底依頼）」　（平成20年10月3日医政総発第1003001号・薬食安発第10
03001号医政局総務課長’・医薬食品局安全対策課長連名通知）

・「抗リウマチ剤メトトレキサート製剤の誤投与（過剰投与）防止のための
　取扱いについて（注意喚起）」　（平成20年10月20日医政総発第1020001号
　・薬食総発第1020001号・薬食安発第1020001号医政局総務課長・医薬食品

局総務課長・医薬食品局安全対策課長連名通知）
・「ジャクソンリース回路の回収等について（注意喚起及び周知依頼）」　（平

成20年11月19日薬食安発第1119001号医薬食品局安全対策課長通知）

・「医薬品の販売名の類似性等による医療事故防止対策の強化・徹底につい
て（注意喚起）」　（平成20年12月4日医政発第1204001号・薬食発第12040
01号医政局長・医薬食品局長連名通知）

・「診療の用に供するガス設備の誤接続防止対策の徹底について」　（平成21

年3月3日医政指発第0303001号医政局指導課長通知）、
・「人工呼吸器回路内のウォータートラップの取扱いに関する医療事故防止

　対策について（依頼）」　（平成21年3月5目薬食安発第0305001号医薬食
品局安全対策課長通知）

》「サリドマイド製剤の入院時持参薬の取扱いについて（医療機関への注意
　喚起及び周知徹底依頼）」　（平成21年9月3日医政総発0903第2号’・薬食

安発0903第1号医政局総務課長・医薬食品局安全対策課長連名通知）

・「血液浄化療法における血液回路の接続部位のルアーロック化について
　（周知依頼）」　（平成21年9月24目医政総発0924第1号・薬食安発0924第1

号医政局総務課長・医薬食品局安全対策課長連名通知）

・「X線診断装置等と植込み型心臓ペースメーカ等の相互作用に係る「使用
　上の注意」の改訂指示等について」　（平成21年9月24日医政総発0924第3
号・薬食安発0924第5号・薬食機発0924第4号医政局総務課長・医薬食品局
安全対策課長・・医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室長連名通知）

・「人工心肺装置の安全使用について’（周知徹底）」　（平成21年10月8目医

政総発1008第1号・薬食安発1008第1号医政局総務課長・医薬食品局安全対
策課長連名通知）

・「『エキジマレーザー屈折矯正手術のガイドライン』の周知について」

　（平成21年10月22目医政総発1022第2号・医政指発1022第2号医政局総務課
長・指導課長連名通知）

・「在宅酸素療法における火気の取扱いについて（注意喚起及び周知依頼
　　）」　（平成22年1月15目医政総発0115第1号・医政指発0115第1号・薬食



安発0115第1号医政局総務課長・医政局指導課長・医薬食品局安全対策課

長連名通知γ
・r内服薬処方せんの記載方法の在り方に関する検討会報告書の公表につい

て（周知依頼）」　（平成22年1月29目医政発0129第3号・薬傘発0129第5号

医政局長・医薬食品局長連名通知）
・r耳朶穿刺特等の微量採血のための穿刺器具の取扱い犀ついて（注意喚起及

び周知依頼）」（平成22年3月1日医政指発0301第1号・薬食安発0301第7号医

政局指導課長・医薬食品局安全対策課長連名通知）

・「電気手術器用バイポーラ電極の取扱いについて（周知依頼）」　（平成2

2年6月9日医政総発0609第1号・薬食安発0609第1号医政局総務課長・
医薬食品局安全対策課長連名通知）

・fPT　P包装シート誤飲防止対策について（医療機関及び薬局への注意喚
起及び周知徹底依頼）」　（平成22年9月15日医政総発0915第2号・薬食総

発0915第5号・薬食安発0915第1号医政局総務課長・医薬食品局総務課長

　・医薬食品局安全対策課長連名通知）
・「医療・介護ベット用手すりのすき間に頭や首、手足などを挟む事故等に

係る施設管理者に対する注意喚起について」（平成22年10月8日医政局総
務課・老健局高齢者支援課・老健局振興課・老健局老人保健課連名事務連
絡）

・r肺炎球菌ワクチン誤接種防止対策について」　（平成22年10月29目医政総

発1029第3号・薬食安発1029第8号医政局総務課長・医薬食品局安全対策

課長連名通知）
・「酸素ボンベと二酸化炭素ボンベの取り違えに起因する健康被害の防止対
策の徹底について（医療機関への注意喚起及び周知徹底依頼）」　（平成23

年7月25日医政総発0725第3号・薬食安発0725第1号医政局総務課長・医
薬食品局安全対策課長連名通知）

・r医療施設向け電動ベッドからの転落事故防止に係る医療機関に対する注
意喚起について」　（平成23年11月1目医政総発1101第1号医政局総務課長
通知）

エ．病院における吹付けアスベスト（石綿）対策の取組については、従来より通知、各

　種会議において関係者に対し、周知徹底を図っているところであるが、アスベストの
　除去、封じ込め等適切な措置を講じていない医療機関に対しては、建築、環境等の関
　係部局と連携し、アスベスト対策の取組強化が図られるよう、補助金（医療提供体制

　施設整備交付金）等の活用も含め指導を行う。

【参考】 ・「病院における吹付けアスベスト（石綿）等使用実態調査に係るフォロー
アップ調査について（依頼）」　（平成22年2月3目医政指発203第1号医政

局指導課長通知）

・「病院における吹付けアスベスト（石綿）等使用実態調査に係るフォロ
ーアップ調査の調査結果の公表等について」　（平成24年3月30目医政指

発0330第1号医政局指導課長通知）

II．院内感染防止対策について
　　MRSA（メチシリン耐性黄色ブドウ球菌）及びVRE（バンコマイシン耐性腸球
菌）をはじめとした各種の病原体に起因する院内感染防止対策の徹底を図る必要があ

　ることから、特に次に掲げる事項について指導を行う。

ア．院内感染対策のための体制の確保について



　院内感染対策のための指針の策定の状況、院内感染対策委員会の設置・開催状況を
確認するとともに、従業者に対する研修、当該病院等における感染症の発生状況の報
告その他の院内感染対策の推進を目的とした改善のための方策、院内感染対策マニュ
アルの作成・見直’し等が適切に行われていることを確認し、必要に応じて指導を行う。

イ．院内感染の標準的予防策の徹底について
　　個人用防護具（手袋、マスク等）の適正使用、処置前の手指消毒の励行等の院内感
　染の標準的予防策が、職員に対し徹底されていることを確認し、必要に応じて指導を

　行う。

【参考】 ・「院内感染対策のための指針案及びマニュアル作成のための手引きの送付

について」（平成19年5月8目医政局指導課事務連絡）
・「薬剤耐性菌による院内感染対策の徹底及び発生後の対応について」　（平

成19年10月30日医政総発第1030001号・医政指発第1030002号医政局総務課

長・指導課長連名通知）

・「診療行為に伴う院内感染事例の発生及び安全管理体制の徹底について」

　（平成19年12月28日医政指発第1228001号医政局指導課長通知）
・r医療機関における衛生的環境の維持管理について」　（平成20年2月26目

医政局指導課事務連絡）

・「医療機関における感染性角膜炎等の集団発生について」　（平成21年2月

25日医政局指導課事務連絡）
・r『透析医療における標準的な透析操作と院内感染予防に関するマニュア

ル（三訂版）』の周知について」　（平成22年2月10日医政局指導課・健康

局疾病対策課連名事務連絡）一

・r多剤耐性アシネトバクター・バウマニ等に関する院内感染対策の徹底に
ついて」　（平成22年9月6目医政局指導課事務連絡）

・「医療機関等におけるインフルエンザ対策の徹底について」　（平成22年11

月9日健感発1109第1号・医政指発1109第1号健康局結核感染症課長・医
政局指導課長連名通知）

・r医療機関等における院内感染対策について」　（平成23年6月17日医政指

発0617第1号医政局指導課長通知）

皿．最近の医療機関における事件等に関連する事項について
　　集団食中毒、無資格者による医療行為、診療用放射線機器の過剰照射等の事件が発生
　していることから、次に掲げる事項，に留意しつつ立入検査を行う。

ア．食中毒対策について
　　病院給食を原因とする食中毒については、引き続き発生・防止に万全を期すよう注
　意喚起を行う。食中毒の発生を把握した場合には、医政主管部局と食品衛生主管部局

　の連携に留意し、適切に対処する。
　　また、食中毒発生時における患者への給食の確保等について検討を行うよう指導す
　る。

【参考】 ・「国立大学附属病院において発生した食中毒の疑いのある事件の対応につ
いて」　（平成10年2月26日衛食第11号生活衛生局食品保健課長通知）

・「医療機関における食中毒対策について」　（平成11年8月25目衛食第117

号・医薬安第101号・医薬監第90号生活衛生局食品保健課長・医薬安全局
安全対策課長・監視指導課長連名通知）



イ．無資格者による医療行為等の防止について
　　無資格者による医療行為を防止するため、医療機関に対し採用時における免許証原
　本の確認の徹底を指導するとともに、患者等から通報等があった場合は直ちに検査を

　実施し、無資格者による医療行為が行われていることが明らかになった事例について
　は、刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）第239条第2項の規定により告発するなど厳
　正に対処する。なお、医療機関内においては、患者に対して資格の種類や有無等の情

　報を正しく提供できるようにすることが望ましい。
　　また、コンタクトレンズ販売店との業務委託契約を結んでいるいわゆる「コンタク

　ト診療所ゴの管理者が診療にほとんど関わらず、無資格者が検眼やコンタクトレンズ
　の装着指導等の医療行為を行っているとの指摘があることから、管理者の勤務実態等
　について確認した上で、無資格者による医療行為は違法であることを指導する。
　　なお、都道府県知事等の許可を受けていない複数医療機関の管理及び管理者の長期

　間にわたる不在等の通報があった場合は、業務の実態を把握した上で、必要な指導を

　行う。

【参考】・「無資格者による医業及び歯科医業の防止について」　（昭和47年1月19

　　　　日医発第76号医務局長通知）
　　　　・「貝母産婦人科看護研修学院の研修修了者について」　（平成13年3月30

　　　　日医政発第375号医政局長通知）
　　　　・刑事訴訟法第239条第2項：官吏又は公吏は、その職務を行うことにより
　　　　犯罪があると思料するときは、告発をしなければならない。
　　　　・「良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正す
　　　　る法律の一部の施行について」　（平成19年3月・30目医政発第0330010号医

　　　　政局長通知）

ウ．臨床研修を修了した旨め医籍・歯科医籍への登録について
　　医師法（昭和23年法律第201号）第16条の4第1項又は歯科医師法（昭和23年法律
第202号）第16条の4第1項の規定により、臨床研修を修了した者については、その

　申請に1より、臨床研修を修了した旨を医籍又は歯科医籍に登録することになっており・

　当該医療機関に従事する医師又は歯科医師について当該手続が適切に行われているこ

　とを確認するとともに、必要に応じて指導を行う。

エ．再教育研修を修了した旨の医籍・歯科医師籍への登録について
　　医師法第7条の2又は歯科医師法第7条の2の規定により、再教育研修を修了した
　者については、その申請により、再教育研修を修了した旨を医籍又は歯科医師籍に登
　録することになっており、登録していない者については、医療法第10条の規定により、

　病院又は診療所を管理することはできないこととされているため、当該医療機関に従
　事する医師又は歯科医師について、当該手続きが適切に行われていることを確認する

　とともに、必要に応じて指導を行う。

オ．医療機関の開設者の確認及び非営利性の確認について
　　医療法第7条及び第8条に基づく医療機関の開設手続に当たっては、開設者が実質
　的に医療機関の運営の責任主体たり得ること及び営利を目的とするものでないことを
　十分確認する必要があるが、医療機関の開設後においても、開設者が実質的に医療機

　関の開設・経営の責任主体でなくなったにもかかわらず、医療機関の廃止届を提出せ
　ず、当該医療機関が開設者以外の営利法人等により開設・経営されていることのない

　よう十分留意する。
　　具体的には、開設者が実質的に医療機関の開設・経営の責任主体であること及び営
　利を目的とするものでないことに疑義が生じた場合には、一当該開設者が医療法人であ

　るか個人であるかにかかわらず、医療法第25条に基づき、報告徴収や税法上の帳簿書



類（確定申告書、財務諸表、現金出納簿、開業届出書等の帳簿等）等の検査を行い、
実態面の各種事情を十分精査した上で、必要に応じて指導を行う。

　特に、美容外科、眼科等を標榜し自由診療を行っている診療所については、開設者
及び非営利性に関して十分な確認を行う。
　なお、確認に当たっては、医療機関の経営・経理について相当の知識が求められる
ことから、医療法人担当部門の知見を活用するなど、適切な体制を確保されたい。

【参考】 ・「医療機関の開設者の確認及び非営利性の確認について」　（平成5年2月

　3目医政総発第5号・医政指発第9号健康政策局総務課長・指導課長連名
通知）

カ．定員超過入院等について
　　病室に定員を超えて患者を入院させること及び病室以外の場所に患者を入院させる
　こと、（以下、「定員超過入院等」という．）は、患者の療養環境の悪化を招くため、原

則認められていないところであるが、地域の救急医療体制が厳しい状況にある中で、
　緊急時の対応として救急患者を入院させる場合は、定員超過入院等を行うことができ
　ることとされているので留意する。

【参考】 ・「救急患者の受入れに係る医療法施行規則第10条等の取扱いについて」

　（平成21年7．月21目医政総発0721第1号・医政指発0721第1号・保医発07
21第1号医政局総務課長・医政局指導課長・保険局医療課長連名通知）

キ．診療用放射線の安全管理対策の徹底について
　　医療法施行規則第24条に定める診療用高エネルギー放射線発生装置（直線加速器
　等）、診療用放射線照射装置（ガンマナイフ等）、診療用放射線照射器具等に関する
　安全管理対策については、近年の直線加速器等による過剰照射事例の発生に鑑み、関
係法令の遵守、自主点検の実施、照射量設定のダブルチェックの励行等、診療用放射
線の安全管理体制が徹底されていることを確認し》必要に応じて指導を行う。

　　また、これらの機器に関しては安全使用のための研修や保守点検に関する計画の策
　定及び適切な実施等の体制が徹底されていることを確認し、必要に応じて指導を行う。

【参考】 ・「診療用放射線の過剰照射の防止等の徹底について」　（平成16年4月9日
医政指発第0409001号医政局指導課長通知）

・「医療機器に係る安全管理のための体制確保に係る運用上の留意点につい
て」　（平成19年3月30日医政指発第0330001号・医政研発第03300斗8号医政

局指導課長・研究開発振興課長連名通知）

・「全脊髄照射等の安全な実施について（注意喚起及び周知依頼）」（平成22

年3月31月医政総発0331第1号・医政指発0331第1号医政局総務課長・医
政局指導課長連名通知）

ク．診療用放射線の防護に係る医療法施行規則の改正等について
　　平成17年6月1日、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の一部
　を改正する法律（平成16年法律第69号）の施行に伴い、医療法施行規則を改正し、診療

用放射線の防護に係る事項について放射性同位元素等による放射線障害の防止に関す
　る法律（昭和32年法律第167号）との斉一を図るべく用語の定義の変更や語句の整理等
　を行ったことから、医療機関における運用が適切に行われていることを確認するとと

　もに、指導を行う。

　　また、平成18年3月30目、新たな医療技術への対応を図るため、診療用放射線に関
する通知の一部改正を行ったことから、医療機関における運用が適切に行われている

　ことを確認するとともに、指導を行う。



【参考】 ・「医療法施行規則の一部を改正する省令の施行について」　（平成17年6月

　1日医政発第0601006号医政局長通知）
・「診療用放射性同位元素の陽電子断層撮影診療用放射性同位元素使用室に

おける使用について」（平成18年3月30目医政発第0330010号医政局長通
知）

ケ．職員の健康管理について
　　全職員が関係法令に基づいた定期健康診断を受診していることを確認するととも

　に、特に結核に関する健康管理の徹底について、管理者に対し注意喚起を行う。

コ．診療システム（電子カルテ〉不具合による薬剤誤投与について
　　医療情報システムについて、導入時に入念な検証を行うとともに、定期的に内部

監査を実施する等、当該機器が正常に動作するよう適切な管理を行い、誤作動を認
めた場合は、速やかにシステム管理業者に連絡を行うよう管理者に対し注意喚起を
行う。

【参考】 ・「診療システムく電子カルテ）木具合による薬剤誤投与について（注意喚

起）」（平成22年12月27日医政局総務課・医政局政策医療課連名事務連絡）

サ．防火対策について
　　火気の取扱いについては、職員のみならず患者・付添人に対しても注意を．喚起し、

　火災発生の未然防止に努めていることを確認する。

【参考】 ・「医療施設における防火・防災対策要綱の制定について」　（昭和63年2月

6目健政発第56号厚生省健康政策局長通知）

シ．医療機関における個人情報の適切な取扱いについて
　　医療機関における個人情報の取扱いについては、個人情報が入ったパソコン等の盗
難』紛失事件の頻発を受けて、平成23年6月に、　「医療機関等における個人情報の適

　切な取扱いについて」　（平成17年12月27目付け医政総発第1227001号・薬食総発第122

　7003号厚生労働省医政局総務課長・医薬食品局総務課長通知）を再周知したところで
　あるが、必要に応じて、個人情報の適切な取扱いに関する関連のガイドラインについ
　て医療機関に改めて周知し、個人情報が適切に取り扱われるよう徹底する。

【参考】 ・「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイド
ライン」（平成16年12月24目付け医政発第1224001号・薬食発第1224002

号・老発第1224002号厚生労働省医政局長・医薬食品局長・老健局長通知
別添）　（平成22年9月17日最終改正）

・「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」　（平成17年3月31

目付け医政発第0331009号・薬食発第0331020号・保発第0331005号厚生労
働省医政局長・医薬食品局長・保険局長通知別添）　（平成22年2月・第4．
1版）

・r医療機関における個人情報の適切な取扱いについて（再周知）」　（平成

23年6月29目医政局総務課事務連絡）

IV．　立入検査後の対応その他

　ア．立入検査後の対応について
　　　医療法上適法を欠く等の疑いのある医療機関への立入検査については、　「医療監視
　　の実施方法等の見直しについて」（平成9年6月27日指第72号健康政策局指導課長通



知）を参考とし、立入検査の結果、不適合・指導事項を確認したときは、関係部局問

の連携に留意しつつ、不適合・指導事項、根拠法令及び不適合・指導理由を文書で速
やかに立入検査を行った医療機関へ通知するとともに、その改善の時期、方法等を具
体的に記した改善計画書を期限をもって当該医療機関から提出させるなど、その改善

状況を逐次把握するよう努める。

　また、特に悪質な事案に対しては、必要に応じ、厚生労働省による技術的助言を得
た上で、違法事実を確認した場合は、法令に照らし厳正に対処する。

イ．系列病院等について

　．系列病院及び同系列とみなしうる医療機関への立入検査については、これらの医療
　機関を所管する各都道府県等において検査日を同じ日にするなど、他の都道府県等と
　連携を密にして行うよう努める。，

ウ．診療所等の開設届後の現地確認について

　　開設許可及び使用許可を必要としない診療所等について、その開設届の内容と現地
での実態とが異なる事例が見受けられるところであるが、これらの診療所等に対して

　は、開設届を受理した後、現住所、建物等の構造設備、管理者、従事者等が届出内容
　と一致しているか、院内感染及び医療事故の未然防止、非営利性の徹底等の観点から
問題がないかについて速やかに現地確認を行うよう努める。

エ。広告規制違反について

　　先般の医療法改正により、医療法第6条の8として、広告違反のおそれがある場合
　における報告命令、立入検査等の規定が新設されたところであるが、同法第25条第
　1項に基づく立入検査の際、同法等に違反することが疑われる広告又は違反広告の疑
　いのある情報物を発見した場合においては、　「医業若しくは歯科医業又は病院若しぐ

　は診療所に関して広告し得る事項等及び広告適正化のための指導等に関する指針（医

　療広告ガイドライン）について」（平成19年3月30日医政発第0330014号医政局長通
　知）を参考とし、指導等を行う。

オ．重大な院内感染事例が発生した場合の対応について
　　我が国における発生が稀な薬剤耐性菌が検出された場合、平時の感染症の発生状況
　と比較して多くの院内感染が発生した場合等重大な院内感染が発生した場合又は発生
　したことが疑われる場合において、・医療機関への立入検査を行うときには必要に応じ、

　厚生労働省又は国立感染症研究所等への相談等により技術的助言を得るよう努める。

カ．住民等から提供された情報に対する対応について
　　住民、患者等からの医療機関に関する苦情、相談等については、医学的知見に関し
　て診療に関する学識経験者の団体等に相談し、速やかに事実確認を行うなど適切に対
　応ずる。また、医師、歯科医師が行う医療の内容に係る苦情等について、過剰診療な
　どが疑われる場合には、必要に応じ、厚生労働省による技術的助言を得た上で、保険
　・精神・福祉担当部局等の関係部局との連携を図り厳正に対処する。

キ．医療監視員の資質の向上等について
　　講習会などにより医療監視員の資質の向上を図るとともに、十分な立入検査体制の
　確保に努める。

ク．厚生労働省への情報提供について
　　医療機関における医療事故の報道が相次いでいるが、厚生労働省としても、その内
　容によっては迅速に実態を把握する必要があることから、医療機関において重大な医
療関係法規の違反若しくは管理上重大な事故（多数の人身事故、院内感染の集団発生、



診療用放射線器具等の紛失等）があった場合又は軽微な事故であっても参考になると

判断される事案があった場合には、その概要を医政局指導課へ情報提供していただく
ようお願いする。また、併せて都道府県知事が医療法上の処分を行った場合にも医政

局指導課へ連絡していただくようお願いする。

ケ．東日本大震災における届出・手続き等について
　　東日本大震災に伴う医療法等の取扱いについては、被災地の医療提供体制を確保す
　るための一時的なものであるので、通常の手続きを行うことが可能となった場合又は
　通常の手続きを行うことが可能となった場合以後にこれらの取扱いが常態化する場合

　は、速やかに通常定められた手続きが行われるよう取扱いをお願いする。

　　また、診療録等の保存について、震災によりやむを得ず滅失した医療機関や保存を
　行う場所の確保等が困難となった医療機関については、現地の実情を踏まえ適宜対処

　するようお願いする。

【参考】・「平成23年東北地方太平洋沖地震、長野県北部の地震及び静岡県東部の地震

　　　　の被災に伴う医療法等の取扱いについて」　（平成23年3月21日医総発0321第

　　　　1号医政局総務課長，通知）
　　　　・「文書保存に係る取扱いについて（医療分野）」　（平成23年3月31日厚生

　　　　労働省医政局・医薬食品局・保険局連名事務連絡）
　　　　・「東日本大震災に伴う医療法等の取扱いについて（通知）」　（平成23年5月

　　　　30日医政総発0530第2号医政局総務課長通知）

コ．地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律（平成23年法律第105号）等が平成24年4月1目から施行され、医療法
　（昭和23年法律第205号）に規定する人員配置や構造設備に関する基準等については、
都道府県の条例で定めるものとされたため、各病院が所在する都道府県の実情などを

踏まえて、適切に対応されたい。

【参考】．・「「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

　　　　法律の整備に関する法律」の施行に伴う医政局関係法令の改正について
　　　　　（施行通知）」」　（平成23年9月1日医政発0901第9号医政局長通知）

　　　　　「「地域の自立性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

　　　　法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係政令等の整備
　　　　等に関する政令」等の施行に伴う医政局関係法令の改正について（施行通
　　　　知）」　（平成23年12月21目医政発1221第3号医政局長通知）

　　　　　「医療法施行規則等の一部を改正する省令の施行について（施行通知）」

　　　　　（平成24年3月29日医政発0329第11号医政局長通知）

サ．復興特別区域における「地域医療確保事業」について
　　　特定地方公共団体である道県の復興推進計画が内閣総理大臣の認定を受けた目以
　　後は、当該区域内の病院のうち、一定の申請等を踏まえ道県の知事が必要と認める
　　ものに対して、次め特例措置の適用が認められることとなるため、当該特例措置の
　　適用を受ける病院については、適用要件などについて入念に確認するようお願いす

　　る。

　　・　配置すべき医療従事者数の計算に当たり、入院患者の数等については、地域の

　　　実情に応じ、妥当な方法により計算された数を用いることができること
　　・　医師配置基準については、通常の90％相当に緩和すること（ただし、医師3人

　　　は下回らないものとする。）。

【参考1・「厚生労働省関係東日本大震災復興特別区域法第2条第4項に規定する省



令の特例に関する措置及びその適用を受ける復興推進事業を定める命令の
公布について（通知）」　（平成23年12月22日医政発1222第12号厚生労働省

医政局長、薬食発1222第1号医薬食品局長、老発1222第2号老健局長連名
通知・北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉
県、千葉県、新潟県、長野県知事宛）

・「復興特別区域における「地域医療確保事業」一の実施上の留意点について

　（通知）」　（平成24年1月12目医政総発0112第1号厚生労働省医政局総務
課長通知・北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、・

埼玉県、千葉県、新潟県、長野県知事宛）

シ．臨床検査技師等に関する法律施行規則及び医療法施行規則の一部を改正する省令の

　施行等について
　　検査技術め進歩等を踏まえ、衛生検査所の登録基準である検体検査の分類に2次分

　類を追加し、当該分類の検査項目ごとに必要な検査用機械器具について見直しを行っ
　たことから、病院又は診療所の施設が外部に検体検査の業務を委託している場合は、
　見直し後の基準に適合する外部委託業者に委託していることを書面等で確認するとと

　もに、必要に応じて指導を行う。

【参考】 ・「臨床検査技師等に関する法律施行規則及び医療法施行規則の一部を改
正する省令の施行等について」　（平成23年2月23日医政発0223第2号）



　　　　　　　　　　　　　　　　蔓登

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医政発0712第5号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年7月12目

社団法人日本医師会長殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿＿騨

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蔭髭塑饗

　　　　医療法第25条第1項の規定に基づく平入検査要綱の一部改正について

標記壱こつレ、て、卿J添（写）のとおり各都道府県知事等あて送付しましたので御了織、

ます。
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医療法第25条第1，項の規定に基づく立入検査要綱のr部改正についで一

　医療法第25条第1項の規定に基づく立入検査については、　r医療法第25条第1項の
規定に基づく立入検査要糸剛　‘（平成13年6月14日医薬肇第637号1医政発第638
号医薬局長・医政局長連名通知）により実施しているところであるが、今般、伺要綱を別

．添のと論り見直したので、今後の立入検査の実施に当たっで参考とされたい。’

　なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）．第245条の4第1項の規定
による抹術的な助言であることを申し添える。

r－”





（別添）」

医療法第25条第’1項の規定

に基づく立入検査要綱

（平成24年4月）

厚生労働省医政局
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医療法第25条第1項の規定に基づく立入検査要綱

1概　要

1　目　的
　　医療法（昭和23年法律第205号）第25条第1項の規定に基づく立入検査により、
　病院が医療法及び関連法令により規定された人員及び構造設備を有し、かつ、適正な管理

　　を行っているか杏かについて検査することにより、病院を科学的で、かつ、適正な医療を

　．行う場にふさわしいものとすることを目的どする。

2　検査対象施設及び実施時期
　　　医療法第25条第1項の規定に基づく立入検査は、医療法に基づくすべての病院を対象

　とし、原則年1回実施する。

3　実施すべき事項
　　第1表（施設表）の事項及び第2表（検査表）の事項のほか、医療法第25条第1項の
　規定に基づき、・都道府県知事、保健所を設置する市の市長又は特別区の区長が必要と認め

　　た事項

4　実施の方法
　　　医療法第25条第1項に基づく立入検査については、都道府県知事、保健所を設置する
　　市の市長又は特別区の区長が任命した医療監視員が各施設に赴き、第1表（施設表）を作
　　成し、IVの検査基準のうち被検査施設の該当する検査項目について検査し、所要の判定を
　　行った結果に基づき、第2表（検査表ン等を作成する．。

5　各施設に対する指導等
　　都道府県知事、保健所を設置する市の市長又は特別区の区長は、不適合事項があるとき
　　は、当該病院開設者又は管理者に対して当該事実を通知するとともに、当該病院開設者又

　　は管理者に改善計画書の提出を求めることも含め、改善のために必要な指導を行う。
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H第1表（施設表）作成要領

本表は被検査施設について、その概要を表示する表である。

号
名
目

　
　
月

番
設
年

設
　
設

　
施
開

施
）
）

※
q
⑫

（3）地域医療支援
　　病院の承認年月日

（4）所・在　　地
（5）電話’番号
（6）管理者氏名

（7）瀾 設 者

○医療施設基本ファイルの番号を記入する。

○医療法に基づいて許可を受けた名称を記入する。

○医療法施行令（昭和23年政令第326号）第4条の2第1項に基
　づく届出に記載された開設年月日を記入する。
O医療法第4条第1項に基づく都道府県知事の承認を得た年月旧を記
　入する。

○郵便番号及び住所（番地まで）を、正確に記入する。

○代表番号を市外局番から記入する。
○医療法施行令第4条の2第1項に基づく届出に記載された管理者氏

　名を記入する。

○該当するものの番号を選択する。

○「1．国（厚生労働省）」とは、厚生労働省が開設する病院をい

　つ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

O　r2．国（（独）国立病院機構）」とは、独立行政法人国立病院機

　構が開設する病院をいう。

O　r3．国（国立大学法人）」とは、国立大学法人が開設する病院を
　いつ。　　　　　　　　、、

　　なお、国立大学法人が開設した大学の附属病院（分院）である場
　合は、「医育機関の有無」の欄に、有を記入する。

○「4．国（（独）労働者健康福祉機構）」とは、独立行政法人労働
　．者健康福祉機構が開設する病院をいう。

，O　r5．国（（独）国立高度専門医療研究センター）とは、独立行政
　法人国立高度専門医療研究センターが開設する病院をいう。
○「6．国（その他）」とは、国及び国に準ずるものが開設すう病院

　で、上記r1．国（厚生労働省）」からr’5、国（（独）国立高度

　専門医療研究センター）」までのいずれにも該当しない病院をい
　う。　（例：．財務省、総務省、法務省、防衛省等の病院），

O「7．都道府県」とは、
　1’都道府県が開設する病院をいう。ここには地方自治法（昭和
　　22年法律第67号）第284条第1項の規定により、総務大臣
　　の許可を受けて設立した都道府県一部事務組合が開設するものを
　　含む。・

　2　都道府県卓大学の附属病院（分院）である場合は、　「医育機関

　　の有無」の欄に、有を記入する。
○「8．市町村」とは、

　1　市町村が開設する病院をいう。ここには地方自治法第284条
　　第1項の規定により、都道府県知事の許可を受けて設立した市町
　　村一部事務組合が開設するものを含む。

　2　国民健康保険法施行法（昭和33年法律第193号）第2条の
　　規定により、国民健康保険法（昭和33年法律第192号）の施
　　行後も引き続き国民健康保険を行う普通国民健康保険組合が開設

　　する病院もこの区分に含む。’　　　　　　　、

　3　市立大学の附属病院（分院）である場合は、　「医育機関の有
　　無」の欄に、有を記入する。
・O　r9、地方独立行政法人」とは、地方独立行政法人法（平成15年

　法律第118号）に規定される地方公共団体が開設する病院をい
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　う。

O　r10．日赤」とは、日本赤十字社が開設する病院をいう。

○丁11．済生会」とは、社会福祉法人恩賜財団済生会が開設する病
　院をいう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
0「12．北社協」とは、社会福祉法人北海道社会事業協会が開設す

　る病院をいう。　　　　．　　甲　　　　　　　　　　　　．」
○「131厚生連」とは、全国厚生農業協同組合連合会の会員である

　厚生（医療）農業協同組合連合会が開設する病院をいう。

○「14．国民健康保険団体連合会」とは、国民健康保険法第83条
　の規定により設立した法人で、同法第84条の規定により都道府県
　知事又は厚生労働大臣の認可を受けた国民健康保険団体連合会が開
　’設する病院をいう。

○「15．全国社会保険協会連合会」とは、社団法人全国社会保険協
　会連合会が開設する病院をいう。
○「16．厚生年金事業振興団」とは、財団法人厚生年金事業振興団

　が開設する病院をいう。

○「17．船員保険会」とは、財団法人船員保険会が開設する病院を．
　いう。

．O　r18．健康保険組合及びその連合会」とは、健康保険法（大正

　11年法律第・70号）の規定により設立した健康保険組合及び健康
　保険組合連合会が開設する病院をいう。

○「19．共済組合及びその連合会」とは～次に掲げる各共済組合及
　びその連合会が開設する病院をいう。

　1　国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号）第3条の
　　規定により設立された国家公務員共済組合及び同法第21条の規
　　定により設立された同連合会

　2　地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第3条
　　の規定により設立された地方公務員等共済組合（地方職員共済組
　　合、公立学校共済組合、警察共済組合、都職員共済組合、指定都

　　市職員共済組合、市町村職員共済組合等！及び同法第27条の規
　　定により設立された市町村職員共済組合連合会、都市職員共済組

　　合連合会
　3　私立学校教職員共済組合法（昭和28年法律第245号）の規
　　定により設立された私立学棟教職員共済組合

　4　農林漁業団体職員共済組合法（昭和33年法律第99号）の規
　　定により設立された農林漁業団体職員共済組合
○’「20．国民健康保険組合」とは、国民健康保険法第17条の規定

　により都道府県知事の認可を受けて設立され、同法第3条第2項の
　国民健康保険を行う国民健康保険組合が開設する病院をいう。

　（注）　国民健康保険法第3条第1項の規定により国民健康保険を行

　　　う市町村はこの区分には含めず、「6．市町村」の番号を○で囲

　　　む。

O　r21．公益法人」1とは、一般社団法人及び一般財団法人に関する

　法律（平成18年法律第48号）第2条第1号に規定する一般社団
　法人又は一般財団法人であって、他の区分に該当しない法人が開設
　する病院をいう。

　（注）ただし、平成25年11月30目までの間は、一般社団法人及
　　び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人
　　の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

　　律（平成18年法律第50号）第42条第2項に規定する特例社
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（8）許可病床数及び1

　　目平均入院患者数

（9）病床区分の届出

（10）診療科名

（11）i目平均外来患

　　者数

　　団法人又は特例財団法人を含む。

O「22．医療法人」とは、医療法第39条の規定に基づく法人で同
　法第44条の規定により都道府県知事又は厚生労働大臣（同法第

　68条の2の規定による読替え）の認可を受けて設立した医療法人
　が開設する病院をいう。

O　r2’3．私立学校法人」とは、

　1　私立学校法（昭和24年法律第270号）第3条に規定する学
　　校法人が開設する病院をいう。

　2　学校法人が設立した大学等の附属病院（分院）である場合は、
　　丁医育機関の有無」の欄に、有を記入する。

O「24．，社会福祉法人」とは、社会福祉法（昭和26年法律第45
一号）第2条第3項の9の規定で設立し、第32条で許可された病院

　をいう。．

○「25．医療生協」とは、消費生活協同組合法（昭和23年7丹
　30日法律第200号）第58条で設立の許可をされた病院をい
　つ。　　　　　　　　　　　　　、

O　r26．会社」とは、従業員及びその家族のために開設された病院
　で、、都道府県知事から開設許可（医療法第7条）を受けたものが会
　社である病院をいう一。

　（注）　開設許可を受けたものが会社の健康保険組合である病院はこ
　　　の区分に含めず、　r18．健康保険組合及びその連合会」の番

　　　号を○で囲む。　　、　一

〇「27．その他の法人」とは、上記「21．公益法人」から「
　26．会社」までのいずれにも該当しない法人が開設する病院をい
　う。

o　r28．個人」とは、個人（法人格を有しない）が開設する病院を
　いう。

O　r医育機関」とは、学校教育法（昭和22年法律第2．6号）に基づ

　く大学において、医学又は歯学の教育を行うことに付随して設けら
　れた病院及び分院をいい、・大学研究所附属病院も含める。

○許可病床数の欄には、医療法第7条の規定に基づいて許可を受けた
　病床数を記入する。

○「1目平均入院患者数」．の欄には、年度問の入院患者延数をそれぞ
　れ暦日で除した数を記入する。　（小数点第2位以下を切り捨て小数

　点第1位まで）

　・入院患者延数とは、年度間における毎目24時現在に在院してい
　る患者数を合計した数である。

○「1目平均入院患者数（歯科・矯正歯科・小児歯科・歯科口腔外科
　再掲）」の欄には、歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外科の

　前年度における1目平均入院患者数を再掲する。
o　r病床区分の届出年月日」’ iD欄には、医療法等の一部を改正する法

　律附則第2条第1項に基づく病床区分の届出年月日を記入する。
○標榜している診療科名については、医療法施行令第3条の2に基づ
　く診療科名に○を記入する。

　なお、これらの診療科名のほか、同条第1項第1号ハ文は二（2）若

　しくは第2号ロの規定による事項と組み合わせた名称を診療科名と
　している場合は、空欄に標榜している診療科名を記入する。

○「1目平均外来患者数」の欄には、年度間の外来患者延数を実外来
　診療日数で除した数を記入する。．（小数点第2位以下を切り捨て小

　数点第1位まで）

4



（12）1目平均調剤数

（13）1目平均外来患

　　者に係る取扱処
　　方せん数

（14）従業者数

　・外来患者延数とは、年度間における毎日の新来、再来、往診、巡
　回診療及び健康診断の数を合計した数をいう。
　・同一患者が2以上の診療科で診療を受けた場合は、それぞれの診

　療科に計上する。

　・入院中の患者が、他の診療科で診療を受け、その診療科で診療録
　　（カルテ）．が作成された場合は、その診療科ゐ外来患者として計上

　する。

○「耳鼻いんこう科・眼科」及び「歯科・．矯正歯科・小児歯科・歯科

　口腔外科」、の欄には、それぞれ前年度における1目平均外来思者数

　を再掲する。

　．なお、これらの診療科名に、、医療法施行令第3条の2第1項第・1号

　二（2）又は同項第2号ロの規定による事項を組み合わせた名称を診

　療科名としている場合は、組み合わせ前の診療科として再掲するこ
　と。．

○調剤数については1年度間の入院及び外来別の調剤延数をそれぞれ

　暦日及び実外来診療目数で除』した数を記入する。　（小数点第2位以

’下を切り捨て小数点第1位まで）・

　ただし、この欄は、特定機能病院である場合にのみ記入する。
01枚の処方せんに2処方以上記載されている場合の調剤数は、原則

　として記載されている処方数とする。

○処方せんの数については、年度間の外来患者に係る取扱処方せんの
　数を実外来診療日数で除した数を記入する。　（小数点第2位以下を

　切り捨て小数点第1位まで）
　・「外来患者に係る取扱処方せんコとは、院内の調剤所で薬剤師が
　　外来患者に投与する薬剤を調剤するため必要な文書等を指し、そ・

　　の名称の如何を問わないものであり、患者に院外で調剤を受けさ
　　せるために交付する処方せん（院外処方せん）を含まないもので・
　、．ある。

○担当させている業務内容が12以上にわたる場合は、その主たる業務

　内容によってその該当欄に計上する。

　したがって、取得資格のみによって記入しないよう注意する。
　例えば、看護師の資格を有する者を専ら看護学生の教育に従事させ

　ている場合は「その他」の欄に計上し、　「看護師」の欄に計上しな

　い。

　また、看護師及び助産師の免許を併せて有する者については、現に
　主として行っている業務内容により．、そのいずれか一方に計上す

　る。

O「医師」、　「歯科医師」欄については、、医師（歯科医師）の免許を

　有し、診療に従事する者（研修医（研修歯科医）も含む。ただし、

　特定機能病院については、免許取得後2年以上経過していない医師

　を除く。）の数を、別紙∫常勤医師等の取扱いについて」の3に基
　づき、それぞれ常勤又は非常勤の欄に計上し、　「薬剤師」欄以降の
　各欄についても同様に常勤、非常勤別に計上する。

　なお、特定機能病院にあってはく免許取得後2年以上経過していな
　い医師の有無を「臨床研修医」欄に記入する．
O　r薬剤師」、　r看護師」、　r准看護師」、　「管理栄養士」、「栄養

　士」、「診療放射線技師」、「理学療法士」、　「作業療法士」欄にっ

　いては、それぞれの関係法による免許を有する者の数を計上する。
　ただし、　「管理栄養士」欄は、特定機能病院である場合にのみ記入

　（別掲）する。
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（15）設備概要

○「看護補助者」欄には看護師（准看護師を含む。）の免許を有しな
　いで、医師又は看護師の監督指示に基づき、看護の補助として介護・
　にあたる者の数を計上する。・
○「助産師」、　「診療エックス線技師」、　「臨床検査技師」、　「衛生

　検査技師」、　r臨床工学技士」、・r視能訓練士」、　r義肢装具士」．

　　「言語聴覚士」、　「精神保健福祉士」、　「歯科衛生士」及び「歯科・

　技工士」欄については、それぞれの関係法による免許を有する者の

　有無を記入する。　　’．　』
O「そめ他」欄については、上記以外に何らかの免許等を有する者で

　あって特に記載する必要があるものがいる場合、職名及び有無を記
　入する。

○「常勤換算後」欄には～医師、歯科医師、薬剤師、看護師、准看護
　師、看護補助者、管理栄養士、栄養士、診療放射線技師、理学療法
　士、作業療法士の非常勤者について、別紙「常勤医師等の取扱いに
　ついて」に基づき常勤換算した数を計上する。
○「常勤合計」欄については、医療機関行政情報システムに入力する
　ことにより自動的に作成される。

○設備概要については、有・無を記入する。
O　r1．手術室」欄で有の場合は、　r室・床数等」欄に設置室数を記

　．入する。

一〇「2．臨床検査施設」とは、喀痰血液、尿、ふん便等について通
　常行われる臨床検査のできる施設をいう。
’O　r5．給食施設」とは、入院患者のすべてに給食するごとのできる

　施設をいう。

○「8．機能訓練室」とは、機能訓練を行うために必要な器械、器具
　及び＋分な広さを有している施設をいい、　「室・床数等」欄には、
　療養病床（経過的旧療養型病床群を含む。以下同じ。）の許可を受

　けた病院で当該病床に係る機能訓練室の面積を記入する。
O　r10．食堂」のr室・床数等」欄には、療養病床の許可を受けた

　病院について当該病床に係る食堂の面積を記入する。
○「18．医薬品情報管理室」とは、医薬品に関する情報の収集、分

　　類、評価及び提供を行う機能を備えているものをいう。

○「22．診療用高エネルギー放射線発生装置」とは、1メガ電子ボ
　ルト以上のエネルギーを有する電子線又はエックス線の発生装置を
　いう。

○「23．診療用粒子線照射装置」とは、陽子線又は重イオン線を照
　射する装置をいう。

○「24．診療用放射線照射装置」とは、密封された放射性同位元素
　を装備している診療の用に供する照射機器でその装備する放射性同

　位元素の数量が下限数量に千を乗じて得た数量を超えるものをい
　う。

　　骨塩定量分析装置、ガスクロマトグラフ用エレクトロン・キャブ
　チャ・ディテクタ又は輸血用血液照射装置については、それぞれ装
　備する放射性同位元素の数量が下限数量に千を乗じて得た数量を超

　えるものであっても、放射性同位元素装備診療機器として届け出た
　ものは、この欄ではなく、　「，26．放射性同位元素装備診療機器」

　の欄に記入することとなるので注意する。一

〇「25．診療用放射線照射器具」とは、密封された放射性同位元素
　を装備している診療の用に供する照射機器でその装備する放射性同
　位元素の数量が下限数量に千を乗じて得た数量以下のものをいう。
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（16）業務委託

（17）建物の構造面積一

　　・敷地の面積

く18）医療法に基づく

　　許可の状況

（19）検査結果

　　骨塩定量分析装置、ガスクロマトグラフ用エレクトロン・キャブ
　チャ・ディテクタ又は輸血用血液照射装置については、それぞれ装
　備する放射性同位元素の数量が下限数量に千を乗じて得た数量を超

　えるものであっても、放射性同位元素装備診療機器として届け出た
　ものは、この欄ではなく、　「26．放射性同位元素装備診療機器」
　の欄に記入することとなるので注意する。

O　r26．放射性同位元素装備診療機器」とは、密封された放射性同
　位元素を装備している診療の用に供する機器で厚生労働大臣の定め

　るもの（昭和63年厚生省告示第243号）をいう。
O　r27．診療用放射性同位元素」とは、密封されていない放射性同
　位元素であって医薬品又は薬事法第2条第16項に規定する治験の
　対象とされる薬物（陽電子断層撮影診療用放射性同位元素を除’
　く。）をいう。

○「28．陽電子断層撮影診療用放射性同位元素」とは、密封されて
・いない放射性同位元素であって、陽電子放射断層撮影装置による画

　像診断（P　E　T検査）．に用いるものをいう。この場合、放射性医薬

　品であるか否かを問わず、医療機関に設置したサイクロトロン装置
　により製造されたものを含むことに注意する。

○「，29．CTスキャン」欄には、エックス線装置の中のCTスキャ
　ンの有・無を再掲する。

9「30・血管連続撮影装置」とは、エックス線透視をしながら上肢
　又は下肢の血管から挿入したカテーテルを、心腔又は血管内に進め
　て、内圧測定や採血（血液の酸素含量の測定など）を行い、同時に
　造影剤を注入してエックス線撮影ができるようにした機器をいい、

　エックス線装置の中の血管連続撮影装置の有・無を再掲する。

○「34．サイクロトロン装置」とは、陽電子断層撮影診療用放射性
　同位元素を備えている施設において、．陽電子断層撮影診療用放射性

　同位乖素を自施設で製造するために用いる装置をいう。

○業務委託とは、医療機関の行う業務の一部を外部の専門業者に委託
　する場合をいい、該当の有・無を記入する。

o　r建物」については、・現有の建物の構造ごとに建築、延面積を記入・
　する。

○．∫土地j・については、病院の敷地の面積を記入する。　（小数点第2

　位以下を切り捨て小数点第1位まで）
○医療法に基づく許可の状況については、許可を受けている項目に許

　可年月日等を記入する。

○「従業者の標準定員適用除外許可等（精神、結核、老人、療養型病

　床群）」欄には、平成13年3月1目以前において旧法の規定に基
　づく許可を受けている場合に該当する項目について許可年月日等を

　記入する。

○この欄は、医療機関行政情報システムに入力することにより自動的

　に作成される。“

皿第2表（検査表）作成要領

本表は、Ivの検査基準に基づき、被検査施設の該当する対象項目ごとに判定欄に適、否を
「○」、　「×」の記号で、また、該当しない項目には「一」の記号で記入する。

（注）　〔1医療従事者〕は、第1表作成により、歯科医師を除き自動入力される。
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第1表　　施　　設　　表

（年月，日調査） 1／4

’

＊都道府県名 管轄保健所名 一

’＊施　設　番　号 医療監視員氏名
（1）施　設　名

（2）開設年月日 （3）地域医療支援病院の承認年月 目

（4）所 在　地
（5） 電話番号
（6）管理者氏名

，（7）開　設　者 医育機関の有無

日赤

L国（厚生労働省）　　11．済生会　　　　　　　　　　　21．公益法人
Q．国（（独）国立病院機構）12．北社協　　　　　　　　　　22．医療法人

R．国（国立大学法人）　13．厚生連　　　　　　　　　　23．私立学校法人
S．国（㈱労働…甜i康醤蟻溝）14．国民健康保険団体連合会　　　24．社会福祉法人

T．国．（曲嚇磁捗一）15．全国社会保険協会連合会　　　25．医療生協
U．国（その他）　　　　16．厚生年金事業振興団　　　　　26．会社
t．都道府県　　　　　　17．船員保険会　　　　　　　　27．その他の法人
W．市町村　　　　　　　18．健康保険組合及びその連合会　28．個人
X．地方独立行政法人　　19．共済組合及びその連合会・　　　　　　　　　　■10．　　　　　　　　　20．国民健康保険組合

種　　　別 許可病床数 1日平均凶院患者数

一　　　般一

（8）一1

哩ﾂ病床数
@　及び
@1目平均入院
@　患者数

療　　　養

（8）一2

P目平均入院新生児数
精　　　神
結　　　核

（8）一3

P日平均入院患者数
妺ﾈ・矯正歯科・小児翻・歯科口腔外科再掲）

感　染　症
計

‘（9） 病床区分の届出年月 日 年　　　　月『　　　目

（10）診療科名 ’

内科．． 一内科（ギ捌ニフク） 胃外科 腫瘍放射線科

呼吸器内科 内科（循環器） 大腸外科 男性泌尿器科

循環器内科 内科（薬物療法） 内視鏡外科 神経泌尿器科
消化器内科， 内科（感染症） ペインクリニック外科 小児泌尿器科

心臓内科 内科（骨髄移植） 外科（内視鏡） 小児科（新生児）

血液内科’ 外科 外科（がん） 泌尿器科（不妊治療）

気管食道内科 呼吸器外科． 精神科 泌尿器科（人工透析）

胃腸内科 心臓血管外科 アレルギー科 産婦人科（生殖医療）

腫瘍内科 心臓外科 リウマチ科 美容皮膚科

糖尿病内科 消化器外科 一小児科 歯科

代謝内科 乳腺外科 皮膚科 小児歯科

内分泌内科 小児外科 泌尿器科 矯正歯科

脂質代謝内科 気管食道外科 産婦人科 歯科口腔外科

腎臓内科 肛門外科 産科 神経科

神経内科 整形外科 婦人科 呼吸器科

心療内科 脳神経外科 眼科 消化器科

感染症内科 形成外科 耳鼻いんこう科 胃腸科

漢方内科 美容外科 リハビリテーション科 循環器科

老年内科 腫瘍外科 放射線科、 皮膚泌尿器科

女性内科 移植外科 放射線診断科 性病科

新生児内科 頭頸部外科 放射線治療科 こう門科

性感染症内科 胸部外科 病理診断科一 気管食道科

．内視鏡内科 腹部外科 臨床検査科 麻酔科

人工透析内科 肝臓外科 救急科

疹痛緩和内科 膵臓外科 児童精神科
・ペインクリニック内科 胆のう外科 老年精神科
アレルギー疾患内科 食道外科 気管食道・耳鼻いんこう科

（11）1目’ノ均外来患　　

1旧’ノ均外来患者’ （再 耳　いんこいミ・眼禾ミ
ミ・矯正・ 小児・ミ・　　　　　ミ・・　ミロ空　　こ
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第1表　　施　　設一　表 2／4

（12）1日平均

@　調剤数
入　　院 外　　来 計 （1＄）　1目平均外来患者に　　・係る取扱処方せん数

職　種　別 常・　勤 』非　常　勤 『常勤換算後 ，常勤　合計
（14）

]業者数 1．医師

2．歯科医師

3．薬剤師

4，看護師

5．准看護師

6．看護補助者

1

7一①管理栄整士

@②栄養士 ∫

8．診療放射線技師，

9．理学療法士

10．作業療法士・

11．助産師 有・無

12．診療エックス線技師 有・無

13．臨床検査技師 有・無

14．衛生検査技師 有・無

15．臨床工学技士 有・無

16．視能訓練士 有・無．．

17．義肢装具士 有・無

18言語聴覚士匹 有・無

19．精神保健福祉士 有・無

2α歯科衛生士 有・無

2L歯科技工士 有・無

22．臨床研修医 有・無

23．研修歯科医 有・無

24。そ　　の　他 有（　　　　）・無
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第1表　施　設．　表、 含／4

設　　　　　　　備 室・床数等

1．手術室 有・無 室

2．．臨床検査施設 有・無

（15〉一

ﾝ備概要‘

@　’　，

@　　　　　　　1

3．エックス線装置 有・無

4．調剤所 有・無

5．給食施設 有・無

6．分べん室 有・無

7．新生児の入浴施設 有・無

8．機能訓練室（単位：平方メートル） 有・無 ．㎡・

9．談話室　　　　　　　　　　　　　一 有・無

10．食堂　　　　（単位：平方メートル） 有・無 ㎡

1L　浴室 有・無

12．集中治療室 有・無 床

13．化学、細菌及び病理の検査施設 有・無

14．病理解剖室 有・無

15．研究室 有・無

16』講義室 有・無

17．　図書室 有・無

18．医薬品情報管理室’ 有・無

19．救急用又は患者輸送用自動車 有・無

20．無菌状態の維持された病室 有・無

2L　放射線治療病室 有・無

’ 22．診療用高エネルギー放射線発生装置 有・無

23．診療用粒子線照射装置 有・無

24．診療用放射線照射装置 有・無

25．診療用放射線照射器具 有・無

26．放射性同位元素装備診療機器 有・無

27．噛 f療用放射性同位元素 一有・無

28．陽電子断層撮影診療用放射性同位元素 有・無

29．　CTスキャン 有・無

30．血管連続撮影装置 有・無

31．　MR　I 有・無

32．スプリンクラー 有・無

33．　自家発電装置 、有・無

34．　サイクロトロン装置 有・無

35．

36．

37．

38．

39．

40．

41．

42．

43．
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第1表　　施　　設　　表 4／4

業　　　　　　　　務 有（全部）・有（一部）・無』

1．検体検査業務（16）

ﾆ務委託 2．・医療機器等の滅菌消毒業務

3．患者給食業務

4．患者搬送業務

5．　医療機器の保守点検業務

6．一医療ガス供給設備の保守点検業務

7．寝具類の洗濯業務

8．施設の清掃業務

9．感染性廃棄物の処理業務

10．医療用放射性汚染物の廃棄業務

建　　　　　　　　　　物　　　　　　（単位：平方メートル）

構　　造 建築面積 延面積（17）

囎ｨの構造面積

@　　　●
~、地の面積

耐火構造
簡易耐火構造

そ　の　他

計

土　　　　　地　　　　　　（単位：平方メートル）

病院敷地面積

許　　可　　事　　項 許可年月　目 番’　　号
（18）

@医療法に基づく

@許可の状況

1．開設者以外を管理者に選任すること

@　の許可

第・　　号

2．管理者兼任許可 第　　　号

3．宿直医師免除許可． 第　　　　号

4．専属薬剤師免除許可 第　　　　号

（精神） 第　　　，号5．従業者の標準定員適用除外許可等

@（精神・結核・老人」療養型病床群） （結核） 第　　　　号

（老人）． 第　　　　号

（療養） 第　　　　号

6．医師配置標準の特例措置に係る許可 第　　　号

医　療

]事者

管　理 帳　票

L　録

業　務

ﾏ　託

防火・防

ﾐ体制

放射線
ﾇ　理　一

計

A　総項目数

B　対象項目数

（19）

沚
ｸ
結
果

C　適rO」数
D　否r×」数

E　非対象項目「一」数

百分率　B／A×100

百分率　C／B×100　、

11



第2表検　　査　　表
（　年　　月　　目　調査）

1／6

施設名！
［1　医療従事者］　一’

前年判定 当年判定 前　年
標準数
K要数 当年現員 不　　足

1－1　医師数 名 名 名 名

1一，2　歯科医師数 名 名 名 名

17－3　薬剤師数 名・ 名一 名 名

名 名 名 名・

1－4　看護師数 名 名 名 名

1－5　看護補助者数 各 名 名 名

1－6　（管理）栄養士数 名 名 名 名

A　総　項　且数
B　対象項目数

』

C　適　　rO」　数
D　否　　r×」　数． 、

E　非対象項目「一」数 ㌔

［2　管　　理］－ 前年判定 当年判定 備　　　　　　考
2－1　医療法の手続 ／ ／一

1．　医療法の使用許可

2．　医療法届出事項の変更

3．　医療法許可事項の変更一

4．　地域医療支援病院又は特定

@　機能病院の承認
5．診療用放射線装置の届出

’

2－2　患者入院状況 ／ ／

1．病室の定員遵守
2．　病室以外の患者入院

3．精神病・感染症患者の」般
@　病室へめ入院
4．病毒感染の危険のある患者
@　、の感染防止

5．装置、器具、同位元素治療
@　患者の放射線治療病室以外

@　の入院防止
6．放射線治療病室への他の患

@　者の入院防止
2－3　新生児の管理　　　　　’ ／ ／

1．管理及び看護体制
し2．避難体制

2－4一 緕tの宿直
2－5　医薬品の取扱い ／ ／

1．　毒劇薬の区別と施錠保管

2．毒劇薬の表示
3．その他の医薬品の管理
4．調剤所の衛生と防火管理

2－6　医療機器等の清潔保持及び
@　　　維持管理

／ ／

L　医療機器及び看護用具の

@　清潔保持
2．’病棟諸設備の清潔保持

12



第2表　検 査 表 2／6

［2　管　　理］ 前年判定 当年判定 備　　　　　　考

2rT調理機械・器具の清潔保
持及び保守管理

2－8　職員の健康管理

2－9　医療の情報の提供
2－10　医療の安全管理のための体 ／ ／

制確保

1．　医療に係る安全管理のため

の指針の整備

2．医療に係る安全管理のため

の委員会の開催

3．　医療に係る安全管理のため

の職員研修め実施

4。事故報告等の医療に係る安

全の確保を目的とした改善

のための方策

5．．専任の医療に係る安全管理 特定機能病院、臨床研修病院及び歯科医師

を行う者の配置 臨床研修施設の該当項目（※臨床研修病院
及び歯科医師臨床研修施設は兼任でも可）．

6．　医療に係る安全管理を行う 特定機能病院、臨床研修病院及び歯科医師

部門の設置 臨床研修施設の該当項目

7．患者からの相談に適切に応 特定機能病院、臨床研修病院及び歯科医師

じる体制の確保 臨床研修施設の該当項目

8．事故等事案の登録分析機関 特定機能病院及び事故等報告病院の該当項

への提出 目

2－11院内感染対策のため’の体制 ・　／ ／

確保

L　院内感染対策のための指針

の策定

2．院内感染対策のための委員

会の開催

3．従業者に対する院内感染対

策のための研修の実施

4．感染症の発生状況の報告そ

の他の院内感染対策の推進

を目的とした改善のための

方策

5．専任の院内感染対策を行 特定機能病院の該当項目

う者の配置状況

2－12　医薬品に係る安全管理のた ／ ／

めの体制確保

L　医薬品の安全使用のための

責任者の配置状況

2．従業者に対する医薬品の安

全使用のための研修の実施

3．　医薬品の安全使用のための
業務に関する手順書の作成
及び手順書に基づく業務の
実施

13



、

第2表　検 査 表 3／6

［2　管　　理］ 前年判定 当年判定 備　　　　　　　考

4．　医薬品の安全使用のために

@　必要となる情報の収集その

@　他の医薬品の安全使用を目

@　的とした改善のための方策

2－13　医療機器に係る安全管理の

@　　　ための体制確保・

1．　医療機器の安全使用Φため

@　の責任者の配置状況

2．従業者に対する医療機器の

@　安全使用のための研修の実

@　施
3．　医療機器の保守点検に関す

@　る計画の策定及び保守点検

@　の実施
4．　医療機器の安全使用のため

@　に必要となる情報の収集そ

@　の他の医療機器の安全使用

@　を目的とした改善のための

@　方策

」　　　　、

A　　総項目数
B　　対象項目数
C　　適rO」数
D　　否r×］数
E．　非対象項目r一」数

［3　帳票・記録］ 前年判定 当年判定 備　　　　　　　考

3－1　診療録の管理、保存

3－2　助産録の管理、保存

3－3　診療に関する諸記録の整理

@　　　保管

3－4　エックス線装置等に関す

@　　　る記録

／ ／

1．装置及び器具の使用時間

@　の記録及び保存

2．装置、器具及び同位元素並

@　びに同位元素による汚染物

@　．の記録及び保存

3．線量当量等の測定、記録

@　及び保存
4．．治療用エックス線装置等

@　の放射線量の測定保存

3－5　院内掲示

A　　総項目数
B　　対象項目数
C　　適rO」数

1

D　　否r×」数
E　　非対象項目「一」数
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第2表，検 査 表 4／6

［4　業務委託］ 前年判定 当年判定 備　　　　　　考

4－1　検体検査，

4－2　滅菌消毒

4－3　食事の提供
4－4．患者等の搬送
4－5　医療機器の保守点検

4－6　医療ガスの供給設備の保守

@　　点検’

4－7　洗濯
4－8　清掃
4－9　感染性廃棄物の処理
4－10　医療用放射性汚染物の廃棄

A．　総項目数
B　　対象項目数
C　　適rO」数
D　　否「X」数
E　　非対象項目「一」数

［5　防火・防災体制］ 前年判定 当年判定 備　　　　　　　考

5－1．防火管理者及び消防計画

5－2　防火・消火用設備の整備
5－3　防災及び危害防止対策

A　　総項目数
B　　対象’項目数
C　　適rO」数
D　　否r×」数
E　　非対象項目「一」数

［6　放射線管理］ 前年判定 当年判定 備．　　　　　考

6－1　管理区域 ／ ／

L　管理区域の設定と標識
2．管理区域への立入制限と．

@　被ばく防止の措置

6－2　敷地の境界等における防

@　　護措置
6－3　放射線障害の防止に必要

@　　な注意事項の掲示
6－4　放射線装置’・器具・機器

@　　及び同位元素の使用室・

@　　病室の標識

／ ’／

1

’L　診療室及び各装置・機器

@　使用室並びに治療病室と

@　しての標識
2．　各使用室の出入口の構造．

6－5　使用中の表示 ／ ／

1．使用室の出入口の標識

2．放射線の発生・照射が自

@　動的に表示する装置

15



第2表　検 査 表 5／6

［6　放射線管理］ 前年判定 当年判定 備　　　　　　考
6－6　取扱者の遵守事項 ／ ／

L　作業衣の着用
2．　同位乖素に汚染された物

@　の持出し禁止

6－7　従事者の被ばく防止の措置

6－8　患者の被ばく防止の措置

6－9　器具又は同位元素で治療

@　　　を受けている患者の標示

6－10　使用・貯蔵等の施設設備

6－11照射器具及び同位元素の
@　　　管理

／ ／

1．照射器具の紛失防止

2．　同位元素の廃止後の措置

6－12一 瘧Q防止措置

6－13　閉鎖施設の設備・器具 ／ ／

1　外部に通じる部分の閉鎖の

@　ための設備等・　　　　　、

2　排液処理槽の開口部の構造

@　と人の立入禁止措置

6－14放射性同位元素使用室の
@　　　設備

／ ／

1　’放射線測定器、一汚染除去器

@　の設置

2　準備室の排気設備

6－15貯蔵箱等の障害防止の方法
@　　　と管理一

／ ／・

1　貯蔵容器等の防護

一2　容器の構造と材質

3　標識の標示

6－16廃棄施設 ／ ／

1　排液処理槽の構造

2　排気設備の空気拡散防止の

@　設備

6－17通報連絡網の整備
6－18移動型エックス線装置の

@　　　保管一

6－19　陽電子断層撮影診療用放射

@　　　性同位元素の使用体制の確

@　　　保

／ ／

L尋 厲ﾋ線障害の防止に関する

@　予防措置一

2．　陽電子断層撮影診療用放射

@　性同位元素を使用できる医

@　師又は歯科医師の配置

16



第2表検　　査　　表 6／6

［6　放射線管理］ 前年判定 当年判定 備　　　　　　　考

A　　総項目数
B　　対象項．目数
C　．適rO」数
D　　否r×」数
E　　非対象項目「一」数

［7　部門合計］

A　　総項目数
B　　対象項目数
C　　適rO」数
D　’否「×」数

E．非対象項目「一」数一
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IV　　検　査　基　準，

検査基準の説明

　1　判定は細分類の項目番号（例1－4）の付されている検査項目ごとに行う。

　2’判定の表示は、検査項目に適合している場合は「○」、適合していない場合は「×⊥を、検査の対象とならな

　　い検査項目については「一」，を、ぞれぞれ第2表（検査表）の「判定」欄に記入する。

　3　r※」の印が付されている項目は、その印の後に記載されている病院についてのみ検査対象とする。

　4　・判定に当たって検査対象施設が全くない場合は、その施設に関する検査項目はすべて適合していないものと

　　して取り扱う。

項目

ﾔ号 項　　　目
　　　し
ｪ拠法令等 摘　　　　　要 備 考

1 医療従事者

1－1 医師 医療法第21 医師の員数の標準の計算方法は次 （計算事例）

条第1項第1 によること。 ①入院患者数　一般90

患者数に対応し 号（以下「法 療養　50

た数の医師がい 21．1．1」．等， 精神　30 とすると

るか。 という。） ①精神病床及び療養病床に係る病 結核　25

室の入院患者の数を3をもって 外来患者数　　　250

医療法施行 除した数と、精神病床及び療養 （90＋50／3＋30／3（＊a）＋25＋250／2．5（＊b）一52

規則第19条 病床に係る病室以外の病室の入 （＊c））／16＋3（＊d）ニ

、 第1項第1号 院患者（歯科、矯正歯科、小児 （90＋16．666…（＊e）＋16425＋100－52）／16＋3

（以下「則 歯科及び歯科口腔外科の入院患 ニ

19．L1」等 者を除く。）の数と外来患者 189．6／16＋3＝14．85（人）

’

という。） （歯科｛矯正歯科、小児歯科及 （医師の標準数）

び歯科口腔外科の外来患者を除 （＊a）…大学附属病院等は30／1

く。）の数を （＊b）…眼科、耳鼻いんこう科は5

2．5（耳鼻いんこう科スは眼科 （＊c）…療養病床が50％を上回る病院は36

については、5）をもって、除し （＊d）…療養病床が50％を上回る病院は2

た数との和（特定数）が52まで （＊e）…端数が出る場合、 ・小数点第2位を

は3とし、特定数が52を超える 切り捨て小数点第1位までとする・

場合には当該特定数から52を減

じた数を16で除した数に3を加

えた数とすること。 O転換病床を有する病院
、

※平成24年3月31目までの間に、
し

都道府県に対して転換に係る届出を行

つた病院に限る。

＜平成24年4月1目から平成30年

3月31目までの間＞ （則附則第52

条第一1項第2号）

’

精神病床及び療養病床に係る病室の入

院患者の数を3をもって除した数と、精
辱

神病床（転換病床）及び療養病床（転換

病床）に係る病室の入院患者の数を6で

もって除した数と、精神病床及び療養病

床に係る病室以外の病室の入院患者（歯

科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外
、　　’

科の入院患者を除く。） の数と外来患者

（歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口

18



一項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

腔外科の外来患者を除く。）の数を2．5

（耳鼻いんこう科又は眼科については、

5）をもって除した数との和（特定数）

が52までは3とし、特定数が52を超える

場合には当該特定数から52を減じた数を

16で除した数に3を加えた数

O転換病床のみを有する病院

※平成24年3月31目までの間に、

都道府県に対して転換に係る届出を行

つた病院に限る。

＜平成24年4月1日から平成30年

3月31日までの間＞（則附則第52

条第3項）

転換病床に係る病室の入院患者の数を

6でもって除した数と、外来患者（歯

科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外

科の外来患者を除く。）の数を2．5（耳、

鼻いんこう科又は眼科については、5）

をもって除した数と・の和（特定数）が36

までは2とし、特定数がS6を超える場合

‘ には当該特定数から36を減じた数を16で

除した数に2を加えた数

法22の21L1 ②特定機能病院として厚生労働大 （計算事例）

則22の2．1．1 臣の承認を受けている場合は、 ②入院患者数　一般550人

入院患者（歯科、矯正歯科、小 外来患者数

児歯科及び歯科口腔外科の入院 （齢、矯正鹸、槻翻及び翻口腔外科を除ぐ。レとすると

・患者を除く。）の数と外来患者 300人

（歯科、矯正歯科、小児歯科及

び歯科口腔外科の外来患者を除 （550＋300／2．5）÷8＝83．75（人）

く。）の数を2，5をもって除した ・医師の標準数

数との和を8で除した数

一なお、医師免許取得後2年以

上経過していない医師について

は員数に含めない。

（平5．2．15健政発第98号参照）

則43の2 ③医学を履修する課程を置く大学

に附属する病院（特定機能病院

及び精神病床のみを有する病院
皇

を除く。）又は100人以上の患

者を入院させるため’の施設を有

し、その診療科名中に内科、外

科、産婦人科、眼科及び耳鼻い．

んこう科を含む病院であって、

19



項目 ご

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

精神病床を有する病院について

は、療養病床に係る病室の入院

患者の数を3・をもって除した数

と、療養病床に係る病室以外の

病室の入院患者（歯科、矯正歯

科、小児歯科及び歯科口腔外科，

の入院患者を除く。）の数と外

来患者（歯科、矯正歯科、小児

．歯科及び歯科口腔外科の外来患

者を除ぐ。）の数を2．5（耳鼻

いんこう科又は眼科について

は、，5）をもって除した数との

和（特定数）が52までは3と

し、特定数が52を超える場合に

は当該特定数から52を減じた数

を16で除した数に3を加えた
数。

則49 ④療養病床の病床数の全病床数に

占める割合が100分の50を超え

る病院については、当分の間、

上記に基づき算出された和が

「36までは2」とし、算定され

た和が36を超える場合には当該

特定数から36を減じた数を16で

除した数に2を加えた数とす
る。

則50 ⑤則50．1の規定により、法第7条 （特例、が認められる病院）

第2項の許可を受けた病院に？ O次の要件がすべて該当する病院
、

いては、許可を受けた目から起 ア．次に掲げる地域をその区域内に有する

　　　　　　　　　　　『Zして3年を経過するまでの 市町村文はこれに準ずる市町村の区域

間、特例的に、当該病院の医師 に所在するものであること。

配置標準を現行の算定式の90％ ア）離島振興法の規定により離島振興対

相当に緩和する。ただし、医師 策実施地域として指定された離島の

3人という最低の員数は下回ら 地域

ないものとする。（則49の適用を イ）辺地に係る公共的施設の総合整備の

受けた病院は、医師2人という ための財政上の特別措置等に関する

最低の員数は下回らないものと 法律に規定する辺地

する。） ウ）山村振興法の規定により振興山村と

して指定された山村

エ）過疎地域自立促進特別法に規定する

過疎地域

イ．当該病院が所在する地域における医療

提供施設の整備の状況等からみて、当

該地域の医療を確保する上で必要かっ

20，」



項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要一 備　　　　　　考

不可欠であると認められるものである

こと。

●

ウ．必要な医師を確保するた・めの取組を行

っているにもかかわらず、なお医師の

確保が著しく困難な状況にあると認め

られること。

※rこれに準ずる市町村」とは、人口当

たりの医師数が全国平均を下回ってい

る市町村を想定。

@　　　　’

1－2 歯科医師 法2L1．1 歯科医師の員数の標準の計算方法 病院の実状に応じた必要数

則19．1．2．イ は次によること。 歯科医師1人1目当たり取扱い外来患

患者数に対応し 者数は概ね20人

た数の歯科医師 ①歯科（矯正歯科、小児歯科及び ※歯科の入院患者がいる場合は、最低1

がいるか。 歯科口腔外科を含む。）専門の病 人の歯科医師が必要であるが、当該医

院については、入院息音の数が 師が、入院患者の状況に応じ、．外来患

52までは3と．し、それ以上16又 者を診察することは可能。

はその端数を増すごとに1を加

え、さらに外来患者についてそ
鴫

の病院の実状に応じた必要数を

加えた数とすること。

法2L1．1 ②その他の病院については、歯

則19．L2．ロ 科、矯正歯科、小児歯科及び歯

科口腔外科の入院患者の数が16

までば1とし、それ以上16又は

その端数を増すごとに1を却

え、さらに歯科、矯正歯科、小

児歯科及び歯科ロ腔外科の外来

患者についてその病院の実状に

応じて必要と認められる数を加

えた数とすること。

　　　　，@22の2∫L1 ③特定機能病院として厚生労働大

則22の2．L2 臣の承認を受けている場合は、

歯科、矯正歯科、小児歯科及び

歯科口腔外科の入院患者の数が

8又はその端数を増すごとに1

以上とし、さらに歯科、矯正歯

科、小児歯科及び歯科口腔外科

の外来患者についての病院の実

状に応じて必要と認められ・る数

を加えた数とすること。
’

21



項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備 考

1－3 薬剤師 法2L1．1 薬剤師の員数の計算方法は、厚生 （計算事例）

法21．3 労働省令で定める基準に従い都道 ③入院患者数　一般　90

患者数に対応し 則19．2．1 府県が条例で定めるところによる 療養　50

た数の薬剤師が 則43の2 こと占 精神　35 とすると

いるか。 都道府県の 結核　25

条例 【従うべき基準】 」外来取扱処方箋数100

①精神病床及び療養病床に係る病

室の入院患者の数を150をも 90／70＋50／150＋35／150（＊）＋25／70＋100／75ニ

って除した数と、精神病床及び 1．2＋0．3＋0．2＋0．3＋1．3ニ3．3≒ 4（人）

療養病床に係る病室以外の病室 （薬剤師の員数）

の入院患者の数を170をもって （＊）…大学附属病院等は35／70

除した数と外来患者に係る取扱

処方せんの数を75をもって除 ※従うべき基準

した数とを加えた数（その数が 条例の内容を直接的に拘束する、必ず

1に満たないときは1とし、そ 適合しなければならない基，準であり、当

の数に1に満たない端数が生じ 該基準に従う範囲内で地域の実情に応じ

たときは、その端数は1として た内容を定める条例は許容されるもの
’

計算する。） の、異なる内容を定めることは許されな

いもの。

②医学を履修する課程を置く大学

に附属する病院（特定機能病院

及び精神病床のみを有する病院

を除く。）又は100人以上の患

者を入院させるための施設を有

し、その診療科名中に内科、外

科、産婦人科、眼科及び耳鼻い

んこう科を含む病院であって、

精神病床を有する病院について

は、療養病床に係る病室の入院

患者の数を150をもって除し

た数と、療養病床に係る病室以

外の病室の入院患者の数を70

・をもって除した数と外来患者に

係る取扱処方せんの数を75を

もって除した数とを加えた数

（その数が1に満たないときは

1とし、その数に1に満たない

端数が生じたときは、その端数

は1として計算する。）

法22の2．L1 薬剤師の員数の計算方法は、次に

則22の2．L3 よること。

O特定機能病院として厚生労働大

臣の承認を受けている場合は、

入院患者の数が30又はその端

数を増すごとに1以上とし、調

剤数80又はその端数を増すご

22



項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備 考

とに1を標準とすること。　・

@　　　　　　　●

1－4 看護師 法2L　L1 看護師の員数の計算方法は、厚生 （計算事例）

法21．3 労働省令で定める基準に従い都道 ④入院患者数　一般　90

患者数に対応し 則19．2．2 府県が条例で定めるところによる 療養　50

た数の看護師 則43の2 こと。 精神　35 とすると

（准看護師を含 医療法施行 結核　25

む．）がいるか。 規則等の一 【従うべき基準】 外来患者数　　　　400

部を改正す ①療養病床、精神病床及び結核病 ・入院（90／3＋50／4（＊）＋35／4＋25／4）ニ

る省令（平 床に係る病室の入院患者の数を 30＋12．5＋8．7＋6．2＝57．4≒58

成13年厚生 4をもって除した数と、感染症 ・外来（400／30）＝13．3≒14

労働省令第8 病床及び一般病床に係る病室の． ・入院＋外来　（58＋14）ニ72 （人）

号）第20条 入院患者（入院している新生児 （看護師等の員数）

都道府県の を含む．）の数を3をもって除し （経過措置）

条例・ た数とを加えた数（その数がi ○療養病床を有する病院であって、

に満たないときは1とし、その ①特定介護療養型医療施設

数に1に満たない端数が生じた ②特定病院

ときは、その端数は1として計 であるもの。一

算する。）に、外来患者の数が ※平成24年4月1目から平成24年

30又はその端数を増すごとに 都道府県に対

1を加えた数 して①及び②に係る届出を行った病院

また、歯科、・矯正歯科、・小児 に限る。

歯科又は歯科口腔外科において ＜平成24年4月1目から平成30年

はそのうちの適当数を歯科衛生 3月31目までの間＞ （則附則第53

士とすることができる。 条第1号）

②精神病床を有する病院について 療養病床に係る病室の入院患者の数を

は、当分の問、精神病床に係る 6をもって除した数と、 精神病床及び結

病室の入院患者の数を5をもつ 核病床に係る病室の入院患者の数を4を

て除した数（その数が1に満た もって除した数と、感染症病床及び一般

ないときは1とし、その数に1 病床に係る病室の入院患者 （入院してい

に満たない端数を生じたときは る新生児を含む。）の数を3をもって除

1として計算する。）を精神病 した数とを加えた数（その数が1に満た

床に係る病室の入院患者の数を ないときは1とし、その数に1に満たな

4をもって除した数（その数が い端数が生じたときは、 その端数は1と

1に満たないときは1とし、そ して計算する。）に、外来患者の数が

の数に1に満たない端数が生じ 30又はその端数を増すごとに1を加え

たときは1として計算する。） た数。ただし、産婦人科又は産科におい

から減じた数を看護補助者どす てはそのうちの適当数を助産師とするも

ることができる。 のとし、また、歯科、矯正歯科、小児歯

科又は歯科口腔外科においてはそのうち

．③医学を履修する課程を置く大学 の適当数を歯科衛生士とすることができ

に附属する病院（特定機能病院 る。

及び精神病床のみを有する病院

を除く。）又は100人以上の患

者を入院させるための施設を有

23



項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

し、その診療科名中に内科、外 O転換病床を有する病院

科、産婦人科、眼科及び耳鼻い ※平成24年3月31日までの間に、

んこう科を含む病院（特定機能 都道府県に対して転換に係る届出を行

病院を除く。）であって、精神 つた病院に限る。

病床を有する病院については、 　　　　’ヵｽ成24年4月1日から平成30年
療養病床に係る病室の入院患者 3月31目までの間＞（則附則第52

の数を6をもって除した数と、 条第5項）

結核病床に係る病室の入院患者

の数を4をもって除した数と、 療養病床に係る病室の入院患者の数を

結核病床及び療養病床以外の病 6をもって除した数と、精神病床（転換

床に係る病室の入院患者（入院’ 病床）及び療養病床（転換病床）に係う

している新生児を含む．）の数を 病室の入院患者の数を9をもって除した

3をもって除した数とを加えた 数と、精神病床及び結核病床に係る病室

数（その数が1に満たないとき の入院患者の数を4をもって除した数

ば1とし、その数に1に満たな と、感染症病床及び一般病床に係る病室

い端数が生じたときは、その端 の入院患者（入院している新生児を含
’

数は1と’して計算する。）に、 む。）の数を3をもって除した数とを加

外来患者の数が30又はその端 えた数（その数が1に満たないときは1

数を増すごとに1を加えた数。 とし、その数に1に満たない端数が生じ

また、歯科、矯正歯科、小児 たときは、その端数は1として計算す

歯科又は歯科口腔外科において る。）に、外来患者の数が30又はその

はそのうちの適当数を歯科衛生 端数を増すごとに1を加えた数

士とすることができる。 また・、歯科、矯正歯科、小児歯科又は

歯科口腔外科においてはそのうちの適当

数を歯科衛生士とすることができる。

（参考）看護師等の員数が定められた員

数の7割に満たない場合、看護師等確
■－

保推進者を置くこととされている。

（看護師等の人材確保の促進に関する

法律第12条、同法施行規則第、1条参

照）

法22の2。L1 看護師の員数の計算方法は、次に （計算事例）

則22の2．L4 よること。 ⑤入院患者数　550人

O特定機能病院として厚生労働大 とすると
‘

臣の承認を受けている場合は、 外来患者数　300人

入院患者（入院している新生児

を含む。）の数が2又はその端数 入院　550÷2＝275

を増すごとに1と外来患者の数 外来　300÷30ニ10

が30又はその端数を増すごと 275＋10＝285（人）

に1を加えた数以上 …看護師の員数

また、歯科、矯正歯科、小児

歯科又は歯科口腔外科において

はそのうちの適当数を歯科衛生

士とすることができる。
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考．

1－5 看護補助者 法2L　L1 看護補助者の員数の計算方法は、 「看護補助者」とは、医師、看護師等の

法2L3 厚生労働省令で定める基準に従い 指示に基づき、看護の補助として介護に

定められた数の 則19．2．3 都道府県が条例で定めるところに 当たる者を意味し、特段の資格を必要と

看護補助者がい 都道府県の よること。 はしない。

るか。 条例

【従うべき基準】 （経過措置）

O療養病床に係る病室の入院患者 O療養病床を有する病院であって、

の数が4又はその端数を増すご ①特定介護療養型医療施設

’ とに1 ②特定病院

であるもの。

※平成24年4月1日から平成24年

6月30目までの間に、都道府県に対

して①及び②に係る届出を行った病院

に限る。

＜平成24年4月1目から平成30年

3月31’日までの間＞（則附則第53

条第2号）

療養病床に係る病室の入院患者の数が

6又はその端数を増すごとに1

一

O転換病床を有する病院

＜平成24年4月1目から平成30年
3月31目までの間＞（則附則第．52

条第6項）

療養病床（転換病床を除く。）に係る

病室の入院患者の数を6をもって除した

数と、転換病床（療養病床に係るものに

限る。）に係る病室の入院患者の数を9

をもって除した数に2を乗じて得た数を

加えた数（その数が1に満たないときは

1とし、その数に1に満たない端数が生

じたときは、その端数は1）

25



項目

．番号 項　　　目 根拠法令等 摘　’　　　要 備　　　　　　考

1－6 栄養士． 法2L1．1 栄養士の員数の計算方法は、厚生

法2L3 労働省令で定める基準に従い都道

定められた数の 則19．2．4 府県が条例で定めるところによる

，栄養士がいる 都道府県ゐ ごと。

か。 条例

【従うべき基準】

0100床以上の病院に1

法22の2．L1　　　』 管理栄養士の員数の計算方法は、

’ 、則22の2．L5 次によること。

O特定機能病院として厚生労働大

臣の承認を受けている場合は、

1以上の管理栄養士がいるこ
と。

（参考）

助産師 法2L　L1 助産所の員数の計算方法は、次に

法2L3 よること。・

則19．2．2

則43の2 O産婦人科又は産科を有する病院 適当数

　　　　　■s道府県の 産婦人科又は産科の患者に対す 一産婦人科又は産科の入院患者がいる場

条例 る看護師（准看護師を含む。） 合に1木以上。

の員数のうちの適当数を助産師

とする。

し

乱
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’項目
∫

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

2 管　理

2』1 医療法上の手続 ．法7．1 L病院の構造設備は使用の許可を

は適正に行われ 法7．2 受けているこ’と。

ているか。 法22
t

法27 2．病院開設許可後の開設届及び届

令4．1 出事項に変更を生じたときにそ

令4の2 の届出がなされていること。

令4の3

則22 3．病院の開設許可を受けた後に厚

則24～則29 ・生労働省令で定める事項を変更

したときその許可を受けている

こと。

4．地域医療支援病院又は特定機能

病院として定められた事項を有

し承認を得ていること。

5．診療用放射線装置の設置、設置 診療用放射線装置

変更又は廃止の届出をしている エックス線装置、診療用高エネルギー

こと。 放射線発生装置、診療用粒子線照射装

置、診療用放射線照射装置、診療用放

射線照射器具、放射性同位元素装備診

療機器、診療用放射性同位元素又は陽

電子断層撮影診療用放射性同位元素

2－2 患者の入院状況 則10．L1～ 1．病室に定員を超えて患者を入院 ・緊急時の対応として、救急医療（周産

は定められた基 則10．L6 させていないこと。（ただし、臨 期救急医療及び小児救急医療を含む）

準により適正に 則30の15．1 時応急の場合を除く．） に係る患者を入院させるときは、病室

管理されている 則30の15．2 に定員を超えて患者を入院させること

か。 2．病室以外の場所に患者を入院さ 及び病室以外の場所に患者を入院させ

せていないこと。（ただし、臨時 ることができること。

応急の場合を除く6） ◇救急唐者の受入れに係る定員超過入院

等の取扱いについては、「救急患者の

受入れに係る医療法施行規則第10条

等の取扱いについて」（平成2L7．21医

政総発0721第1号・医政指発0721第1号

・保医発0721第1号）を参照

3．精神病患者又は感染症患者をそ

れぞれ精神病室又は感染症病室

以外の場所に入院させていない

こと。　（ただし、臨時応急の場

合（精神病患者の身体的合併症

に対応するため入院させる場合

を含む。）を除く．）

4．病毒感染の危険のある患者から 4．適当な措置

の感染を防止するために適当な ①当該患者を他の患者と同室に入院さぜ

措置をとっていること。 ないこと。

②当該患者を入院させた室を消毒せずに

他の患者を入院させないこと。
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項目

ﾔ号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

③当該患者の用に供した被服、寝具、食

器等を消毒しないで他の患者に使用し

ないこと。

5．診療用放射線照射装置若しくは

診療用放射線照射器具を持続的

に体内に挿入して治療を受けて

いる患者又は診療用放射性同位

元素若しくは陽電子断層撮影診

療用放射性同位元素により治療

を受けている患者を放射線治療
病室以外の病室に入院させない　　　　　’

こと。

6．放射線治療病室に上記5に規定

する患者以外の患者を入院さ』せ

ないこと。
L

2－3 新生児の管理が 法15．1 ※産科又は産婦人科を標榜する病 11①適当な看護要員が配置され、その責

適切に行われて 法20 院 任体制が確立されていること。一

いるか。 則19．1．4一 ②新生児の識別が適切に行われている

L新生児に対して必要な管理体制 こと。

及び看護体制がとられている．こ 2．避難に必要な器具が備えられているこ

と。 と。

2．火災等緊急時における新生児の

避難体制があらかじめ定められ

ていること。

2－4 宿直体制は整っ 法16 医業を行う病院にあっては医師を 隣接した場所の範囲

ているか。 宿直させているごと。ただし、医 （昭30．2．9医収第62号「医療法第16条

師がその病院に隣接した場所に居 但書の解釈について」参照）

住している場合において都道府県 （昭25．7．18医収第385号「医療法第16

知事の許可を受けてい為ときはこ 条の疑義について」参照）

の限りでない。

2－5 医薬品の取扱い 法15．1 L毒薬又は劇薬が他のものと区別 L薬事法第48条第1項及び第2項参照

が適正にされて 法20 されていること。毒薬を貯蔵配

いるか。 則14 置する場所に施錠がされている

こと。

2．毒薬及び劇薬の直接容器又は直 2．表示

接の被包にそれぞれの表示がな 毒薬は黒地に白枠白字をもってその品

されていること。 名及び「毒」の字を記載する。劇薬は

’ 白地に赤枠赤字をもってその品名及び

r劇」の字を記載する。

（薬事法第44条第1項及び第2項参照）
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

3．その他の薬剤についてもその管 3．（参考）麻薬、向精神薬、覚せい剤につ

．理及び取扱いが適正に行われて いては、麻薬及び向精神薬取締法、覚

いること。一 せい剤取締法により別途規制が行われ
ていることに留意する。　　　　　　　　　　　　聖

4．調剤所について衛生上、防火上 4．（参考）引火のおそれのある薬品等の例

適切な配慮がなされているこ アルコール類、エーテル類、ベンゼ

と。 ン、クロロホルム等

2－6 底療機器等は清 法20 L医療機器及び看護用具が清潔を

潔な状態に保た ，保つよう十分手入れがなされて

れ、かっ、保守 いること。

管理が十分に行

われているか。 2』病棟における諸設備は清潔に保 2．清潔保持

たれていること。 ①ベッド、マットレス等の寝具類及び病

室内の清潔整頓

②便器の清潔維持

2－7 調理機械、器具 法15．1 給食施設の施設・設備について清 必要に応じ記録により確認すること。．

の清潔保持及び 法20 潔が保持され衛生上適切な管理が

保守管理． 則20．L8 行われていること。

2－8 職員の健康管理 法15．1 職員について定期的な健康診断を 給食関係職員、放射線関係職員の健康管

行う等適切な健康管理体制が確立 理については特に留意する。

されていること。 （参考1）病院開設者は労働安全衛生法

により．事業者として職員の健康を確保

するよう規定されていることに留意す

る。

（参考2）感染症の予防及び感染症の患
1

者に対する医療に関する法律第53条

の2にば病院開設者は労働安全衛生法

による事業者として職員の定期健康診

断を実施するよう規定されていること

に留意する。

2－9 医療の情報の提 法1 医療機関の有する医療機能情報が ①病院、診療所又は助産所（以下「病院

供 法6の3、1～ 公表されていること。 等」という）の管理者は、都道府県知事

～法6の3，3 が定める方法により、1年に1回以上、

則し1～ 都道府県知事が定める日までに、規則第

則し2 1条2項に規定ずる事項（別表第1）を

則1の2 都道府県知事に報告するとともに、同事

則1の3 項を当該病院等において閲覧に供しなけ

ればならない。

②病院等の報告事項のうち、規則別表第

1第1の項第1号に掲げる基本情報に変
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項目

ﾔ号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

更があった場合には、一 ｬやかに都道府県

知事に報告する。

③病院等の管理者は、当該病院等におい

て、閲覧に代えて、パソコン等のモニタ

一画面での表示、インターネット若しく

は電子メールによる方法又はフロッピー

ディスク、CD－ROM等による交付と

することができる。

◇医療機能情報提供の具体的実施方法等

については、　「医療機能情報提供制度実

施要領について」　（平19．3130医政発第0

330013号）を参照

2－10 医療の安全管理 法1
L医療に係る安全管理のための指　　　　　　　　、　’ 「医療に係る安全管理のための指針」は

のための体制が 法6の10 針を整備すること。 次に掲げる事項を文書化，したものである

確保されている 法15．1 こと。また、本指針は、医療に係る安全

か。 法17 答理のための委員会（以下r安全管理委

則1の1L1 員会」という。）を設ける場合には、当

則9の23 該委員会において策定及び変更すること

則12 とし、従業者に対して周知徹底を図るこ

ﾆ。

①当該病院等における安全管理に関する

基本的考え方

②安全管理委員会（委員会を設ける場合

について対象とする）その他の当該病

院等の組織に関する基本的事項

③医療に係る安全管理のための従業者に
1

対する研修に関する基本方針

④当該病院等における事故報告等の医療

に係る安全の確保を目的とした改善の

ための方策に関する基本方針

⑤医療事故等発生時の対応に関する基本

方針

⑥医療従事者と患者との間の情報の共有

に関する基本方針（患者等に対する当

該指針の閲覧に関する基本方針を含

ﾞ）

⑦患者からの相談への対応に関する基本

方針

⑧その他医療安全の推進のために必要

な基本方針　　　　　　　　　　’

2，医療に係る安全管理のための委 安全管理委員会とは、当該病院等におけ

、 員会を開催すること。 る安全管理の体制の確保及び推進のため

に設けるものであり・、次に掲げる基準を

満たす必要があること。ただし、安全管
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

理委員会の開催については、患者を入院
させるための施設を有しない診療所及び

妊産婦等を入所させるため，の施設を有し

ない助産所については適用しないことと

すること。

①安全管理委員会の管理及び運営に関す

る規程が定められていること。

②重要な検討内容について、患者への対

応状況を含め管理者へ報告すること。

③重大な問題が発生した場合は、速やか

に発生の原因を分析し、改善策の立案

及び実施並びに従業者への周知を図る
こと。

④安全管理委員会で立案された改善策の

実施状況を必要に応じて調査し、見直

しを行うこと。

⑤月1回程度開催するとともに、重大な

問題が発生した場合は適宜開催するこ
と。

⑥各部門の安全管理のための責任者等で

構成されること。

3．医療に係る安全管理のための職 ①医療に係る安全管理のだめの職員研修

員研修を実施ずること。 は、医療に係る安全管理のための基本

的考え方及び具体的方策について、
当該研修を実施する病院等の従業者に

周知徹底を行うことで、個々の従業者

の安全に対する意識、安全に業務を遂

行ずるための技能やチームの一員とし

て意識の向上等を図るためのものであ

ること。

②当該病院等の具体的な事例等を取り上

げ、職種横断的に行うものであること

が望ましい。『

③本研修は、当該病院等全体に共通する

安全管理に関する内容について、年2

同程度定期的に開催するほか、必要に

応じて開催するごと。また、研修の実

施内容（開催又は受講目時、出席者、

研修項目）について記録すること。

④研修については、患者を入所させるた

めの施設を有しない診療所及び妊婦等

を入所させるための施設を有しない助

産所については、当該病院等以外での

研修を受講することでも代用できるも

のとし、年2回程度の受講のほか、必

要に応じて受講することとすること。

4．当該病院等における事故報告等 ①当該病院等において発生した事故の安

の医療に係る安全の確保を目的 全管理委員会への報告等を行うこと。

とした改善のための方策を講ず

ること。一 （患者を入所させるための施設を有し

ない診療所及び妊婦等を入所させるた

めの施設を有さない助産所について

は、管理者へ報告することとするこ

　　　　　’ﾆ。）
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

②あらかじめ定められた手順や事故収集
の範囲等に関する規定に従い事例を収
集、分析すること。これにより当該病
院等における問題点を把握して、・当該

病院等の組織としでの改善策の企画立
案及びその実施状況を評価し、当該病
院等においてこれらの情報を共有する
こと。

③重大な事故の発生時には、速やかに管
理者へ報告することgまた、改善策に
ついては、背景要因及び根本原因を分
析し検討された効果的な再発防止策等
を含むものであること。

④事故の報告は診療録や看護記録等に基
づき作成すること。

⑤例えば、助産所に従業者が管理者1名
しかいない場合などについては、安全
管理委員会の開催、管理者への報告等
については、実施しなくても差し支え
ないものであること。

5．専任の医療に係る安全管理を行 「専任の医療に係る安全管理を行う者」

う者を配置していること。 （以下f安全管理者」という。）は、当
該病院における医療に係る安全管理を行

（※臨床研修病院及び歯科医師臨 う部門の業務に関する企画立案及び評
床研修施設については兼任でも 価、病院内における医療安全に関する職
可） 員の安全管理に関する意識の向上や指導

等の業務を行うものであり、次に掲げる
基準を満たす必要があること。
①医師、歯科医師、薬剤師文は看護師の

うちのいずれかの資格を有しているこ
と。　（主として歯科医業を行う歯科医

師臨床研修施設においては、歯科衛生
士でも可。）

②医療安全に関する必要な知識を有して
いること。

③当該病院の医療安全に関する管理を行・
う部門に所属していること。

④安全管理委員会の構成員に含まれてい
ること。　　　　　　　　．

⑤医療安全対策の推進に関する業務に専

ら従事していること。

◇安全管理者の業務については、　「医療

安全管理者の業務指針および養成のた
めの研修プログラム作成指針につい
て」　（平成19．3．30医政発第0330019号

ノ
・薬食第0330019号）．を参照

6．医療に係る安全管理を行う部門 r医療に係る安全管理を行う部門」　（以

を設置していること。 下「安全管理部門」という。）とは、安

全管理者及びその他必要な職員で構成さ

れ、安全管理委員会で決定された方針に

基づき、組織横断的に当該病院内の安全

管理を担う部門であって、次に掲げる業

1 務を行うものであること。

①安全管理委員会で用いられる資料及び

議事録の作成及び保存、その他安全管

理委員会の庶務に関すること。
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考．

②事故等に関する診療録や看護記録等へ

の記載が正確かつ十分になされている

導を行うこと。

③患者や家族への説明など事故発生時の

対応状況について確認を行うととも

に、必要な指導を行うこと。

④事故等の原因究明が適切に実施されて

いることを確認するとともに、必要な

指導を行うこと6

一⑤医療安全に係る連絡調整に関する，こ

と。

⑥その他医療安全対策の推進に関するこ

と。

7．患者からの相談に適切に応じる r患者からの相談に適切に応じる体制を

体制を確保すること。 確保すること」とは、当該病院内に患者

相談窓口を常設し、患者等からの苦情、

相談に応じられる体制を確保するもので

あり、次に掲げる基準を満たす必要があ臨

ること。また、これらの苦情や相談は医

療機関の安全対策等の見直しにも活用さ

れるものであること。

①患者相談窓口の活動の趣旨、設置場

所、担当者及びその責任者、対応時間

等について、患者等に明示されている

ごと。’

②患者相談窓口の活動に関し、相談に対

応ずる職員、相談後の取扱、相談情報

の秘密保護、管理者への報告等に関す

る規約が整備されていること。
庵

③相談により、患者や家族等が不利益を

受けないよう適切な配慮がなされてい

ること。’

8．特定機能病院及び事故等報告病 （1）対象医療機関

院の管理者は、事故等事案が発 特定機能病院及び事故等報告病院

生した場合には、当該事故等事 （国立高度専門医療ゼンター及び国立

案に係る事故等報告書を当該事 ハンセン病療養所、独立行政法人国立

故等事案が発生した目から原則 病院機構の開設する病院、学校教育法

として二週間以内に、登録分析 に基づく大学の附属施設である病院

機関に提出しなければならな （病院分院は除く））

い。 （2）登録分析機関

財団法人日本医療機能評価機構

（平ユ6．10．1厚生労働省告示372号参照）
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項目
’

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

（3）医療機関における事故等の範囲

①　誤った医療又は管理を行ったこと

が明らかであり、その行った医療又

は管理に起因して、患者が死亡し、

若しくは患者に心身の障害が残った

事例又は予期しなかった、若しくは

予期していたものを上回る処置その

他の治療を要した事案。

②　誤った医療又は管理を行ったこと

は明ちかではないが、行った医療又

は管理に起因して、患者が死亡し、

若しくは患者に心身の障害が残った

事例又は予期しなかった、若しくは

予期していたものを上回る処置その

他の治療を要した事案（行った医療

又は管理に起因すると疑われるもの

を含み、当該事案の発生を予期しな

かったもめに限る。）

③　前二号に掲げるもののほか、医療

機関内における事故の発生の予防及

止 び再発の防止に資する事案。

（4）報告を求める項目

’
①　当該事案が発生した目時、場所及

び診療科名

②　性別、年齢、病名その他の当該事

案に係る患者に関する情報

③　職種その他の当該事案に係る医療

関係者に関する情報

④　当該事案の内容に関する情報

⑤　前各号に掲げるもののほか、当該

事案に関し必要な情報

2－11 院内感染対策の， 法6の10 1．院内感染対策の指針を整備する 院内感染対策のための指針は、次に掲

ための体制が確 法15．1 こと。 げる事項を文書化したものであり、ま

保されている 法17 た、この指針は、医療法施行規則第1条
か。 則1の11．2．1 の11第2項第1号ロに規定する院内感
（医療の安全管 則9の23 染対策のための委員会（以下「院内感染　’

理のための体制 対策委員会）という。）の議を経て策定

を確保するため 及び変更するものであることとし、当該

の措置と一体的 指針は従業者へ周知徹底すること。ただ

に実施しても差 し、患者を入院させるための施設を有し

し支えない。） ない診療所及び妊婦等を入所させるため

の施設を有しない助産所においては、院

内感染対策委員会の議を経ることを要し

ないこととすること。

ア院内感染対策に関する基本的考え方
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目
号

項
番 項 目． 根拠法令等 摘 要

2．院内感染対策あための委員会を

　開催すること。

3．従業者に対する院内感染対策の

　ための研修を実施すること。

備 考

イ．院内感染対策のための委員会（委員

会を設ける場合を対象とする。）その
他の当該病院等の組織に関する基本的

事項

ウ院内感染対策のための従業者に対す
る研修に関する基本方針

工感染症の発生状況の報告に関する基
本方針

オ院内感染発生時の対応に関する基本
方針

力患者等に対する当該指針の閲覧に関

する基本方針
キその他の当該病院等における院内感
染対策の推進のために必要な基本方針

◇院内感染対策のための指針の策定につ
　いては、「院内感染対策のための指針

　案及びマニュアル作成のための手引き
　の送付について」（平19，5．8医政局指

　導課事務連絡）を参照

　院内感染対策委員会とは、当該病院等
における院内感染対策の推進のために設
ける．ものであり、次に掲げる基準を満た

す必要があること守ただし、院内感染対
策委員会の開催については、患者を入院
させるための施設を有しない診療所及び
妊婦等を入所させるための施設を有しな
い助産所については適用しないこととす
ること。

ア管理及び運営に関する規程が定めら
れていること。
イ重要な検討内容1こついで、院内感染

発生時及び発生が疑われる際の患者へ
の対応状況を含め管理者へ報告するこ
と。

ウ院内感染が発生した場合は、速やか
に発生の原因を分析し、改善策の立案
及び実施並びに従業者への周知を図る
こと。

工院内感染対策委員会で立案された改

善策の実施状況を必要に応じて調査
レ、見直しを行うこと。

オ月1回程度開催するとともに、重大
な問題が発生した場合は適宜開催する
こと。」

カ．委員会の委員は職種横断的に構成さ

れること。

①従業者に対する院内感染対策のための
　研修は、院内感染対策のための基本的

　考え方及び具体的方策について、当該

　研修を実施する病院等の従業者に周知
　徹底を行うヒとで、個々の従業者の院

　内感染に対する意識を高め、業務を遂

　行ずる上での技能やチームの一員とし

　ての意識の向上等を図るもりであるこ
　と。

②当該病院等の実情に即した内容で、職
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項目

番号 」項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備‘　　　　　考

種横断的な参加の下に行われるもので

あること。

③本研修は、病院等全体に共通する院内
一 感染に関する内容について、年2回程

度定期的に開催するほか、必要に応や

て開催すること。また、研修の実施内

容（開催又は受講目時、出席者、研修

叱 一項目）について、記録すること。・

④研修については、患者を入所させるた

めの施設を有しない診療所及び妊婦等

を入所させるための施設を有しない助

産所については、当該病院等以外での

研修を受講することでも代用できるも

、
のとし～年2回程度の受講のほか、必

要に応じて受講することとすること．

4．当該病院等における感染症の発 ①院内感染の発生状況を把握するため、

生状況の報告その他の院内感染 当該病院等における感染症の発生動向

対策の推進を目的とした改善の の情報を共有することで、院内感染の

ための方策を講ずること。 発生の予防及びまん延の防止を図るも

のであること。

②重大な院内感染等が発生し、院内のみ

での対応が困難な事態が発生した場

合、又は発生したことが疑われる場合

●
には、地域の専門家等に相談が行われ

る体制を確保することが望ましいもの

再
であること。

③院内感染対策のための指針に即した院

『内感染対策マニュアルを整備する等、

その他の院内感染対策の推進のために

必要な改善策を図るとともに、それら

を定期的に見直すことが望ましいもの

であること。

◇アウトブレイクを疑う基準並びに保健

所への報告の目安については、　「医療

機関等における院内感染対策につい

て」　（平23．6．17医政指発0617第1

号）を参照

5．専任の院内感染対策を行う者を r専任の院内感染対策を行う者」は、当

配置していること。 該病院における院内感染対策を行う部門

の業務に関する企画立案及び評価、病院

内における職員の院内感染対策に関する

意識の向上や指導等の業務を行うもので

あり、次に該当するものである必要があ

ること。
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目
号

項
番

2－12

項 目

医薬品に係る安

全管理のための

体制が確保され

ているか。

根拠法令等

法6の10

法15．1

法17

則1の1L2．2

摘 要

1．医薬品の安全使用のための責

　任者を配置していること。

2．従業者に対する医薬品の安全使

　用のための研修を実施するこ

　と。

備 考

①医師、歯科医師、薬剤師又は看護師の

　うちのいずれかの資格を有しているこ

　と。

②院内感染対策に関する必要な知識を有

　していること。

◇「専任の院内感染対策を行う者」は、

　就業規則における通常の勤務時間の少

　なくとも半分以上の時間を院内感染対

　策業務に従事していること。

　　（H15．11．5事務連絡）

　「医薬品の安全使用のための責任者」

（以下r医薬品安全管理責任者」とい

う。）を配置すること。ただし、病院に

おいては管理者との兼務は不可とするこ

と。　　　　一

・医薬品安全管理責任者は、医薬品に関

する十分な知識を有する常勤職員であ

り、医師、歯科医師、薬剤師、助産師

（助産所の場合に限る）、看護師又は歯

科衛生士（主として歯科医業を行う診療

所に限る。）のいずれかの資格を有して

いること。

・医薬品安全管理責任者は、病院等の管

理者の指示の下に、次に掲げる業務を行

うものとすること。なお、病院及び患者

を入院させるための施設を有する診療所

においては、安全管理委員会との連携の

下、実施体制を確保するごと。

①医薬品の安全使用のための業務に関

する手順書の作成

②従業者に対する医薬品の安全使用の

ための研修の実施

③医薬品の業務手順書に基づく業務の

実施

④医薬品の安全使用のために必要とな

る情報の収集その他の医薬品の安全確

保を目的とした改善のための方策の実

施

　従業者に対する医薬品の安全使用のた

めの研修の内容については、具体的には

次に掲げる事項が考えられること。ま

た、研修の実施については必要に応じて

行うこととし、他の医療安全に係る研修

と併せて実施しても差し支えないことと
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目
号

項
番 一項 目 根拠法令等 摘 要

3．医薬品の安全使用のための業務

　に関する手順書の作成及び当該

　手順書に基づく業務を実施する

　こと。

備 考

すること。

①医薬品の有効性・安全性に関する情

報、使用方法に関する事項

②医薬品の安全使用のための業務に関

する手順書に関する事項

③医薬品による副作用等が発生した場

合の対応（施設内での報告、行政機関’

への報告等）に関する事項

・医薬品の安全使用のための業務に関す

る手順書（以下r医薬品業務手順書」と，い

う？）につ．いては1、医薬品の取扱いに係

る業務の手順を文書化したものであるこ

と。

・病院及び患者を入院させうための施設

を有する診療所における医薬品業務手順

書の作成又は変更は、安全管理委員会に

．おいて協議した上で行うこと。

・医薬品業務手順書には、病院等の規携

や特徴に応じて、次に掲げる事項を含む

ものであること。

①病院等で用いる医薬品の採用』購入

に関する事項

②医薬品の管理に関する事項

　　（例＝医薬品の保管場所、薬事法

　　（昭和35年法律第145号）など

　の法令で適切な管理が求められてい

　　る医薬品（麻薬臨・向精神薬、覚せい

　剤原料、毒薬・劇薬、特定生物由来

　製品等）の管珪方法）

③患者に対する医薬品の投薬指示から

調剤に関する事項

　　（例＝患者情報（薬剤の服用歴、入

　院時に持参してきた薬剤等）の収

　集、処方せんの記載方法、調剤方

　法、処方せんや調剤薬の鑑査方法）

④患者に対する与薬や服薬指導に関す

　る事項

⑤医薬品の安全使用に係る情報の取扱

い（収集、提供等）に関する事項

⑥他施設（病院等、薬局等）との連携

に関する事項

・医薬品業務手順書は、作成後も必要に

応じて見直しを行う必要があること。

・当該手順書に基づく業務の実施につい

て臆、医薬品安全管理責任者に対して、

従業者の業務が医薬品業務手順書に基づ
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

き行われているか定期的に確認させ、確

ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＾

認内容を記録させること。

◇病院等において医薬品業務手順書を策

定については、　「医薬品の安全使用の
、

ための業務手順書作成マニュアルにつ

いて」　（平成19．3．30医政総発第03300

01号・薬食総発第0330001号）を参照

4．医薬品の安全使用のために必 ・医薬品安全管理責任者に対して、医薬

要となる情報の収集その他の 品の添付文書の情報のほか、医薬品製

医薬品の安全使用を目的とし 造販売業者、行政機関｛学術誌等から

た改善のための方策を講ずる の情報を広く収集し、管理させるとと

こと。 もに、得られた情報のうち必要なもめ

は当該情報に係る医薬品を取り扱う従

業者に迅速かつ確実に周知徹底を図ら
せること。

・情報め収集等に当たっては、薬事法に

おいて、，①製造販売業者等が行う医

薬品の適正な使用のために必要な情報

の収集に対して病院等が協力するよう

努める必要があること等（薬事法第7

7条の3第2項及び第3項）、②病
院若しくは診療所の開設者又は医師、

歯科医師、薬剤師その他の医薬関係者
は、医薬品について、当該品目の副作

用等の発生を知った場合において、保
一 健衛生上の危害の発生又は拡大を防止

するため必要があ．ると認めると，きは、

厚生労働大臣に対して副作用等を報告

することが義務付けられていること

（薬事法第77条の4の2第2項）に
留意する必要があること。

・医薬品の安全使用のために必要となる

情報の収集その他の医薬品の安全使用
を目的とした改善のための方策につい
ては、　「医薬品の販売名の類似性等に

よる医療事故防止対策の強化・徹底に
ついて（注意喚起）」　（平成20．12．4

医政発第1204001号・薬食発第1204001

号）を参照

2－13 医療機器に係る 法6の10 L医療機器の安全使用のための ・医療機器の安全使用のための責任者

安全管理のため 法15．1 責任者を配置していること。 （以下「医療機器安全管理責任者」とい

の体制を確保し 法17 う。）を配置すること。ただし、病院に

ているか乙 則1の1L2．3 おいては管理者との兼務は不可とすうこ

（当該医療機器
と。

には病院等にお ・医療機器安全管理責任者は、医療機器

いて医学管理を に関する十分な知識を有する常勤職員で

行っている患者 あり、医師、歯科医師、薬剤師、助産師

の自宅その他病
（助産所の場合に限る）、看護師、歯科

院等以外の場所 衛生士（主として歯科医業を行う診療所

で使用されてい に限る）、診療放射線技師、臨床検査技

る医療機器も含 ノ 師又は臨床工学技士のいずれかの資格を
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目
号

項
番 項 目

まれる。）

’根拠法令等 摘 要

2．従業者に対する医療機器の安全

　使用のための研修を実施するこ

　と。

3．医療機器の保守点検に関する計

　画の策定及び保守点検を適切に

　実施すること。

備 考

有していること。

・医療機器安全管理責任者は、一病院等の

管理者の指示の下に、次に掲げる業務を

行うものとすること。なお、病院及び患

者を入院させるための施設を有する診療

所においては、安全管理委員会との連携

の下、実施体制を確保すること。

①従業者に対する医療機器の安全使用

のための研修の実施

②医療機器の保守点検に関する計画の

策定及び保守点検の適切な実施

③医療機器の安全使用のために必要と

なる情報の収集その他の医療機器の安

全使用を目的とした改善のための方策

の実施

・医療機器安全管理責任者は、以下に掲

げる従業者に対する医療機器の安全使用

のための研修を行うこと。

①新しい医療機器の導入の研修

　病院等において使用した経験めない新

　しい医療機器を導入する際には、当該

　医療機器を使用する予定の者に対する

　研修を行い、その実施内容について記

　一録すること。

．②特定機能病院における定期研修

　特定機能病院においては、特に安全使

　用に際しての技術の習熟が必要と考え

　られる医療機器に関しての研修を定期一

　的に行い、その実施内容について記録

　すること。

・研修の内容については、次に掲げる事

項とすること。なお、他の医療安全に係

る研修と併せて実施しても差し支えない

こととすること。また、上記①、②以外

の研修については必要に応じて開催する

こと。

　ア医療機器の有効性・安全性に関す

　　る事項

　イ医療機器の使用方法に関する事項

　ウ医療機器の保守点検に関する事項

　工医療機器の不具合等が発生した場

　合の対応（施設内での報告、行政機

　関への報告等）に関する事項

　オ医療機器の使用に関して特に法令

　上遵守すべき事項

医療機器安全管理責任者は、医療機器の

特性等にかんがみ、保守点検が必要と考

えられる医療機器については保守点検計

40



項目

番号 一項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

画の策定等を行うこと。

①保守点検計画の策定

ア保守点検に関する計画の策定に当

たっては、薬事法の規定に基づき添

付文書に記載されている保守点検に

関する事項を参照すること。また、．

必要に応じて当該医療機器の製造販

売業者に対して情報提供を求めるこ

と。

イ保守点検計画には、機種別に保守

点検の時期等を記載すること。

②保守点検の適切な実施

ア保守点検の実施状況、使用状況、

修理状況、購入年等を把握し、記録
すること。　　，

イ保守点検の実施状況等を評価し、

医療安全の観点から、必要に応じて

、

1

安全面に十分配慮した医療機器の採

用に関する助言を行うとともに、保

・守点検計画の具直しを行うこと。

ウ医療機器の保守点検を外部に委託

する場合も、法第15条の2に規定一

する基準を遵守すること。なお、外

部に委託する際も保守点検の実施状

況等の記録を保存すること。

’

4．医療機器の安全使用のために必 ・医療機器の安全使用のために必要とな

要となる情報の収集その他の医 る情報の収集その他の医療機器の安全確

療機器の安全使用を目的とした 保を目的とした改善のための方策の実施

改善のための方策を講ずるこ については、次の要件を満たすものとす
k

と。 ること。

“①添付文書等の管理

医療機器安全管理責任者は、医療機

器の添付文書、取扱説明書等の医療

機器の安全使用・保守点検等に関す

る情報を整理し、その管理を行うこ

と。

②医療機器に係る安全情報等の収集

医療機器安全管理責任者は、医療機

器の不具合情報や安全性情報等の安

全使用のために必要な情報を製造販

売業者等から一元的に収集するとと

もに、得られた情報を当該医療機器，

に携わる者に対して適切に提供する

こと。

③病院等の管理者への報告

医療機器安全管理責任者は、管理し
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目
号

項
番 項 目 根拠法令等 摘

42

要 備 考

　　ている医療機器の不具合や健康被害

　　等に関する内外の情報収集に努める

　　とともに、当該病院等の管理者への

　　，報告等を行うこと。

・情報の収集等に当たっては、薬事法に

おいて、①製造販売業者等が行う医療

機器の適正な使用のために必要な情報の

収集に対して病院等が協力するよう努め

る必要があること等（薬事法第77条の

3第2項及び第3項）、②病院若しく

は診療所の開設者又は医師、歯科医師、

薬剤師その他の医薬関係者は、医療機器

について、当該品目の副作用等の発生を

知った場合において、保健衛生上の危害

の発生又は拡大を防止するため必要があ

ると認めるときは、・厚生労働大臣に対し

て副作用等を報告することが義務付けら

れていること（薬事法第77条の4の2

第2項）に留意する必要があること。

◇管理者の医療機器に係る安全管理のた

　めの体制確保のための措置について

　は、「医療機器に係る安全管理のため

　の体制確保に係る運用上の留重点にっ

　いて」　（平成19．3．30医政指発第03300

　01号・医政研発第0330018号）．を参照

◇医療機器の安全確保等のため、医療機

　器事業者が医療現場に立ち入る際の留

　意事項については、「医療機関等にお

　ける医療機器の立会いに関する基準に

　ついて」　（平成18．1L10医政経発第11

　10001号）を参照

◇医療機塁の安全使用のために必要とな

　る情報の収集その他の医療機器の安全

　使用を目的とした改善のための方策に

　ついては、　「医薬品の販売名の類似性

　等による医療事故防止対策の強化・徹

　底について（注意喚起）」　（平成20．1

　2．4医政発第1204001号・薬食発第1204

　001号）を参照



項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

3 帳票・記録

3－1 診療録 法15．1 適切に作成された診療録が適切に （参考1）

法25 管理、保存されていること。 診療録の記載事項については医師法第

24条第1項及び同法施行規則第撃条に

より

①診療を受けた者の住所・氏名・’性別
’

及び年齢

②病名及び主要症状

③治療方法（処方及び処置）

④診療の年月目

と規定されている。

（参考2）

、診療録は医師法第24条第2項により5，

年間これを保存することと規定されて

いる。一

3－2 助産録 法15．1 ※助産師がその業務に従事してい （参考1）

法25 る病院 助産録の記載事項については保健師助

適切に作成された助産録が適切に 産師看護師法第42条第1項及び同法施

管理、保存されていること。 行規則第34条により

①妊産婦の住所、氏名、年齢及び職業

②分娩回数及び生死産別

③妊産婦の既往疾患の有無及びその経

　過

C今回妊婦の経過、所見及び保健指導

の要領

⑤妊娠中医師による健康診断受診の有

無（結核、性病に関する検査を含

む。）

⑥分娩の場所及び年月日時分

⑦分娩の経過及び処置

⑧分娩異常の有無、経過及び処置

⑨児の数及び性別、生死別

⑩児及び胎児附属物の所見

⑪産じょくの経過及びじょく婦、新生

児の保健指導の要領

⑫産後の医師による健康診断の有無

と規定されている。

（参考2）

助産録は保健師助産師看護師法第42条

第2項により5年間これを保存するこ

、

ととと規定されている。

3一一 R 診療に関する諸 法2L　L9 ①過去2年間の診療に関する諳記 診療に関する諸記録

記録等 則20．L10 録が適正に整理保管されている ア　病院日誌（病院の経営管理に関する
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項目

　　’
ﾔ号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

一こ、と。 総合的特記事項の日誌）

イ　各科診療日誌（各科別の診療管理上

の総括的事項の日誌並びに看護に関す

る記録日誌）

ウ　処方せん（患者の氏名、年齢、薬

名、分量、用法、．用量、発行年月日、

使用期間及び病院若しくは診療所の名

称、及び所在地又は医師の住所を記載

し、記名押印又は署名されたもの）

（注：内服薬にあってはr内服薬処方

せんの記載方法の在り方に関する検討

会報告書の公表について」　（医政発01

29第3号・薬食発0129第5号）を参考に

’して記載すること。）

工　手術記録（手術室の管理及び各科の

、
利用状況などの事項の記録）

オ　看護記録

力　検査所見記録（検査室において行わ

れた検査結果の記録）

キ　エックス線写真

ク　入院患者及び外来患者の数を明らか

にする帳簿（注：病院日誌に記入され

ていても差し支えない。）

ケ　入院診療計画書（患者が入院した日

から起算して7日以内に診療を担当す

る医師により、入院中の治療に関する

計画等を書面にて作成し、患者又は家

族へ交付し適切な説明を行うこと。）

法22の2．3 ②特定機能病院としで厚生労働大 診療に関する諸記録

則22の3．2 臣の承認を受けている場合は、 ア　病院日誌

過去2年間の診療に関する諸記 イ　各科診療日誌

録が適正に整理保管されている ウ　処方せん

こと。 工　手術記録

オ　看護記録

力　検査所見記録

キ　エックス線写真

ク　紹介状
■

ケ　退院した患者に係る入院期間中の診

，療経過の要約

コ　入院診療計画書

法22の2．4 ③特定機能病院として厚生労働大 病院の管理及び運営に関する諸記録

則22の3．3 臣の承認を受けている場合は、 ア　従業者数を明らかにする帳簿

過去2年間の病院の管理及び運 イ　高度の医療の提供の実積

営に関する諸記録が適正に整理 ウ　高度の医療技術の開発及び評価の実

保管されていること。 績

工　高度の医療の研修の実積

オ　閲覧実績

力　紹介患者に対する医療提供の実績

キ　入院患者、外来患者及び調剤の数を

明らかにする帳簿
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項目

ﾔ号 項’　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備 ・考

3－4 エックス線装置 則30の21 ※エジクス線装置等を有する病院 1．所定の線量率

等に関する記録 則30の22 L装置又は器具の1週間当たりの

が適正になされ 則30の23．1 延べ使用時間をその使用する室 所定の

ているか。 則30の23．2 ’ごとに帳簿に記載し、これを1 診療室等 装　置・等 線量率

年ごとに閉鎖し、閉鎖後2年間

保存していること。（ただし、そ

の室の画壁等の外側における実 治療用エック 治療用エッ 40マイ

効線量率がそれぞれ所定の線量 ス線装置を使 クス線装置 クロジ

率以下になるようしゃへいされ 用しないエッ 以外の手ッ 一ベノレ

ている場合は、この限りでな クス線診療室 クス線装置 ト毎時

い。）

．治療用エック エックス線 20マイ

ス線装置を使 装置 クロシ

・用するエック 一ベノレ

ス線診療室 ト毎時

診療用高エネ 診療用高工

ルギー放射線 ネルギー放

発生装置使用 射線発生装

室 置

し

診療用粒子線 診療用粒子

照射装置使用

ｺ．

線照射装置

診療用放射線 診療用放射

照射装置使用

ｺ
線照射装置

診療用放射線 診療用放射 60マイ

照射器具使用 線照射器具 クロシ

室 器具 一ベノレ

ト毎時

2．医療法施行規則第30条の23第2 2．必要な記載事項

項に規定する診療用放射線照射 ①入手、使用又は廃棄の年月 日

～

装置、診療用放射線照射器具、 ②入手、使用又は廃棄に係る診療用放射

診療用放射性同位元素又は陽電
線装置又は診療用放射線照射器具の型　　　　　　　　　、

子断層撮影診療用放射性同位元 式及び個数並びに装備する放射性同位

素の入手、使用及び廃棄並びに 元素、診療用放射性同位元素、 陽電子

放射性同位元素によって汚染さ 断層撮影診療用放射性同位元素又は放

れた物の廃棄に関する帳簿の記 射性同位元素によって汚染された物の

載が適正に行われていること。 種類及びベク レル単位をもって表わし

また、帳簿を1年ごζに閉鎖 た数量

し、閉鎖後5年間保存している ③使用した者の氏名又は廃棄に従事した

こと。 者の氏名並びに廃棄の方法及び場所
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項目 一’

u

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 　　　　　　　　　　ヂ�@　　　　　考

3．放射線障害が発生するおそれが 3．放射線障害が発生するおそれのある場

ある場所について、所定の方法 ・所（測定場所）

により診療開始前及び開始後1 ①放射線の量…・・エックス線診療室、診

か月に1回以上放射線の量及び 療用高エネルギー放射線発生装置使用

放射性同位元素による汚染の状 一室、診療用粒子線照射装置使用室、診

，況が測定され、その結果に関す 療用放射線照射装置使用室、診療用放

る記録が5年間保存されている 射線照射器具使用室、放射性同位元素

．こと。　（ただし、固定された土 装備診療機器使用室、診療用放射性同

ックス線装置等でしゃへい壁等 位元素使用室、陽電子断層撮影診療用

が一定のときは6か月に1回以 放射性同位元素使用室、貯蔵施設、廃

上測定すること。又、排気口及 棄施設ぐ放射線治療病室、管理区域の

び排水口における汚染状況の測 境界、病院内の人が居住する区域、病

定は排気若しくは排水のつど又 院の敷地の境界

は連続して行うこ．と。） ②放射性同位元素による汚染の状況…

診療用放射性同位元素使用室、陽電子

断層撮影診療用放射性同位元素使用

室、診療用放射性同位元素又は陽電子

断層撮影診療用放射性同位元素により

治療を受けている患者を収容する放射

線治療病室、排水（気）設備の排水

（気）口、排水（気）監視設備のある

場所、管理区域の境界

4．治療用エックス線装置、診療用

高エネルギー放射線発生装置、

診療用粒子線照射装置及び診療

用放射線照射装置の放射線量が

6か月に1回以上線量計で測定

され、その結果に関する記録が

5年間保存されていること。

3－5 院内掲示 法14の2．．1 病院の管理者が見やすい場所に掲 ・①②③は、病院の入口く受付又は待合
、

則9の3 示すべき事項 所付近の見やすい場所

見やすい場所に 則gの4 ①管理者の氏名

定められた事項 ②診療に従事ずる医師又は歯科医

が掲示されてい 師の氏名

るか。一 ③医師又は歯科医師の診療日及び

診療時間

④建物の内部に関する案内
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

4 業務委託 業務委託の基準についてほ、医療法施

行規則の他、　「医療法め一部を改正する

4－1 検体検査 法15の2 規則で定める基準に適合するもの 法律の一部の施行について」（平5．2．15健

則gの8・ に委託していること。 政発第98号）及びr病院、診療所の業務委

託について」（平5．2．15指第14号）を参

～

昭’、㌧、

@委託の事実の有無を契約書等により確

認し、また、規則で定める内容を業務案

内書、標準作業書等により’確認するこ

と。

4－2 滅菌消毒．一 法15の2 規則で定める基準に適合するもの

則9の9 に委託していること。

4－3 食事の提供 法15の2 規則で定める基準に適合するもの

則9の10 に委託していること。

4－4： 患者等の搬送 法15の2 規則で定める基準に適合するもの

則9の11 に委託していること。

4－5 医療機器の保守 法15の2 規則で定める基準に適合するもの

点検 則9の12 に委託していること。

4－6 医療ガスの供給 法15の2 規則で定める基準に適合するもの 医療ガスの保守点検指針にしたがって

設備の保守点検 則9の13 に委託していること。・ 行われていること。

「診療の用に供するガス設備の保安管

理について」

（昭63、7．15健政発第410号参照）

4－7 洗濯 法15の2 規則で定める基準に適合するもの

則9の14 に委託している之と。

4－8 清掃 法15の2 規則で定める基準に適合するもの

則9の15 に委託していること。

4－9 感染性廃棄物の 法20 感染性廃棄物の処理を業者に委託 （参考）

処理 する場合は適切な業者を選定して 感染性廃棄物については、廃棄物の処

委託するなど、感染性廃棄物が汚 理及び清掃に関する法律により別途規制

染源とならないよう適切な処理を が行われていることに留意する。

行うこと。

47



項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要． 備　　　　　　考

4－10 医療用放射性汚 則30の14の2 「医療法施行規則第30条の14の2 （参考）

染物の廃棄 第1項の診療用放射性同位元素又 陽電子断層撮影診療用放射性同位元素

は放射性同位元素によって汚染さ 又は陽電子断層撮影診療用放射性同位元

れた物の廃棄の委託を受ける者を 素によって汚染された物を廃棄する場合

指定する省令」　（平13．9．28厚生 は、これら以外の物が混入又は付着しな

労働省令第202号）により指定さ いよう封及び表示をし、7日間を超えて

れている者に委託していること。 管理区域内の廃棄施設において保管廃棄

医療用放射性汚染物の処理を業者 する場合に限り、保管廃棄施設を設ける

に委託する場合においては、医療 ことを要しない。

用放射性汚染物が医療機関内の放 （則30条のi1第1項第6号及び第4項並び

射線汚染源とならないよう、廃棄 に平成16年厚生労働省告示306号参照）

施設内（保管廃棄設備）において

、

適切な管理を行うこと。

1

’

一

〆

し
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

5 防火・防災体制

5－1 防火管理者及び 法20’ 防火管理者を定め、消防計画を作 （参考）防火・防災体制については、消

消防計画 法23 成するなど適切な防火体制を整え 防法により別途規制が行われているこ

， ていること。 とに留意する。

5－2 防火・消水用の 法20 防火・消火上必要な設備が整備さ （参考）　　　　　　　　　　　’

設備 則16．L15 れていること。 L消火設備の例

則16．L16 消火器、水バケツ、水槽、，乾燥砂、屋

内消火栓、スプリンクラー、泡消化器、

化学薬品による消火設備、屋外消火

栓、動力消防ポンプ等

2．警報設備の例

自動火災報知器、警鐘、ハンドマイー

ク、手動式サイレン、非常ベル、放送

設備、自動式サイレン等

3．避難設備の例

避難はしご、すべり台、救助袋、緩降

機、避難橋、誘導灯、誘導標識等

@　　　　　　　　　　’

5－3 防災及び危害防 則16．L1 診察の用に供する電気、光線、 （参考）

止対策． 熱、蒸気又はガスに関する構造設 危害防止上必要な方法の例．

備についで危害防止上必要な方法 ①電気を使用する診療用器械器具につい

を講じていること。 ては絶縁及びアースについて安全な措

置を講ずること。

②光線を治療に使用する器械器具につい

ては眼球その他に障害を与えぬよう配

慮すること。

③熱を使用する器械器具については過熱

することのないよう断熱材等を適切に

使用すること1

④保育器、酸素テント、高圧酸素室等に

ついて定期点検及び使用前点検を行う

こと。

⑤年1回以上漏電防止のための措置が講

じられていること。

⑥L　Pガス設備の保安点検を行うこと。

（昭57．一1L26指第35号参照）

、
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

6 放射線管理 ※放射線等取扱施設を有する病院

6－1 管理区域につい 則30の16．1 1．病院内の場所であって外部放射 所定の線量、濃度又は密度

て適切な措置が 線の線量、空気中の放射性同位 （則第30条の26第3項参照）

とられている． 元素の濃度又は放射性同位元素

か。 によって汚染される物の表面の

放射性同位元素の密度が所定の

線量、濃度又は密度を超えるお

それがある場所を管理区域と設

定していること。

また、管理区域である旨を示す

標識が付されていること。・

則30の16．2 2．管理区域内に人がみだりに立ち

、 入らないような措置が講じられ

ていること。

6－2 敷地の境界等に 則30の17 敷地内の人が居住する区域及び敷 所定め線量限度

おける防護につ 地の境界における線量を所定の線 実効線量が3か月につき250マイクロ

いて適切な措置 量限度以下にするためのしゃへい シーベルト

がとられている 等の措置が講じられていること。
一

か。

’

6－3 放射線等取扱施 則30の13 目にづきやすい場所に掲示されて

設に患者及び取 いること。

扱者に対する放

射線障害の防止
に必要な注意事　　　　　k

項の掲示がされ．

ているか。

6－4 放射線装置・器 則30の4～ Lエックス線診療室、診療用高工

具・機器及び診 則30の8の2 ネルギー放射線発生装置使用

療用放射性同位 則30の12 室、診療用粒子線照射装置使用 、

元素・陽電子断 室、診療用放射線照射装置使用

層撮影診療用放 室、診療用放射線照射器具使用

射性同位元素の 室、放射性同位元素装備診療機

使用室及び病室 器使用室、診療用放射性同位元

である旨を示す 素使用室、陽電子断層撮影診療
喜

標識が付されて 用放射性同位元素使用室及び放

いるか。 射線治療病室等についてその旨

を示す標識が付されているこ

と。
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 　　　　　　　　　、E　　　　　要 備　　　　　　考

則30の5～， 2．診療用高エネルギー放射線発生

則30の8の2 装置使用室、診療用粒子線照射

装置使用室、診療用放射線照射

装置使用室、診療用放射線照射
、

器具使用室、診療用放射性同

位元素使用室及び陽電子断層撮

影診療用放射性同位元素使用室

については、人が常時出入りす

る出入口が1か所となっている

こと。

1

6－5 使用中の表示に 　　　　　　・･30の20．2 Lエッ．クス線装置を使用している へ

1

ついて必要な注 時はエックス線診療室の出入口

意事項の掲示が にその旨を表示していること。

されているか。

則30の5 2．診療用高エネルギー放射線発生

則30の5の2 装置使用室及び診療用粒子線照

則30の6 射装置使用室並びに診療用放射

線照射装置使用室の出入口に放
『

射線発生時又は照射時に自動的

にその旨を表示する装置が設け

られていること。

6－6 取扱者の遵守事 則30の20．L L診療用放射性同位元素使用室、

項が守られてい 1 陽電子断層撮影診療用放射性同

るか。 位元素使用室又は廃棄施設にお

いては作業衣等を着用して作業

していること。また、作業衣を

着用してみだりにこれらの室又

は施設の外に出ないこと。

則30の20。L 2．放射性同位元素により汚染され 2．①診療用放射性同位元素使用室、陽電

2～3 た物をみだりに診療用放射性同 子断層撮影診療用放射性同位元素使

位元素使用室、陽電子断層撮影 用室、廃棄施設又は放射線治療病室

診療用放射性同位元素使用室、 からみだりに持ち出していけない場

廃棄施設又は放射線治療病室若
ム
ロ

しくは管理区域から持ち出さな （則第30条の26第6項参照）

いこと。 ②管理区域からみだりに持ち出しては

いけない場合

（則第30条の26第6項参照）

6－7 放射線診療従事 則30の18．1 被ばくする線量が所定の実効線量 L実効線量限度

者の被ばく防止 限度及び等価線量限度を超えない （則第30条の27第1項参煕）

について適切な ような措置が講じられているこ

措置がとられて と。 2．等価線量限度

いるか。 （則第30条の27第2項参照）
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

3．実効線量限度及び等価線量限度の測定

方法

①外部被ばく

放射線測定用具（フィルムバッヂ等）

による測定が原則

位置は胸部（女子は腹部）が原則

②内部被ばく

3月を超えない期間に1回が原則

厚生労働大臣の定める方法

（昭和63年厚生省告示第245号参照）

6－8． 患者の被ばく防 則30の19 放射線により、治療を受けている 所定の線量限度、

止について適切 患者以外の入院患者が所定の実効 実効線量が3か月間につきL3ミリシ’

な措置がとられ、 線量を超えて被ばくしないような 一ベルト

ているか。 しゃへい等の措置が講じられてい

ること。

6－9 診療用放射線照 則30の20．2．

射装置、診療用 2

放射線照射器

’ 具、診療用放射

性同位元素又は

陽電子断層撮影

診療用放射性同
ノ

　　　　　tﾊ元素により治

療を受けている

患者に適当な表

示を付している

ｩ。

6－10 放射線装置・器 則30の14 ・認めら．れた使用室以外の使用について

具・機器の使用 は規則を参照。

または放射性同

位元素の使用・

貯蔵・運搬・廃

棄について認め

られた施設設備
，

で使用、貯蔵、運

搬又は廃棄をし

ているか。

6－11 診療用放射線照 則30の7 L診療用放射線照射器具の紛失防

射器具、診療用 止について適切な措置が取られ

放射性同位元素 ているごと．

及び陽電子断層
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要． 備　　　　　　考

撮影診療用放射 則30の24 2．診療用放射性同位元素又は陽電

性同位元素の管 子断層撮影診療用放射性同位元

理が適切に行わ 素の使用廃止後の措置について

れているか。 適切な措置がとられているこ

と。

6－12 放射線装置に所 則30 止ックス線装置1診療用高エネル

定の障害防止の 則30の2 ギー放射線発生装置、診療用粒子

方法が講じられ 則30の2の2 線照射装置、診療用放射線照射装

ているか。 則30の3 置及び放射性同位元素装備診療機

則30の7の2 器について所定の障害防止の方法

が講じられていること。

6－13 必要な施設に閉 則30の7の2 L放射性同位元素装備診療機器使

鎖のための設備 則30の9 用室、貯蔵施設、保管廃棄設備

または器具を設 則30の11 の外部に通ずる部分に閉鎖のた

．けているか。 めの設備または器具を設けてい

ること。」

2．排液処理槽の上部開口部の周囲

に人がみだりに立ち入らないよ

う柵等で区画され、その出入口

に鱒そのほか閉鎖のための設備

又は器具が設けられているこ

と。

6－14 診療用放射性同 則30の8～ L出入白付近に汚染の検査に必要

位元素使用室及 則30の8の2 な放射線測定器、汚染除去に必

び陽電子断層撮 要な器材及び洗浄設備並びに更

影診療用放射性 衣設備が設けられていること。

同位元素使用室

に所定の設備が 2．準備室にフード、グローブボッ

設けられ管理さ クス等の装置が設けられている

れているか。 ときは排気設備に連結されてい

ること。また、洗浄設備を設け

ること。

6－15 貯蔵箱等の貯蔵 則30の9 L貯蔵及び運搬時に1メートルの

容器、運搬容器 則30の10 距離における実効線量率が100

及び保管廃棄容 則30の11 マイクロシーベルト毎時以下に

器について所定 なるようにしゃへいされている

の障害防止の方 こと。

法がとられ、適

切に管理されて

いるか。
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項目

番号 項　　　目 ’根拠法令等 摘　　　　　要一 備　　　　　　考

則30の9．8ロ 2．貯蔵容器、運搬容器について、

則30の9．8ハ 空気を汚染するおそれのある場

合は気密構造となっているこ

1と。

また、液体状の場合はこぼれに

くい構造で液体の浸透しにくい

材料でできていること。
噛

則30の9、8二
　　　一〕

R，貯蔵容器、運搬容器または保管

廃棄容器を示す標識が付されて

いること。

6－16 廃棄施設につい 則30の1L　L 1．排水設備において排液流出の調

て所定の障害防 2のハ 整装置が設けられていること。

止の方法がとら

れ、適切に管理 則30の1L1． 2．排気設備において放射性同位元

されているか。 3の二 素によって汚染された空気のひ

ろがりを急速に防止することの

できる装置が設けられているこ

ﾆ。

6－17 通報連絡網が整 則30の25 事故発生に伴う連絡網並びに通報

備されている 先等を記載した、通報基準や通報

か。 体制を予め定めていること。

6－18 移動型エックス 則20の14 移動型エジクス線装置に鍵のかか

線装置は適正に る保管場所又は鍵をかけて、移動

保管されている させられないようないずれかの措

か。 置を講じていること。

6－19 陽電子断層撮影 則28．L4 L放射線障害の防止に関する予防 ①陽電子断層撮影診療に関する所定の研

診療用放射性同 、措置を講じていること。 修を修了し、専門の知識及び経験を有

位元素を使用で する診療放射線技師を、陽電子断層撮

きる体制が確保 1 影診療に関する安全管理に専ら従事さ

されているか。 せること。

②放射線の防護を含めた安全管理の体制

の確立を目的とした委員会等を設ける

こと。

③陽電子断層撮影診療用放射性同位元素

の取扱いに関し、陽電子断層撮影診療

を担当する医師又は歯科医師と薬剤師・

との連携が十分に図られるよう努める

ことが望ましいこと。

54



項目

番号 項　　　目 根拠法令等　　　　　一 摘　　　　　要 備　　　　　　考

則28．L5 2．陽電子断層撮影診療用放射性同 陽電子断層撮影診療用放射性同位元素を

」 位元素を使用できる医師又は歯 使用する者として、以下に掲げるすべて

科医師を配置していること。 の項目に該当する医師又は歯科医師を1

名以上配置していること。

1

ア　当該病院又は診療所の常勤職員であ

ること。

イ　陽電子断層撮影診療に関する安全管

理の責任者であること。

ウ　核医学診断の経験を3年以上有して

いること。

工　陽電子断層撮影診療全般に関する所

定の研修を修了していること。

、

㌧■
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V構造設備，基準

1　病室等

区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要 備　　　　考

区分1～18の構造設備基準につ

いては、厚生労働省令の定めると’

ころによること。

1 病　室 則16．1．3 L患者定員に見合う床面積を有し ①内法による測定で、患者1人につき

～則16．L5 ていること。 6．4㎡以上となっていること。

定められた構造 則16．2
一

になっている 則附則5条 ②療養病床に係る一の病室の病床数は、

か。 4床・以下となつでいること。

③小児だけを入院させる病室の床面積

は、上記め床面積の2／3以上とする

ことができる。ただし、一の病室の床

一－ ﾊ積は6．3㎡以下であってはならな
い。

（経過措置）

①既存病院建物内の療養病床又は、経過

的旧療養型病床群に係る’病室以外の病

室の床面積は、内法による測定で患者

1人を入院させるものにあっては

6．3㎡以上、患者2人以上を入院さ

せるものにあろては、患者1人’につき

4．3㎡以上となっていること。

②平成12年3月31目までに療養型病

床群に転換したものについては、1人

につき6㎡（建築基準法施行令第2条

第1項第3号の算定方法による。）以

上となっていること。

2．機械換気設備について・は、結核

病室、感築症病室又は病理細菌

検査室の空気が風道を通じて他

の部分へ流入しないようにする

こと。

2 精神病室 則16．1．6 精神病室の設備については、精神 必要な方法の例

疾患の特性を踏まえた適切な医療 （昭44．6．23衛発第431号参照）

医療及び保護の の提供及び患者め保護のために必 ①自傷他害のおそれがある者を入院させ

ために必要な方 ’要な方法を講じること。 るための保護室を設置すること。

法がとられてい

るか。 ②保護室は、採光、換気、通風、冷暖房

等の環境条件には特に考慮すること。
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区分 項　　目 根拠法令等 摘．　　要 備　　　　考

③合併症（結核、感染症）病棟は、他と

しゃ断し、病棟配膳、病棟消毒を行う

等の方法により感染を防止すること。

3 結核病室 則16．L7 ・病院の他の部分及び外部に対し その他必要な方法

則16・L12 て感染予防のため1こしゃ断その 医療・看護用具、』被服、寝具、汚染

感染予防のため 他必要な方法を講じてレ♪るこ 物、食器等の消毒設備が設けられてい

の必要な方法が と。 ること。

とられている

か。 1

4 感染症病室 則16．L7 ・病院の他の部分及び外部に対し その他必要な方法

則16．1．12 て感染予防のためにしゃ断その 医療・看護用具、被服、寝具、汚染

感染予防のため 他必要な方法を講じているこ 物、食器等の消毒設備が設けられてい

の必要な方法が と。 ること。，

とられている

か。“

5 放射線治療病室 則30の12、L ※診療用放射線照射装置、診療用

一

1 放射線照射器具、診療用放射性

定められた構造 則30の12．1． 同位元素又は陽電子断層撮影診

になっており、 2 療用放射性同位元素を有する病

かっ、適正に管 則30の12．1． 院・

理されている 3

か。 L画壁等の外側が所定の線量以下 L所定の線量限度

になるようにしゃへいされてい 実効線量が1週間につき1ミリシーベ

ること。（ただし、画壁等の外側 ルト以下

を人が通行等できない場合を除

く。）’

2．放射線治療病室である旨の標識

が付されていること。

3．汚染除去のための所定の方法が 3．汚染除去のための所定の方法

講じられていること。（ただし、 （則第30条の8第6号～第8号参照）

診療用放射線照射器具により治

療を受けている患者のみを収容

する放射線治療病室においては

適用しない。）

6 診察室・処置室 法2L　L2 L診療科ごとに専門ゐ診察室を有

法2L　L4 していること。（ただし、1人の

整備されている 則20．1．1 ’医師が同時に2以上の診療科の

か5 則20．L4 診療に当たる場合その他特別な

事情がある場合を除く。）
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要 備　　　　考

21処置室は、なるべく診療科ごと 2．兼用する場合は、処置の内容、プライ

にこれを設けることとする。 不シrの保護等に十分配慮すること。

（ただし、場合により2以上の

診療科についてこれを兼用し、

又は診療室と兼用することがで

きる。）

7 手術室 法2L1．3 ※手術室を有すべき病院

則16．L1 外科、整形外科、美容外科、形

整備され、かっ、 則20．L2 成外科、脳神経外科、呼吸器外

必要な設備が設’ 則20．L3 科、心臓血管外科、小児外科、

けられている 皮膚科、泌尿器科、産婦人科、

か。 産科、婦人科、眼科及び耳鼻い

んこう科の一を有する病院又は

歯科医業についての診療科名の

みを診療科名とする病院

1．手術室は、なるべく準備室を附 1．不浸透質のもの（陶製タイル、テラゾ

設しじんあいの入らないように 一、プラスチックなど）床の構造が電

し、その内壁全部を不浸透質の 導床である場合又は湿度調整の設備を

もので覆い、適当な暖房及び照 一　有する場合は必ずしも必要でない。

明の設備を有し、清潔な手洗い

の設備を附属して有しなければ

ならないこと。

2．起爆性のある麻酔ガスの使用に

当たっては危害防止上必要な方

法を講じること。

・産婦人科又は産科を有する病院 ・沐浴室は専用であることが望ましい

にあっては分娩室及び新生児の が、一 ｪ娩室等と適宜仕切られるよ，うな

8 分娩室及び新生 法21．1．10 入浴施設（沐浴室及び浴槽）を 構造であってもよい。．

児に必要な施設 有しており、適正な構造になつ

が整備されてい ていること。

るか。

L血液、．尿、喀痰、糞便等につい 1．検体検査の業務を委託する場合にあっ

て、通常行われる臨床検査に必 ては、当該検査に係る設備を設けない

9 臨床検査施設 法2L1．5 ，要な設備が設けられているこ ことができる。ただし、休目了夜間や

則16．1．15 と。 救急時の体制が確保されていること。

整備され、かっ、 則16．1．16 また、生理学的検査を行う場所は原則

必要な設備が設 則20．L5 として病院又は診療所等医業の行われ

けられている 則20．L6 る場所に限定きれるものであるごと。

か。『 （H13．2．22医政発第125号参照）
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要． 備　　　　考

2，火気を使用する場所には防火上

必要な設備が設けられているこ

と。－

10 調剤所 法2L　L7
L調剤所の採光及び換気が十分　　　　　　　　　、

則16．L14 で、かっ、清潔が保たれている

整備され、かつ、 こと。

必要な施設、設

備が設けられて
● 2．冷暗所が設けられていること。

いるか。

3，調剤に必要な器具を備えている

こと。

11 給食施設 法20 L入院患者のすべてに給食するこ ・調理業務又は洗浄業務を委託する・場合

法2L　L8 とのできる施設を有しているこ にあっては、当該業務に係る設備を設

定められた構造 則10．1．・6 と。 けないことができる。ただし、再加熱

になっており、 則20．L8 等の作業に必要な設備については設け

かつ、必要な施 則20．L9 2．床は耐水材料で作られ、洗浄及 なければならない。

設、設備が設け び排水又は清掃に便利な構造と （H13．2．22医政発第125号参照）

られているか。 なっていること。

3．食器の洗浄消毒設備が設けられ

ていること。

4．病毒感染の危険のある患者の用

に供した食器について他の患者

の食器と別個に消毒する設備と

なっていること。

12 歯科技工室 則16，1，13 ※歯科技工室を有する病院

必要な設備が設 防じん設備及び防火設備が設け

けられている られていること。

か。

13 階数及び規模に 則16．L2 L3階以上の階に病室を設けてい

応じた建物の構 る場合は主要構造部が耐火構造

造’ となっていること。

定められた基準 2．放射線治療病室以外は、地階に

に適合している 病室を設けていないこと。

か。

59



区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要 備　　　’考

14 階段 則16．L8 ※第2階以上の階に病室を有する

則16．1．9 病院

定められた基準

に適合している 1．患者の使用する屋内直通階段が
’か。 2以上設けられていること。

〔ただし、患者の使用するエレ

ベーターが設置されているもの
　　　　　　　　　　　　　㌧狽ﾍ第2階以上の各階における

病室：の床面積の合計が、それぞ

れ50㎡（主要構造部が耐火構
、

造であるか又は不燃材料で造ら ，

れている建築物にあっては　・

100㎡）以下のものについて

は患者の使用する屋内の直通階

段を一とすることができる。〕

2．階段及び踊場の幅は内法1．2

m以上、けあげは0．2m以
下、踏面は0．24m以上と
なっており、適当な手すりが設
けられていること．

15 避難階段 則16．L10 ※第3階以上の階に病室を有する

病院

定められた基準

に適合している 避難に支障がないように2以上
か。 の避難階段が設けられているこ

とどくただし、患者の使用する

屋内の直通階段を建築基準法施

行令第123条第1項に規定す

る避難階段としての構造どした

場合は、その数だけ避難階段の

数に算入することができる。プ

16 廊下 則16．1．11 1．精神病床及び療養病床に係る病 ・平成13年3月1日における既存病院

室に隣接する廊下の幅は、内法 建物内の患者が使用する廊下幅は、内

定められた基準 による測定で、1．8m以上 法による計測で1．2im以上（両側に

に適合している （両側に居室のある廊下は2．7 居室のある廊下は1．6m以上）とな
か。 m以上）となっていること。 っていること。

ただし、大学附属病院（特定機 （平成13年厚生労働省令第8号（以

能病院及び精神病床のみを有す 下、平成13年改正省令）附則第8

る病院を除く。）及び100床 条）
1

以上で内科、外科、産婦人科、

眼科及び耳鼻いんこう科（令第

3条の2第1項第1号ハ又は二
（2）の規定によりこれらの診

療科名と組み合わせた名称を診
、 療科名とする場合を除く。）を

含む病院であって、精神病床を

有する病院を除く。
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要 備　　　　考

2．1以外め廊下の幅は内法による

測定で、1．8m以上（両側に

居室のある廊下は、2．1m以

上）となっていること。

17 便　所・
，一

@20 ’L清潔を保持するものとし、その

　一　辱

ﾖ所の構造

構造設備は、衛生上、防火上及 採光及び換気のため直接外気に接する

適正な構造にな び保安上安全と認められるよう 窓を設けること。（ただし、水洗便所で

っているか。 なものでなくてはならない。 これに代わる設備をしたときはこの限

りでない。）

18 機能訓練室 法2L　L11 L療養病床を有する病院にあって L既存病院建物内に療養病床又は経過的

則20．L11 は、1以上の機能訓練室は面積 旧療養病床群を有する病院について

定められた基準 則附則21 40㎡以上（内法）であるこ は、機能訓練を行うために十分な広さ

に適合している と。また、必要な機器、器具を を有すること。　（則附則第21条参照）

か。 備えていること。

区分19～23の構造設備基準に

ついては、厚生労働省令で定める ※参酌すべき基準

基準を参酌し都道府県が条例で定 地方公共団体が十分参照した結果とし

めるところによること。 てであれば、地域の実情に応じて、異

なる内容を定めることが許容されるも

の。

19 消毒施設 法2LL12 【参酌ずべき基準】

法2L3 L蒸気、ガス若しくは薬品を用い L．消毒を行う施設

定められた基準 則16．L12 三又1ま、その他の方法により入院 蒸気消毒装置、ホルムアルデヒド、ガ

に適合している 則2L　L1 患者及び職員の被服、寝具等の 界消毒装置等

か。 則2L2．1 消毒を行うことができるもので

都道府県の あるごと。 2．繊維製品の滅菌消毒の業務を委託する

条例 場合における当該業務に係る設備を除

く。

20 洗濯施設 法2L　L12 ’【参酌すべき基準】

法2L3 L洗濯施設が設けられているこ L寝具

設けられている 則21．L1 と。 布団、毛布くシーツ、枕、包布等

か。 都道府県の 2．寝具類の洗濯の業務を委託する場合に

条例 おける当該業務に係る設備を除く。

21、 談話室 法2L　L12 【参酌すべき基準】

法2L3 1．療養病床を有する病院にあって 1．平成12年3月31日までに療養型病

定められた基準 則2L　L2 は、患者同士又は患者とその家 床群に転換したものについては、談話

に適合している 都道府県の 族が談話を楽しめる広さとなつ 室がなくても可。

か。 条例 ていること。　（食堂等との共用 （平成13年改正省令附則第22条）

は可能）
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要 備　　　　考

22 食　堂 法2L　L12 【参酌すべき基準】

法21．3 L療養病床を有する病院にあって 1．平成12年3月31日までに療養型病

定められた基準 則21．L3 は、療養病床の入院患者1人に 床群に転換したものについては、食堂

に適合している 都道府県の． つき1㎡以上の広さどなってい がなくても可。

か。 条例

@帽

ること。 （平成13年改正省令附則第22条）

23 浴室 法21．L12 【参酌すべき基準】

法2L3 L療養病床を有する病院にあって L平成12年3月31日までに療養型病

定められた基準 則2L1．4 は、身体の不自由な者が入浴す 床群に転換したものについては、，浴室

に適合している 都道府県の， がなくても可。

か。 条例 こと。 （平成13年改正省令附則第22条）
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2　放射線装置及び同使用室

区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考．

1 エックス線装置 法2L　L6 ※エックズ線装置を有すべき病院

及び同診療室 則20．1．7一

内科、心療内科、リウマチ科、

所定の障害防止 小児科、外科、整形外科、形成

の方法等適正な 外科、美容外科、脳神経外科、

施設・設備が設 呼吸器外科、心臓血管外科、小

けられ、かつ、管 児外科、泌尿器科、・リハビリテ

理されている 一ション科及び放射線科の一を

か。 、有する病院又は歯科医業につい
￥

ての診療科名のみを診療科名と

する病院。一

●

則30 L防護措置 1．所定の障害防止の方法

エックス線装置に所定の障害防 （則第30条参照）

・止の方法が講じられているこ

と。

則30の4 2．壁の構造

、2．所定の線量

画壁等ほ、その外側における実 ①1mS　v／1週間

効線量が所定の線量以下になる ②画壁等

ようにしゃへいされているこ 天井、床及び周囲の画壁をいう。

と。． （ただし、その外側が、人が通行し、

又は停在すること’ ﾌない場所である場

合を除く。）

則30め4 3．操作する場所

エックス線装置を操作する場所

は、エックス線診療室と別室に

なっていること。　（ただし、所

定の箱状のしゃへい物を設けた

’とき、近接撮影を行うとき等の

場合で必要な防護物を設けたと

きは、この限りでない。）

則30の4 4．標識

エックス線診療室である旨を示

す標識が付されていること。

2 診療用高エネル ※診療用高エネルギー放射線発生

ギー放射線発生 装置を有する病院

装置及び同使用 則30の2

室 L防護措置 L当該使用室出入口が開放されていると

診療用高エネルギー放射線発生 き、放射線の発生を遮断するインター

装置に所定の障害防止の方法が ロックを設けること。　（則第30条の2

1
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

所定の障害防止 講じられていること。 第4号）

の方法等適正な

施設・設備が設 則30の5 2．壁の構造 2．所定の線量

けられ、かつ、管 画壁等は、その外側に茜ける実 ①1mS　v／1週間
理されている 効線量が所定の線量以下になる ②画壁等

か。 ようにしゃへいされているこ 天井、床及び周囲の画壁をいう。

と。 （ただし、その外側が、人が通行し、

又は停在することのない場所である場
1

合を除く。）

3．出入口

人が常時出入する出入口が1ヶ

所で、その出入口には放射線発

生時に自動的にその旨を表示す’

る装置が設けられていること。
’　　　　　’

　　　　　　　　『
S．標識

使用室である旨を示す標識が付

されていること。

一

※診療用粒子線照射装置を有する

3 診療用粒子線照 病院

射装置及び同使

用室 則30の2の2 L防護措置 一1．当該使用室出入口が開放されていると

診療用粒子線照射装置に所定の き、放射線の照射を遮断するインター

所定の障害防止 障害防止の方法が講じられてい ロックを設けること。

の方法等適正な ること。

施設・設備が設

けられ、かづ、管 則30の5の2 2．．壁の構造 2．所定の線量

理されている 画壁等は、その外側における実 ①1mS　v／1週間
か。 効線量が所定の線量以下になる ②画壁等

ようにしゃへいされているこ 天井、床及び周囲の画壁をいう。

と。 （ただし、その外側が、人が通行し、

又は停在することのない場所である場
’

合を除く。）

3．出入口

人が常時出入する出入ロが1ヶ

所で、その出入口には放射線照

射時に自動的にその旨を表示す

る装置が設けられていること。

4．標識

使用室である旨を示す標識が付

されていること。
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

4 診療用放射線照 ※診療用放射線照射装置を有する

射装置及び同使 病院

用室．

則30の3 L防護措置 i．所定の障害防止装置が講じられている

所定の障害防止 診療用放射線照射装置に所定の 但し書きの装置の操作以外にあっては

’の方法等適正な 障害防止の方法が講じられてい 、当該照射装置の照射口は、当該使用

施設・設備が設 ること。 室の室外から遠隔操作によって開閉で

けられ、かっ、 きるものであること。　（則第30条の

管理されている 3第3項）

か。 則30の6 2．主要構造部等
2．①主要構造部等（建築基準法第2条第　　　　　　　　　　　　　　　、

使用室の主要構造部等は耐火構 5号に規定する主要構造部並びに当

造又は不燃材料を用いた構造と 該使用室を区画する壁及び柱をい

なっていること。 う。以下同じ。）

②耐火構造又は不燃材料（建築基準法

第2条第9号に規定する不燃材料を

いう。以下同じ．）

3．画壁の構造 3．所定の線量

画壁等は、その外側における実 ①1mS　v／1週間
効線量が所定の線量以下になる ②画壁等

ようにしゃへいされているこ 天井、床及び周囲の画壁をいう。

と。 （ただし、その外側が、人が通行し、

又は停在することのない場所である場

合を除く。）

4．出入口

人が常時出入する出入口は、1

ヵ所で、その出入口には放射線
一

発生時に自動的にその旨を表示

する装置が設けられているこ
と’。

5．標識

使用室である旨を示す標識が付

されていること。

6．装置の紛失防止を容易にするた

め、突起物、くぼみ及び仕上げ

材の目地等のすき間の少ないも

のとされていること。

5 診療用放射線照 ※診療用放射線照射器具を有する ～

，射器具使用室 病院

所定の障害防止

の方法等適正な 則30の7 L画壁の構造 L所定の線量

施設・設備が設 画壁等は、その外側における実 ①1mS　v／1週間

けられ、かっ、 効線量が所定の線量以下になる ②画壁等
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

管理されている ようにしゃへいされているこ 天井、床及び周囲の画壁をいう。

か。 と。 （ただし、その外側が、人が通行し、

又は停在することめない場所であ，る場

2．出入口 合を除く。）

　　　　　　　　　』lが常時出入する出入口は、1

ヵ所となっていること。

3．標識

使用室である旨を示す標識が付

されていること。

4．器具の紛失防止

器具の紛失発見を容易にするた

め、突起物、・くぼみ及び仕上げ

材の目地等のすき．問の少ないも

のとされていること。

6 放射性同位元素 ※放射性同位元素装備診療機器を

装備診療機器使 有する病院

用室
ノ

則30の7の2 L主要構造部等

所定の障害防止 使用室の主要構造部等は、耐火

の方法等適正な 構造又は不燃材料を用いた構造

施設・設備が設 となっていること。

けられている

か。、 2．外部に通ずる部分、

外部に通ずる部分には閉鎖のた

めの設備又は器具が設けられて

いること。

3．標識

使用室である旨を示す標識が付

されていること。

4．予防措置
｝

骨塩定量分析装置と輸血用血液

照射装置に関しては、．実効線量

が3月間に．1．3ミリシーベル

ト以下となるようなしゃへい物

又は間仕切りを設けるなど予防

、 措置を講じ、管理区域を明確に

すること。

7 診療用放射性同 ※診療用放射性同位元素を有する

位元素使用室
祠

病院・
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

所定の障害防止 則30の8 L主要構造部等 1．所定の線量

の方法等適正な 使用室め主要構造部等は、耐火 （則別表第2参照）

施設・設備が設 構造又は不燃材料を用いた構造

けられ、かっ、管 となっていること。　（ただし、

理されている 所定の数量以下の診療用放射性

か。 同位元素を使用する場合は、こ

の限りでない。）

2。部屋の区画 2．準備室（診療用放射性同位元素の調剤

準備室と診療室が区画されてい 等を行う室）

ること。

3．画壁の構造 3．所定の線量　　　　　‘

画壁等は、その外側における実 ①1mS　v／1週間

効線量が所定の線量以下になる ②画壁等

ようにしゃへいされているこ 天井、床及び周囲の画壁をいう。

と。 （ただし、その外側が、人が通行し、

● 又は停在することのない場所である場

合を除く。）

4．出入口’

人が常時出入する出入口は、1

ヶ所とならていること。一

5．標識

使用室である旨を示す標識が付

されていること。

6．内部の壁等の構造

①内部の壁、床等は、突起物、≦

ぼみ及び仕上材の目地等のすき

まの少ない構造となっているこ

と。

②内部の壁、床等の表面は、平滑

であり気体又は液体が浸透しに
、

くく、かつ、腐食しにくい材料

で仕上げられていること。

7．出入口に設けるもの・

出入口付近に汚染の検査に必要

な放射線測定器、汚染除去に必

要な器材及び排水設備に連結し

た洗浄設備並びに更衣設備が設

けられていること。

8．準備室に設けるべきもの

①準備室には排水設備に連結した
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

洗浄設備が設けられているこ

ﾆ。

一

②準備室にフード、グローブボッ

クス等の装置が設けられている

ときは、その装置は排気設備に

連結されていること。

8 陽電子断層撮影 ※陽電子断層撮影診療用放射性同

診療用放射性同 ■位元素を有する病院

位元素使用室

則30の8の2 L主要構造部等 L所定の線量

所定の障害防止 陽電子断層撮影診療用放射性同 （則別表第2参照）

の方法等適正な 位元素使用室の主要構造部等

施設・設備が設 は、耐火構造又は不燃材料を用

けられ、かっ、管 いた構造となっていること。

理されている

か。 2．部屋の区画 ①準備室（陽電子断層撮影診療用放射性

準備室、診療室、待機室が区画 同位元素の調剤等を行う室）

されていること。待機室を有し ②診療室（陽電子断層撮影診療用放射性

ないことが認められた施設につ 同位元素を用いて診療を行う室）

いては、待機室に準ずる場所を ③待機室（陽電子断層撮影診療用放射性

設定していること。 同位元素が投与された患者等が待機す

る室）

3．画壁の構造 3．所定の線量

画壁等は、その外側における実 ①1mS　v／1週間
効線量が所定の線量以下になる ②画壁等

ようにしゃべいされているこ 天井、床及び周囲の画壁をいう。

と。 （ただし、その外側が、人が通行し、

又は停在することのない場所である場

合を除く。）

’

『

4．出入口

人が常時出入する出入口は、1

ヶ所となっていること。

5．標識

陽電子断層撮影診療用放射性同

位元素使用室である旨を示す標

識が付されているζと。
、

6．撮影装置操作場所

陽電子放射断層撮影装置の操作

場所を陽電子断層撮影診療用放

射性同位元素使用室の外部に設

けていること。
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区分 項　　目 根拠法令等 摘・　　　要 備　　　　　　考

7．内部の壁等の構造

①内部の壁、床等は、突起物、く

ぼみ及び仕上材の目地等のすき

まの少ない構造となっている．こ

と』

②内部の壁、床等の表面は、平滑

であり気体又は液体が浸透しに

くく、かづ、腐食しにくい材料．

で仕上げられていること。

8．出入口に設けるもの

出入口付近に汚染の検査に必要
一ブ

な放射線測定器、汚染除去に必

要な器材及び排水設備に連結し

た洗浄設備並びに更衣設備が設

けられていること。

9．準備室に設けるべきもの

①準備室には排水設備に連結した

洗浄設備が請けられているこ

と。

②準備室にフード、グローブボッ

“クス等の装置が設けられている

ときは、その装置は排気設備に・

連結されていること。

9 貯蔵施設 ※診療用放射線照射器具、診療用

放射線照射装置、・診療用放射性

所定の障害防止 同位元素又は陽電子断層撮影診

の方法等適正な 療用放射性同位元素を有する病

施設・設備が設 院

けられ、かつ、管

理されている 則30の9 L部屋の区画

か。 貯蔵施設は、貯蔵室、貯蔵箱等

外部と区画された構造のものと

なっていること。

2．面壁の構造 2．所定の線量

貯蔵施設の外側における実効線 ①1mS　v／1週間

量が所定の線量以下になるよう ②画壁等

にし知へいされていること。 天井、床及び周囲の画壁をいう。

（ただし、その外側が、人が通行し、

又は停在することのない場所である場

合を除く。）

3．主要構造部等 3．特定防火設備に該当する防火戸

貯蔵室の主要構造部等は、耐火 建築基準法施行令第112条第1項に規

構造でその開口部には特定防火 定するもの。
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

設備に該当する防火戸が設けら

れていること。　（ただし、・診療

用放射線照射装置又は診療用放

射線照射器具を耐火性の構造の

容器に入れて貯蔵する場合は、

この限りでない。．）

4．貯蔵箱等

貯蔵箱等は、耐火性の構璋とな

っていること。　（ただし、診療

用放射線照射装置又は診療用放

射線照射器具を耐火性の構造の

容器に入れて貯蔵している場合

は、この限りでない。）

5』出入口『

ト

人が常時出入する出入口は、1

ヶ所となっていること。

6．外部に通ずる部分
1

外部に通ずる部分に、かぎその

他閉鎖のための設備又1ま器具が

設けられていること。

7．標識

貯蔵施設である旨を示す標識が

付されていること。

8．貯蔵容器 8．所定の線量率

①貯蔵容器は、貯蔵時において1 100マイクロシーベルト毎時

メートルの距離における実効線

量率が所定の線量以下になるよ

うにしゃへいされていること。

②空気を汚染するおそれのある状

態にある診療用放射性同位元素

又は陽電子断層撮影診療用放射

性同位元素を入れる貯蔵容器

は、気密な構造となっているこ

と。また、液体状の診療用放射

性同位元素又は陽電子断層撮影

診療用放射性同位元素を入れる

貯蔵容器はこ．ぼれにくい構造で

あり、かつ、液体の浸透しにく

い材料が用いられていること。

③貯蔵容器にその旨を示ず標識が

付され、かつ、貯蔵する診療用
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

放射線照射装置若しくは診療用

厲ﾋ線照射器具に装備する放射

’

性同位元素又は貯蔵する診療用

放射線同位元素若しくは陽電子

断層撮影診療用放射性同位元素

の種類及び数量が表示されてい

ること。

9．受皿、吸収材その他放射性同位

元素による汚染のひろがりを防

止するための設備又は器具が設

けられていること。

↓0 運搬容器 ※診療用放射線照射器具、診療用

放射線照射装置、診療用放射性

所定の障害防止 同位元素又は陽電子断層撮影診

の方法等適正な 療用放射性同位元素を院内で運

施設・設備が設 搬して使用する病院

けられ、かつ、管 所定の要件・

理されている 則30の10 L診療用放射線照射器具、診療用 （則第30条の9第8号イ～二参照）

か。 放射線照射装置．診療用放射性

同位元素又は陽電子断層撮影診

療用放射性同位元素を運搬する

容器は、所定め要件を備えてい

、

ること。
一

11 廃棄施設 ※診療用放射性同位元素又は陽電

子断層撮影診療用放射性同位元

所定の障害防止 素を有する病院一

の方法等適正な

施設・設備が設一 則30の11 L画壁の構造 L所定の線量

けられ、かつ、管 廃棄施誤の外側における実効線 ①1mS　v／1週間

理されている 量が所定の線量以下になるよう ②画壁等

か。 にしゃへいされていること。 天井、床及び周囲の画壁をいう。

（ただし、その外側が、人が通行し、

・又は停在することのない場所である場

合、人が通行し、又は滞在しない措置

が講じられている場合を除く。）

2．廃液中濃度 2．所定の濃度限度

排水口における排液中の放射性 排水口（排水監視設備を設けた場合は

同位元素の濃度を所定の濃度限 境界）において則第30条の26第1項に

度以下とする能力を有している 定める能力

こと。
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

3．排水設備 31排水設備（排水管、排液処理槽、その

排水設備は、排液の漏れにくい 他液体状の診療用放射性同位元素又は
」

構造であり浸透しにくく、か 放射性同位元素によって汚染された液

．っ、腐食しにくい材料が用いら を排水し又は浄化する一連の設備）

れていること。

4．廃液処理槽

①排液処理槽は、・排液採取又は排

液中の放射性同位元素の濃度測
，■ 定ができる構造であり、かつ、

排液流出の調節装置が設けられ

ていること。

②排液処理槽の上部開口部はふた

のできる構造となっていること

又はその周囲に人がみだりに立

ち入らないよう柵その他の施設

が設けらていること。

5．標識

排水管及び排液処理槽並びに人

がみだりに立ち入らないだめの

』

相等を設けた場合の出入口付近　　　　　　　　1

に排水設備である旨を示す標識

が付されていること。

6．排気設備 ．6．診療用放射性同位元素又は陽電子断層

①排気設備は、排気口’における排 撮影診療用放射性同位元素を使用する

気中の放射性同位元素の濃度を 病院

所定の濃度限度以下とする能力 （則第30条の11第！項第3号ただし書

を有していること。 に規定する場合を除く。）

①排気設備（排風機、排気浄化装置1排

気管、排気口等気体状の放射性同位元

素又は放射性同位元素により汚染され

た空気を排気し又は浄化する一連の設

備）

②所定の濃度限度

排気ロ（排気監視設備を設けた場合は

病院の境界）において則第30条の26

第1項に定ゆる能力

②排気設備は、人が常時立ち入る 6一②所定の濃度限度

場所における空気中の放射性同 （則第30条の26第1項及び2項に定め

位元素の濃度を所定の濃度限度 る限度）

以下とする能力を有しているこ

と。
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

③排気設備は、気体が漏れにくい

構造であり、腐食しにくい材料

が用いられていること1

7二標識

排気浄化装置、排気管及び排気

口に排気設備である旨を示す標

識が付されていること。

8．保管廃棄設備 8．保管廃棄設備

保管廃棄設備は、外部と区画さ 医療用放射性汚染物を保管廃棄する設

れた構造となっていること。 備。

9．外部に通ずる部分

保管廃棄設備の外部に通ずる部

分に鍵その他閉鎖のための設備

又は器具が設けられているこ
と。．

10．保管廃棄設備の構造 （注）陽電子断層撮影診療用放射性同位

空気を汚染するおそれのある状 元素又は陽電子断層撮影診療用放射

．態にある物を入れる保管廃棄の 性同位元素によって汚染された物め

容器は気密な構造であること。 みを廃棄する場合、これら以外の物

また、液体状の診療用放射性同 が混入又は付着しないように封及び，

’位元素又は放射性同位乖素によ 表示をし、7日間を超えて管理区域

って汚染された物を入れる保管 内の廃棄施設において保管廃棄する

廃棄の容器は、こぼれにくい構 場合に限り、保管廃棄設備を設ける

造であり、かづ、侵透しにくい ことを要しない。　（則第30条の11第

材料で作られていること。 1項第6号及び第4項並びに平成16年

厚生労働省告示306号参照）

1L保管廃棄設備である旨を示す （注）廃棄物については、厚生労働大臣が

標識が付されていること。 指定した者（日本アイソトープ協

会）へ、その処理を委託できる。

（則第30条の14の2参照）

一
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別紙

常勤医師等の取扱いについて

1　一日平均患者数の計算における診療日数

（1）入院患者数

　　ア　通常の年は、365日である旦

　　イ　病院に休止した期間がある場合は、その期間を除く。

（2）外来患者数

　　ア　実外来診療日数（各科別の年間の外来診療日数で除すのではなく、病院の実外来

　　　診療日数で除すこと。）

　　イ　土曜・日曜日など毛通常の外来診療体制をとっている場合及び救急の輪番日など

　　　により外来の応需体制をとっている場合は、当該診療日数に加える。

　’ウ　病院に定期的な休診日がある場合は、その日数を除く。

　　エ　イに掲げる体制をとっていない場合で、臨時に患者を診察する場合は、診療員数

　　　に加えない。

2　標準教の算定に当たっての特例

　　算定期間内に病床数の増減があった病院仁ついては、医療法第25条第1項に基づく

立入検査の直近3カ月の患者数で算定するものとする。

　　ただし、変更後3カ月を経過していない場合は、通常のとおりとする。

　　※　医療法施行規則は、前年度平均としているが、医療法第25条第1項に基づく立

　　　入検査の目的から、検査．日以降の診療体制についても担保する必要があもための特

　　　例措置である。　．　、　　　、　　　　　　　　　．　　　一

3．常勤医師の定義と長期休暇者等の取扱い

（1）常勤医師とは、原則としで病院で定めた医師の勤務時間の全てを勤務する者をいう。

　　ア　病院で定めた医師の勤務時間は、就業規則などで確認すること。

　　イ　通常の休暇、出張、外勤などがあっても、全てを勤務する医師に該当するのは当

　　　然である。　　　　　　　一　　ロ　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　・

（2）病院で定めた医師の1週間の勤務時間が、32時間未満の場合は、32時間以上勤

　　務している医師を常勤医師どし、その他は非常勤医師として常勤換算する。

（3）検査日現在、当該病院に勤務していない者で、長期にわたって勤務していない者

　　（3カ月を超える者。予定者を含む。）については、理由の如何を問わず医師数の算，

　　定には加えない。

（4）　（3）にかかわらず、労働基準法（昭和22年法律第49号。以下「労働基準法」

　　という。）で取得が認められている産前・産後休業（産前6週間！産後8週間・計

　　庵14週間）並びに育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す

　　る法律（平成3年法律第76号。以下「育児・介護休業法」という。）等で取得が認’
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　　められている育児休業及ぴ介護休業を取得している者については、長期にわたって勤

　　務していない者には該当しない取扱いとする。ただし、当該取扱いを受ける医師を除

　　いた他の医師の員数が3人（医療法施行規則第49条の適用を受けた病院にあっては

　　2人）を下回る場合には、当該取扱いは認められないこと。

　（5）当該医師が労働基準法及び育児・介護休業法等（以下「労働基準法等」’という・）

　　で定める期間以上に産前・産後休業、育児休業及ぴ介護休業（以下「産前・産後休業

　　等」という。）を取得する場合には、取得する（予定を含む。）休業期間から労働基

　　準法等で取得が認められている産前・産後休業等の期間を除いた期間が3カ月査超え

　　るときに、長期にわたって勤務していない者に該当するものとする。

　（6）育児・介護休業法の規定に基づき所定労働時間の短縮措置が講じられている医師に

　　ついては、当該短縮措置が講じら・れている期間中（要介護状態にある対象家族を介護

　　する医師にあっては、同法第23条第3項に規定する連続する93日の期間に限

　　る。）、短縮措置が講じられる前の所定労働時間を勤務している者として取り扱う。

　　ただし、当該取扱いを受ける医師の実際の勤霧時間に基づき常勤換算した員数と岩該

　　取扱いを受ける医師を除いた他の医師の員数を合算した員数が3人（医療法施行規則

　　．第49条の適用を受けた病院にあっては之人）を下回る場合には、当該取扱い峠認め

　　　られないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　（7）’当該医師が育児て介護休業法で定める期藺（要介護状態にある対毎家族を介護する

　　医師にあっては、同法第23条第3項に規定する連続する93日の期間とする。以下

　　同じ。）以上に所定労働時間の短縮措置を講じられている場合には、当該短縮措置の

　　期間から同法で取得が認められている短縮措置の期間を除いた期間が3，カ月を超える

　　　とき仁、短縮措置が講じられる前の所定労働時間を勤務している者として取り扱わな

’　　いものとする。

4．・非常勤医師の常勤換算

（1）原則として、非常勤医師については、1週間の当該病院の医師の通常の勤務時間に

　　より換算して計算するものとする。ただし、1週間の当該病院の医師の通常の勤務時

　　間が32時間未満と定められている場合は、換算する分母は32時間とする。

　　　なお、非常勤医師の勤務時間が1週間サイクルでない場合は、所要の調整を行う一こ

　　と。

　　　‘（例）月1回のみの勤務サイクルである場合には1／4を乗ずること。

（2）当直に当たる非常勤医師についての換算する分母は、病院で定めた医師の1週間の

　　勤務時間の2倍とする。

　　ア　当直医師とはく外来診療を行っていない時間帯に入院患者の病状の急変等に対処

　　　するため病院内に拘束され待機している医師をいう。

　　イ　才ンコールなど（病院外に出ることを前提としているもの）であっても、呼び出

　　　されることが常態化している場合であって、そのことを証明する書類（出勤簿等）

　　　が病院で整理されている場合は、その勤務時間を換算する。
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　ウ　病院で定めた医師の1週間の勤務時間が32時間未満の場合、一当該病院の当直時

　　の常勤換算する分母は、64時間とする。、

（3）当直医師の換算後の数は、そのまま医師数に計上すること。

（4）病院によって1ま、夕方から翠日の外来診療開始時間までの間で、交代制勤務などに

　より通常と同様の診療体制をとっている場合（r定部署を含む。例：燦間の外来診療

　や救命救急センターなど）もあるが、その時間にその体制に加わって勤務する非常勤

　医師の換算は、（1）と同様の扱いとする。

5．医師数査算定する場合の端数処理

　　医療法第25条第1項に基づく立入検査における病院の医師の員数を算定する際の端

数の取扱いについては、次のとおりとする。

（1）病院に置くべき医師の員数の標準の算定に当たっては、端数が生じる場合には、そ

　　のままで算定する。

　　　（例）一般病床で患者数106人の場合

　　　　算定式：（i、（）6－52）÷16＋3手6．375人
目（2）病陳における医師の員数の算定に当たっては、端数が生じる場合には、そのままで

　’算定する占

（3）　（2）において非常勤医師が複数いる場合には、非常勤医師全員の噛週間φ勤務時

　　間を積み上げた上で、・当該病院の医師の通常の勤務時間により換算して計算するもの

　　とする。

　　　その際、1週間の勤務時間が当該病院の医師の通常の勤務時間を超える非常勤医師

　　がある場合には、その者は当該病院の医師の通常の勤務時間を勤務しているものとし

　　て計算するものとする。

　　　また、非常勤医師の勤務時間が1ヶ月単位で定められている場合には、1ヶ月の勤

　　務時間を4で除して得た数をゴ週間の勤務時間として換算するものとする。

　　（例）常勤医師・」・5名　（週36時間勤務）

　　　　　非常勤医師…　　（週36時間勤務により常勤換算）

　　　　　　　　　　　A医師　週5．5時間．　B医師　週8時間

　　　　　　　　　　　　C医師　週16時間　　　D医師・週20時間

　　　　　　　　　　A＋B＋C＋D＝49．5時間　　49．5時間／36時間＝1．375

　　　　　実人員：5＋1．375＝6．375人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『巣

6．他の従業者の取扱い

（1）準用

　　　医師以外の従業者の員数等の算定に当たっては、上記1から4まで（3（4）ただ

　　し書及び（6〉ただし書を除く。）を準用する。・

　　　なお、常勤換算に当たって1よ通常の勤務か当直勤務かにより取扱いが異なってい
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　る。例えばく看護師などで三交代制等の場合の夜勤の常勤換算の分母は、病院で定め

　た．1週間の勤務時間となるが、当直の場合の常勤換算の分母は、病院で定めた1週間

　の勤務時間の2倍となる。

（2）従業者数を算定する場合の端数処理

　　医療法第25条第1項に基づく立入検査においてその員数を算定する際の端数の取一

　扱いについては、次のとおりとする。．

　1）標準数は、個々の計算過程において小数点第2位を切り捨て、最終計算結果の小

　　数点第1位を切り上げ、整数とする。

　2）従事者数は、小数点第2位を切り捨て、小数点第1位までとする。

　3）非常勤の他の従業者が複数いる場合、上記換算する際の端数処理は、個人毎に行うの

　　ではなく非常勤の他の従業者全員の換算後の数値を積み上げた後行うこと。

　　　・ただし、1人の従業者について換算後の数値が1を超える場合は、1とする。

　　　（例）　A：0．一〇4…、　B：0．19…、　C：1．05→1

　　　　　　A十B十C＝：1．23…　 →　 1．2

7　施行期日

　　上記の取扱いについてはぐ平成24年4月1日から適用する。

　　ただし、産前・産後休業、育児休業、介護休業及び所定労働時間の短縮に係る医師等

従業者の員数の算定については、適切な医療の提供体制を確保する観点から、必要に応

　じて見直すこと．≧する。

、
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H第1表（施設表）作成要領

本表は被検査施設について、その概要を表示する表である。

号
名
日
援
日
地
号
名
者

無
業
設

　
施
開
地
病
所
電
管
開

施
）
）
）
　
）
）
）
）

※
Q
ω
⑬
　
＠
6
⑯
σ

0医療施設基本ファイルの番号を記入する。

O医療法に基づいて許可を受けた名称を記入する。

O医療法施行令（昭和23年政令第326号）第4条の2第1項に基づく届出に記載された開設年月日を記入する。

O医療法節4条第1項に基づく都道府堅知事の承認を得た年月日を記入する。

0郵便番号及び住所（番地まで）を、正確に記入する。

0代衷祷号を市外局番から記入する．

O医療法施行令第4条の2策1項に基づく届出に記載された管理者氏名を記入する。

0咳当するものの番号を選択する．

0「1．国（周【生労働省）』とは、一』＿
Or2，　 ・立　　ま立　・立　が　る■をい’
0⊥一」＿とは、国立大学法人が開殺する病院をいう。
　　なお、国立大学法人が開設した大学の附履病院（分院）である崩合は、　「医育機関の有無jの欄に、有を

　記入する。

0」一Lしとは、独立行政法人労働者健康福祉機構が開設する病院をいう。

0「5．立　センターとオ，立布：．立礎質短研‘センターが

幽姓。　r且．国（その他）』とは、国及び国に準ずるものが開設する病院で、上記r1．国（厚生労働省）』から

　「互．国（」三一Ljまでのいずれにも該当しない病院をいう。
　　（例：財務省、総務省、法務省、防衛省等の病院）

Q「＝乙．都道庫f県j　とは、

　1　都道府県が開設する病院をいう。ここには地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条第1項の

　　規定により、総務大臣の許可を受けて設立した都道府県一部事：務組合が開設するものを含む。

　2　都道府県立大学の附属病院（分院）である場合は、r医育機関の有無」の欄に、有を記入する。

0「且．了1了貫r←おと‘ま、

　1　市町村が叩殺する病院をいう。ここには地方自治法第284条第1項の娩定により、蔀道府県知事の許

　　可を受けて股立した市町村一部事携組合が開設するものを含む。

　2　国民謎康保険法施行法（昭和33年匿律第193号）第2条の娩定により、国民謎康保険法（昭和33

　　年法郁第192弓・）の施行後も引き挽き国民健威保険を行う普通国民健康保険組合が開設する病院もこの

　　区分に含む．

　3　市立大学の附属病院（分院）である場合は、　「医育機関の有無jの欄に、有を記入する。

o　r9．　r　立”　　：　　　ま　　　　立－　一　二　・’』15二　し　118隔　に　　弐　　　方公共

　　r　が　　　ノ　　　い’

o　r⊥ユ・日赤」とは、日本赤十字社が開設する病院をいう。

O「⊥一よ．済生会』とは、祉全幅祉法人恩賜財団済生会が開設する病院をいう。

o　r．旦．北社協』とは、社会福祉法人北海道社会事業協会が開設する病院をいう。

0「⊥』L．，厚生連』とは、全国厚生農桑協同細金連合会の会員である厚生（医療）農業協同組合連合会が開設

　　する病院をいう．

0「⊥」」．国民健廠保険団体連合会』とは、国民健康保険法第83条の規定により設立した法人で、同法第

　　84条の規定により都道府県知事又は厚生労働大臣の認可を受けた国民健康保険団体連合会が開設する病

　　院をいう．

o　r⊥亙・全国社会保険協会迎合会」とは、社団法人全国社会保険協会連合会が開設する病院をいう。

O　r．L旦・厚生年金事業振興団jとは、財団法人厚生年金事業振興団が開設する病院をいう。

O「．上エ．．船員保険会jとは、財団法人船員保険会が開設する病院をいう。
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H第1表（施設表）作成要領

本表は被検査施設について、その概要を表示する表である。

号
名
日
援
日
地
号
名
者

番
設
熱
気
設

設
設
域
陶
言
理

　
施
開
地
痢
所
電
管
開

施
）
）
）
　
）
）
）
）

※
q
⑫
①
　
q
価
0
6
σ

0医療施設基本ファイルの番号を記入する。

0医療法に基づいて許可を受けた名称を記入する。

O医療法施行令（昭和23年政令第326号）第4条の2第1項に基づく届出に記載された開設年月日を記入する。

O医療法第4条第1項に基づく都道府県知事の承認を得た年月日を記入する。

O郵便番号及び住所（番地まで）を、正確に肥人する。

O代表番号を市外局番から記入する。

0医療法施行令第4条の2第1項に基づく届出に記載された管理者氏名を記入する。

0醸当するものの番号を選択する。

O「1．国（厚生労働省）』とは、厚生労働省圭一が開設する病院をいう。

o　r三・国（鑓）．』とは、国立大学法人が開設する病院をいう。

　　なお、国立大学法人が開設した大学の附属病院（分院）である場合は、　「医育機関の有無」の欄に、有を

　記入する。

O　r且．国（2一）」とは、独立行政法人労働者健康福祉機構が煽般する病院をいう。

o　r三・国（その他）jとは、国及び国に準ずるもりが開設する病院で、上記r1．国（厚生労働省）』から

　「旦．国（一遣）」までのいずれにも該当しない病院をいう。
　　（例：財務省、総務省、法務省、防衛省都の病院）

0「」Σ．都道府県』とは、

　1　都道府県が開設する病院をいう。ここには地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条第1項の

　　規定により、総務大臣の許可を受けて設立した都道府県一部事務組合が開設するものを含む。

　2　都道府県立大学の附属病院（分院）である場合は、r医育機関の有無』の欄に、有を記入する。

O「互．市臓r村’」とは、

　1　市町村が開設する病院をいう。ここには地方自治法第284条第1項の規定により、都道府県知塩の許

　　可を受けて股立した市町村一部事務組合が開設するものを含む。

　2　国民健康保険法施行法（昭和33年法律第193号）第2条の規定により、国民健康保険法（昭和33

　　年法律第192号）の施行後も引き続き国民健康保険を行う普通国民健康保険組合が開設する病院もこの

　　区分に含む．

　3　市立大学の附属病院（分院）である場合は、　r医育機関の有無』の柵に、有を記入する。

o　rエ，日赤』とは、日本赤十字仕が開設する病院をいう。

o　r旦済生会』とは、社会福祉法人恩賜財団済生会が開設する病院をいう。

○「旦．北社協」とは、社会福祉法人北海道社会事業協会が開設する病院をいう。

o　r⊥9．厚生連』とは、全国厚生農業協同組合連合会の会員である厚生（医療）農業協同組合連合会が開設

　　する病院をいう．

0「よL．国民健康保険団体連合会』とは、国民健康保険法第83条の娩定により設立した法人で、同法第

　　84条の規定により都道府県知事又は厚生労働大臣の認可を受けた国民健康保険団体連合会が開設する病

　　院をいう。

O「．L旦．全国社会保険画会連合会』とは、社団法人全国社会保険協会連合会が開設する病院をいう。

O　r旦・厚生年金事業振興団』とは、財団法人厚生年金事業振興団が開設する病院をいう。

O「⊥三．船員保険会」とは、財団法人船員保険会が開設する病院をいう。
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o　r↓旦．健康保険組合及びその連合会」とは、健康保険法（大正11年法律第70号）の規定により設立し

　　た健康保険組合及び健康保険組合連合会が開設する病院をいう。

o　rよ旦。共済組合及びその連合会』とは、次に掲げる各共済組合及びその連合会が開設する病院をいう。

　1　国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号）第3条の娩定により設立された国家公務員共済

　　組合及ぴ同法第21条の煙定により設立された同迎合会

　2　地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第3条の規定により設立された地方公務員等

　　共済組合（地方職員共済組合、公立学校共済組合、警察共済組合、榔職員共済組合、指定都市職員共済

　　組合、市町村職員共済組合等）及び同法第27条の規定により股立された市町村職員共済組合連合会、

　　都市職員共済継合連合会

　3　私立学校教職員共済組合法（昭和28年法律第245号）の規定により設立された私立学校教職員共

　　済組合

　4　農林漁業団体職員共済組合法（昭和33年法律第99号）の旭定により設立された農林漁業団体職員

　　共済組合

O「2≦≧．国民健康保険組合』とは、国民健康保険法第17条の娩定により都道府県知事の認可を受けて設

　　立され、同法第3条第2項の国民健康保険を行う国民健僚保険組合が開設する病院をいう。

　　（注）　国民健康保険法第3条第1項の規定により国民健康保険を行う市町村はこの区分には含めず、

　　「6．市町村」の番号を0で囲む。

o　r2．⊥．幽』とは、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）第2

　　条第1号に規定する一般社団法人又は一般財団法人であって、他の区分に該当しない法人が開設する病

　　院をいう．

　　（注）　ただし、平成25年11月30日までの間は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び

　　公益社団法人及ぴ公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平

　　成18年法律第50号）第42条第2項に娩定する特例社団法人又は特例財団法人を含む。

0「袈．医療法人』とは、医療法第39条の規定に基づく法人で同法第44条の規定により都道府県知事又

　　は厚生労働大臣（同法第68条の2の娩定による読替え）の認可を受けて設立した医療法人が開設する病

　　院をいう．

O「皿．幽」　とは、
　1　私立学校法（昭和24年法穐第270号）第3条に規定する学校法人が開設する病院をいう。

　2　学校法人が設立した大学等の附属病院（分院）である場合は、　「医官機関の有無』の欄に、有を記入す

　　る。

or24，　・全　　・＝　　ま　上全　止‡0　126｛t＝t　45只・’2　’3’の9の　「　　立し

32　　　・Ti　　」　シ’レ、

0「25．　　　ノコ　　　1ま　　　’＝　　n　A 23鑑730　し・200　58で立の
　　‘n　　　　　」　　　　い，

o　r2．旦．会社jとは、従業員及びその家族のために開設された病院で、郁道府県知事から開設許可（医療法

　　第7条）を受けたものが会社である病院をいう。

　（注）　開設許可を受けたものが会社の健康保険組合である病院はこの区分に含めず、　r⊥．旦．健康保険組

　　合及びその連合会」の番号を0で囲む．

O「三乙その他の法人」とは、上記『．2ユ．．公益法人」から『互．会社』までのいずれにも該当しない法

　　人が開設する病院をいう。

o　r2．旦．個人」とは、個人（法人格を有しない）が開設する病院をいう。

o　r医育機関』とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学において、医学又は歯学の教育を

　行うことに付随して設けられた病院及び分院をいい、大学研究所附属病院も含める。
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o　r⊥五、健康保険組合及びその連合会』とは、健康保険法（大正11年法律第70号）の規定により設立し

　　た健威保険組合及び健康保険組合連合会が開設する病院をいう。

o　r⊥互．共済組合及びその迎合会』とは、次に椴げる各共済組合及びその連合会が開設する病院をいう。

　1　国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号）第3条の規定により設立された国家公務員共済組

　　合及び同法第21条の焼定により設立された同連合会

　2　地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第3条の規定により設立された地方公務員等共

　　済組合（地方職員共済組合、公立学校共済組合、警察共済組合、都職員共済組合、指定都市職員共済組

　　合、市町村職員共済組合等）及び同法第27条の娩定により設立された市町村職員共済組合連合会、都市

　　職員共済組合連合会

　3　私立学校教職員共済組合法（昭和28年法徹第245号）の蜆定により設立された私立学校教職員共済

　　組合

　4　農林漁業団体職員共済組合法（昭和33年法律第99号）の規定により設立された農林漁業団体職員共

　　済組合

O「ユ．エ．．国民健康保険組合」とは、国民健康保険法第17条の規定により都道府県知事の認可を受けて設立

　　され、同法第3条第2項の国民健康保険を行う国民健康保険組合が開設する病院をいう。

　　（注）国民健康保険法第3条第1項の規定により国民健康保険を行う市町村はこの区分には含めず、「6，

　　市町村』の番号を0で囲む。

O「⊥旦．二盤雌ム笠」とは、一般社団法人及ぴ一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）

　　第2条第1号に規定する一般社団法人又は一般財団法人であって、他の区分に該当しない法人が開設する

　　病院をいう．

　（珪よ）ただし、平成25年11月30日までの間は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公

　　益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成

　　18年法律第50号）第42条第2項に規定する特例社団法人又は特例財団法人を含む．

　　　2ム’　26二　45丹の・こ’づ立　　’の’こ・：£

ののこ立』は」
｛ しオい のこ㌔てつ

ノ　こ 「22．　の　の　　　　の

。　r⊥2，医療法人』とは、医療法第39条の規定に基づく法人で同法第44条の規定により都道府県知事又

　　は厚生労働大臣（同法第68条の2の娩定による読替え）の認可を受けて設立した医療法人が開設する病

　　院をいう。

O「三Ω」．遡』と1ま、

　1　私立学校法（昭和24年法律第270号）第3条に規定する学校法人が開設する病院をいう．

　2　学校法人が設立した大学等の附属病院（分院）である場合は、　「医育機関の有無』の欄に、有を記入す

　　る。

o　r1LL。会社』とは、従業員及びその家族のために開設された病院で、都道府県知事から開設許可（医療法

　　第7条）を受けたものが会社である病院をいう。

　・（注）　開設許可を受けたものが会社の健康保険組合である病院はこの区分に含めず、　r⊥互．健康保険組

　　合及びその連合会』の番号をOで囲む。

o　r．2』L・その他の法人」とは、上記rユ＿旦・公益法人』からrユよ．会社』までのいずれにも該当しない法

　　人が開設する病院をいう。

　　主　「土ム認　 ま｝の　に入
0「旦．個人』とは、個人（法人格を有しない）が開設する病院をいう。

o　r医育機関』とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学において、医学又は歯学の教育を

　行う．ことに付随して設けられた病院及び分院をいい、大学研究所附属病院も含める。
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（8）許可病床数及び1

　　日平均入院患者数

（9）病床区分の届出

（10）診療科名

（11）1日平均外来患

　　者数

（12）1日平均調剤数

（13）1日平均外来患

　　者に抓る取扱処

　　方せん数

（14）従業者数

○許可病床数の欄には、医療法第7条の規定に基づいて許可を受けた病床数を記入する。

0「1日平均入院患者数」の欄には、年度間の入院患者延数をそれぞれ暦日で除した数を記入する。　（小数点

　第2位以下を切り捨て小数点第1位まで）

　・入院血書延数とは、年度間における毎日24時現在に在院している患者数を合計した数である。

o　r　l日平均入院患者数（歯科・矯正歯科・小児歯科・歯科口腔外科再掲）」の欄には、歯科、矯正歯科、小児

　歯科及ぴ歯科口腔外科の前年度における1日平均入院患者数を再掲する。

「病床区分の届出｛F月日』の欄には、医療法等の一一部を改正する法律附則第2条第1項に基づく病床区分の

　届出年月日を紀人する。

0標榜している診療科名については、医療法施行令第3条の．2に基づく診療科名にOを記入する。

　なお、これらの診療科名のほか、同条第1項第1号ハ又は二（2）若しくは第2号ロの規定による事項と組み

　合わせた名称を診療科名としている場合は、空欄に標臆している診療科名を紀人する。

o　r1日平均外来思考数」の欄には、年度間の外来慰者延数を奥外来診療日数で除した数を記入する。　（小数

　点第2位以下を切り捨て小数点第1位まで）

　・外来患者延数とは、年度間における海月の新来、再来、往診、巡回診療及ぴ健康診断の数を合計した数を

　いつ・

　　同一患者が2以上の診療科で診療を受けた場合は、それぞれの診療科に計上する。

　　入院中の患者が、他の診療科で診療を受け、その診療科で診療録（カルテ）が作成された場合は、その診

　療科の外来血者として計上する．

O「耳鼻いんこう科・眼科』及び「歯科・矯正歯科・小児歯科・歯科口腔外科」の柵には、それぞれ前年度に

　おける1日平均外来慰者数を再楓する。

　なお、これらの診療科名に、医療法施行令第3条の2第1項策1号二（2）又は同項第2号ロの規定による

　事項を組み合わせた名称を診療科名としている場合は、組み合わせ前の診療科として再掲すること。

0調剤数については、年度間の入院及ぴ外来別の調剤延数をそれぞれ暦日及び実外来診療日数で除した数を記

　入する．　（小数点第2位以下を切り捨て小数点第1位まで）

　た　　｝の　ま　一帯　　　　　ノ　ムこの　　　■

01枚の処方せんに2処方以上記載されている場合の調剤数は、原則として記載されている処方数とする。

0処方せんの数については、年度間の外来患者に係る取扱処方せんの数を実外来診療日数で除した数を記入す

　る．　（小数点第2位以下を切り捨て小数点鯖1位まで）

　　r外来患者に係る取扱処方せん』とは、院内の綱剤所で薬剤師が外来患者に投与する薬剤を調剤するため

　必要な文書等を指し、その名称の如何を問わないものであり、患者に院外で調剤を受けさせるために交付す

　る処方せん（院外処方せん）を含まないものである。

O担当させている業務内君が2以上にわたる場合は、その主たる業務内容によってその該当欄に計上する。

　したがって、取禍資格のみによって記入しないよう注意する。

　例えば、看護師の資格を有する者を専ら看護学生の教育に従事させている場合は「その他』の欄に計上し、

『看護師』の欄に計上しない．

　また、看護師及び助脇師の免許を併せて有する者については、現に主として行っている業務内容により、そ

　のいずれか一方に計上する．

o　r医師j、　r歯科医師』欄については、医師（歯科医師）の免許を有し、診療に従事する者（研修医（研修

　歯科医）も含む．ただし、韓定機能病院については、免許取得後2年以上経過していない医師を除く。）の

　数を、別紙「常勤医師等の取扱いについて』の3に基づき、それぞれ常勤又は非常勤の欄に計上し、　「薬剤

　師」欄以降の各欄についても同様に常勤、非常勤別に計上する。

　なお、特定機能病院にあっては、免許取得後2年以上経過していない医師の有無をr臨床研修医」欄に記入

　する。

0「薬剤師」、　「看護師」、　「准看講師』、　「管理栄養士」、「栄養士」、「診療放射線技師』、r理学療法

　士」、「作業療法士』欄については、それぞれの関係法による免許を有する者の数を計上する。

　ただし、　r管理栄養士』欄は、特定機能病院である場合にのみ記入（別掲）する。

o　r看護補助者』欄には看護師（准看講師を含む。）の免許を有しないで、医師又は看護師の監督指示に基づ

　き、看護の補助として介護にあたる者の数を計上する。

O　r助産師』、　r診療エックス線技師』、　r臨床検査技師」、　r衛生検査技師」、　r臨床工学技士」、　r視能

　訓練士」、　r義肢装具士』、　『言語聴覚士」、　「精神保健福祉士」、　「歯科衛生士」及び「歯科技工士」欄
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（8）許可病床数及び1

　　日平均入院患者数

（9）病床区分の届出

（田）診療科名

（1D　1日平均外来患

　　者数

（！2）1日平均調剤数

（13）1日平均外来患

　　者に係る取扱処

　　方せん数

（14）従業者数

O許可病床数の欄には、医療法第7条の規定に基づいて許可を受けた病床数を記入する。

O『1日平均入院患者数』の欄には、年度間の入院患者延数をそれぞれ暦日で除した数を記入する。　（小数点

　第2位以下を切り捨て小数点第1位まで）

　・入院患者延数とは、年度間における毎日24時現在に在院している患者数を合計した数である。

o　r1日平均入院患者数（歯科・矯正歯科・小児歯科・歯科口腔外科再掴）』の欄には、歯科、矯正歯科、小児

　歯科及び歯科口腔外科の前年度における1日平均入院患者数を再掲する。

r病床区分の届出年月日」の欄には、医療法等の一部を改正する法律附則第2条第1項に基づく病床区分の

　額1出年月日を記入する。

0標物している診療科名については、医療法施行令第3条の2に基づく診療科名に0を記入する。

　なお、これらの診療科名のほか、同条節1項第1号ハ又は二（2）若しくは第2号ロの規定による事項と組み

　合わせた名称を診療科名としている場合は、空欄に標榜している診療科名を記入する。

o　r1日平均外来患者数』の欄には、年度間の外来患者延数を実外来診療日数で除した数を記入する。　（小数

　点第2位以下を切り捨て小数点策1位まで）

　・外来患者廷数とは、年度間における毎日の新来、再来、往診、巡回診療及び健康診断の数を合計した数を

　いつ。

　　同一患者が2以上の診療科で診療を受けた場合は、それぞれの診療科に計上する。

　・入院中の患者が、他の診療科で診療を受け、その診療科で診療録（カルテ）が作成された場合は、その診

　療科の外来患者として計上する。

O　r耳鼻いんこう科・眼科j及びr歯科t矯正歯科・小児歯科・歯科口腔外科』の欄には、それぞれ前年度に

　おける1日平均外来燈者数を再掲する。

　なお、これらの診療科名に、医療法施行令第3条の2第1項第1号　二（2）又は同項第2号ロの規定による

　事項を組み合わせた名称を診療科名としている場合は、組み合わせ前の診療科として再掲すること。

O調剤数については、年度間の入院及ぴ外来別の調剤延数をそれぞれ暦日及び実外来診療日数で除した数を記

　入する。　（小数点第2位以下を切り捨て小数点第1位まで）

01枚の処方せんに2処方以上記載されている場合の劇剤数は、原則として記載されている処方数とする。

0処方せんの数については、年度闘の外来患者に係る取扱処方せんの数を実外来診療日数で除した数を記入す

　る．　（小数点第2位以下を切り捨て小数点第1位まで）

　　「外来燈者に係る取扱処方せん』とは、院内の調剤所で薬剤師が外来患者に投与する薬剤を調剤するため

　必要な文警等を指し、その名称の如何を問わないものであり、患者に院外で調剤を受けさせるために交付す

　る処方せん（院外処方せん）を含まないものである己

0担当させている業務内容が2以上にわたる場合は、その主たる業務内容によってその該当欄に計上する。

　したがって、取術資格のみによって記入しないよう注意する。

　例えば、看護師の資格を有する者を専ら看護学生の教育に従事させている場合は「その他1の欄に計上し、

「看護師』の欄に計上しない。

　また、看護師及ぴ助魔師の免許を併せて有する者については、現に主として行っている業務内容により、そ

　のいずれか一方に計上する．

O「医師』、　「歯科医師』柵については、医師（歯科医師）の免許を有し、診療に従事する者（研修医（研修

　歯科医）も含む。ただし、特定機能病院については、免許取得後2年以上経過していない医師を除く。）の

　数を、別紙「常勤医師等の取扱いについて』の3に基づき、それぞれ常勤又は非常勤の欄に計上し、「薬剤

　師」欄以降の各欄についても同様に常勤、非常勤別に計上する．

　なお、特定機能病院にあっては、免許取禍後2年以上経過していない医師の有無を「臨床研修医』欄に記入

　する。

O「薬剤師』、　「看護師』、　「准看護師」、　「管理栄養士」、「栄養士』、「診療放射線技師』、r理学療法

　士」、「作業療法士」欄については、それぞれの関係法による免許を有する者の数を計上する。

一ただし、r管理栄養士」欄は、特定機能病院である場合にのみ記入（別掲）する。

o　r看護補吻者」欄には看護師（准看護師を含む。）の免許牽有しないで、医師又は看護師の監督指示に基づ

　き、看護の補助として介護にあたる者の数を計上する。

0「助産師j、　「診療エックス線技師』、　「臨床検査技師」、　「衛生検査技師』、　「臨床工学技士』、　「視能

　訓練‡」、　「義肢装具士』、　r言語聴覚士」、　「精神保健福祉士」、　1歯科衛生士』及び「歯科技工士』欄
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　　　　　　第1表　　施　　設　　表

（　年　　月　　日　調査） 1／4

＊都道府県名 管轄保健所名

＊施　設　番　号 医療監視員氏名

（D施　股　名

（2）開設年月日 （3）地域医療支援病院の承認年月 日

ω所在　地
（5）電話番号

（6）管理者氏名

（7）開設者 医育機関の有無

L国 （厚生労働省）

雌 幽2 12 土

塾
3
， 立 A4

幽 璽拠4 14 ムム

幽幽5 t5 上 全㌧咀ム合

幽蜘盟
16 一’・

鍵幽 螺幽 一囲
18． ム　び　の’ 春△

幽9 立 19　疑 A び　の■Aム
10． 、 20， A

（8）一1 種 別 許可病床数 1日鴨鰻
許可病床数 一 般 （8）一2

及び 療 養 1 日平均入院新生児数

1日平均入院 精 神 （8）一3

患者数 結 核 1 日平均入院患者数

感 染　症 （酬・端正卵・枷融斜日翻再掲）

計

（9）病床区分の届出年月 日 年 月 日

（1ω診療科名
内科 内科（～腓ガ） 胃外科 腫瘍放射線科

呼吸器内科 内科（循環器） 大肌外科 男性泌尿器科

循環器内科 内科（薬物療法） 内視鏡外科 神経泌尿器科

消化器内科 内科（感築症） へ’ Cンク，ニフク外科 小児泌尿器科

心臓内科 内科（骨髄移植） 外科（内視鏡） 小児科（新生児）

血液内科 外科 外科（がん） 泌尿器科（秘撮）

気管食道内科 呼吸器外科 精神科 泌尿器科（大覚斬）

胃朋内科 心臓血管外科 アレルギー科 魔婦人科（生魑痘）

鳳瘍内科 心臓外科 リウマチ科 美容皮層科

鰭尿病内科 消化器外科 小児科 歯科

代謝内科 乳腺外科 皮膚科 小児歯科

内分泌内科 小児外科 泌尿器科 矯正歯科

脂質代謝内科 気管食道外科 産婦人科 歯科口腔外科

腎臓内科 紅門外科 産科 神経科

神経内科 整形外科 婦人科 呼吸器科

心療内科 脳神経外科 服科 消化器科

感染症内科 形成外科 耳鼻いんこう科 胃腸科

漢方内科 美容外科 ，’・ビ，テーション科 循環器科

老年内科 腫嬉外科 放射線科 皮膚泌尿器科

女性内科 移植外科 放射線診断科 性病科

新生児内科 頭頭部外科 放射線治療科 こう円科

性感染症内科 胸師外科 病理診断科 気管食道科

内規鏡内科 腹部外科 臨床検査科 麻酔科

人工透析内科 肝臓外科 救急科

捗痛緩和内科 膵臓外科 児童精神科
ペィンク，ニフク内科 胆のう外科 老年精神科
アレルキ㌔疾患内科 食道外科 気甑蓋・耳鼻いんこう科

（ll）1日i均外来患者数

1日平均外来患者数 （再掲） 耳 いんこう科・眼科
（　）歯科・ 正歯 甲小「 歯科・ 科口　外
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　　　　　　第1表　　施　　設　　表

（　年　　月　　日　調査） 1／4

＊都道府県名
＊施　設　番　号

（1）施　設　名

（4）所　在　地

（2）開設年月日

（6）管理者氏名

（5）電話番号

（7）開　設　者

（8）一1

許可病床数

　及ぴ
　1日平均入院

　患者数

管轄保健所名

医療監視員氏名

（3）地域医療支援病院の承認年月日

医育機関の有無

L国（厚生労働省）

3
． 難 Aム

ムム 盤蝿幽幽幽幽蜀馨 蝿15　　　　　　　ム

Z6．　　　ム

び　の猟ム全

び　の㌧ムム

種　　　別

　　　般
療　　　養

精　　　神

緒　　　核

感　築　症

（9）病床区分の届出年月日

　　　　　　　　　　計

許可病床数

1㎜ （8）一2

1日平均入院新生児数
（8）一3

1日平均入院鼻者数
（鰍・鵠王翻・槻鮪・鰍ロ断“鵜）

隼 月 日

（10）診療科名
内科

呼吸器内科

循環器内科

消化器内科

心臓内科

気管食道内科

血液内科

胃冊内科

厭瘍内科

鯖尿病内科

代謝内科

内分泌内科

脂質代謝内科

腎臓内科

神経内科

心療内科

感染症内科

漢方内科

老年内科

女牲内科

新生児内科

内視鏡内科

性悪染症内科

人工透析内科

痔痛級和内科

アレルギー疾患内科

ペインク，ニフク内科

内科（循環器）

内科（イ腓の

内科（薬物療法）

内科（骨髄移植）

内科（感染症）

外科

呼吸器外科

心謙血管外科

心臓外科

消化器外科

乳腺外科

小児外科

気管食道外科

肛円外科

舷形外科

脳神経外科

形成外科

腫癌外科

美審外科

移植外科

頭頸部外科

胸部外科

腹部外科

肝臓外科

勝臓外科

食道外科

腿のう外科

（11）1日平均外来患

1日　均外来患’数

　再

胃外科

大腸外科

内視饒外科

外科（内視鏡）

へ一 Cン”ニフク外科

外科（がん）

精神科

アレルギー科

リウマチ科

小児科

皮膚科

泌尿器科

産婦人科

産科

鰯人科

眼科

耳鼻いんこう科
，ハビ，テーション科

放射線科

放射線診断科

放射線治療科

病理診断科

臨床検査科

救急科

児童精神科

老年精神科
気管嫡噸いんこ州

厭瘍放射線科

男性泌尿器科

神経泌尿器科

小児泌尿器科
小児科（新生児）

泌尿器科（梅融）

泌尿器科（人】：騎）

産婦人科（脳）

美容皮膚科

歯科

小児歯科

矯正歯科

歯科口腔外科

神経科

呼吸器科

消化器科

胃腸科

循環器科

皮膚泌尿器科

性病科

こう門科

気管食道科

麻酔科

正　　・小1

（再掲）耳　いんこう科・眼科
口腔　科
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W　　検　査　基　準

検査基準の説明

　1　判定は細分類の項目番号（例1－4）の付されている検査項目ごとに行う。

　2　判定の表示は、検査項目に適合している場合はrO」、適合していない場合はr×」を、検査の対象とならな

　　い検査項目については「一』を、それぞれ第2表（検査表）のr判定』欄に記入する。

　3　r※』の印が付されている項目は、その印の後に記載されている病院についてのみ検査対象とする。

　痩　判定に当たって検査対象施設が全くない場合は、その施設に関する検査項目はすべて適合していないものと

　　して取り扱う。

IV　検　査　基　準

検査基準の説明

　1　判定は細分類の項目番号（例1－4）の付されている検査項目ごとに行う。

　2　判定の表示は、検査項目に適合している場合はrO』、適合していない場合ばr×』を、検査の対象とならな

　　い検査項目についてはr一』を、それぞれ第2表（検査表）のr判定」欄に記入する。

　3　「※」の印が付されている項目は、その印の後に記載されている病院についてのみ検査対象とする。

　4　判定に当たって検査対象施設が全くない場合は、その施般に閲する検査項目はすべて適合していないものと

　　して取り扱う。

項目

ﾔ号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考

1
1
－
1

医療従事者

緕t

ｳ者数に対応し

ｽ数の医師がい

驍ｩ。

医療法第21

�謔P項第1

�i以下「法

QL　l．1」等

ﾆいう。）

纓ﾃ法施行

K則第19条

謔P項第1号

i以下「則

P9．L1』等

ﾆいう．）

医師の員数の標準の計算方法は次

ﾉよること。

@精神病床及ぴ療養病床に係る病

@室の入院患者の数を3をもって

@除した数と、精神病床及び療養

@病床に係る病電以外の病室の入

@院患者（歯科、矯正蘭科、小児

@歯科及び歯科口腔外科の入院患

@者を除く。）の数と外来患者

@（歯科、矯正貸料、小児蘭科及

@び歯科口腔外科の外来患者を除

@く。）の数を

@2、5（耳鼻いんこう科又は眼科

@については、5）をもって除し

@た数との和（特定数）が52まで

@は3とし、特定数が52を超える

@場合には当該特定数から52を減

（計算事例）

@入院患者数　一般90

@　　　　　　療養　50

@　　　　　　精神　30　　とすると

@　　　　　　結核　25　　　一

@外来患者数　　　250
i90＋50／3＋30／3（＊a）＋25＋250／2．5（＊b）一52

i＊c））／16＋3（＊d）ニ

i90＋16．666…　　（＊e）＋10＋25＋100－52）／16＋3

≠P89．6／16＋3＝＝4．85（人）

@　　　　　　　　　（医師の標準数）　　　　　　　　　　　　　輯

i＊a）…大学附属病院等は30／1

i＊b）…眼科、耳鼻いんこう科は5

i＊c）…療養病床が50瓢を上回る病院はl16

i＊d）…療養病床が50瓢を上回る病院は2

i率e）…端数が出る場合、小数点第2位を

@　　切り捨て小数点第1位までとする

@一　　　　　一一　■

じた数を16で除した数に3を加 こ　24舵3　31一　　の　，

えた数とすること。 　　　　　　　　　　　　　　一e　　こ・　　　　　こ

っ　　　⊥’　　こ　　7’　＜　　　，　24　44　　　1

且から一130侃3　31ヨまでの間

　＞（幽附則第52条第1項第2号）

@精神病床及び療養病床に係る病室の入

@患者の数を3をもって除した数と、精

_病床（転換病床）及び療養病床（転換

a床）に係る病蜜の入院患者の数を6で

烽ﾁて除した数と、篇神病床及び療養病

ｰに係る病寵以外の病室の入院患者（歯

ﾈ、矯正歯科、小児歯科及ぴ歯科口腔外

ﾈの入院患者を除く。）の数と外来恵者

i歯科、矯正歯科、小児蘭科及び歯科口

o外科の外来患者を除く。）の数を2．5

i耳鼻いんこう科又は眼科については、

T）をもって除した数との和（特定数）

項目

ﾔ号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考

1
1
－
1

医療従事者

緕t

ｳ者数に対応し

ｽ数の医師がい

驍ｩ。

医療法第21

�諱I項第1

�i以下「法

QL　L1』等

ﾆいう。）

纓ﾃ法施行

K則第！9条

謔P項第1号

i以下「則

P9．L　U等

ﾆいう。）

医師の員数の標準の計算方法は次

ﾉよること。

@精神病床及び療養病床に係る病

@室の入院患者の数を3をもって

@除した数と、精神病床及ぴ療養

@病床に係る病室以外の病室の入

@院患者（歯科、矯正歯科、小児

@蘭科及ぴ歯科口腔外科の入院患

@者を除く。）の数と外来患者

@（歯科、矯正歯科、小児歯科及

@び歯科口腔外科の外来患者を除

@く．）の数を

@2．5（耳鼻いんこう科又は眼科

@については、5）をもって除し

@た数との和（特定数）が52まで

@は3とし、特定数が52を超える

@場合には当課特定数から52を減

（計算事例）

@入院患者数　一般90

@　　　　　　療養　50

@　　　　　　精神　30　　とすると

@　　　　　　結核　25

@外来患者数　　　250

i90＋50／3＋30！3（＊a）＋25＋250／2．5（幸b）一52

i＊c））／16＋3（＊d）＝

i90＋16．666…　　（幸e）＋10＋25＋100－52）／16＋3

≠P89．6116＋3盤皇4．85（人）

@　　　　　　　　　　（医師標準数）

i＊a）…大学附属病院笥は30／1

i癒）…眼科、耳鼻いんこう科は5

i＊c）…療養病床が50％を上回る病院は36

i＊d）…療養病床が50鷲を上回る病院は2

i率。）…端数が出る場合、小数点第2位を

@　　切り捨て小数点第1位までとする

@一
じた数を16で除した数に3を加 く　　」　18　　7　　1　　カ、　　　　　24

えた数とすること。 3　31　　　の　＞　　　　　52

一
　精神病床及び療養病床に係る病室の入

@患者の数を3をもって除した数と、精

_病床（転換病床）及び療養病床（転換

a床）に係る病室の入院患者の数を6で

烽ﾁて除した数と、精神病床及び療養病

ｰに係る病室以外の病室の入院患者（歯

ﾈ、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外

ﾈの入院患者を除く。）の数と外来患者

i歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口

o外科の外来患者を除くっ）の数を2．5

i耳鼻いんこう科又は眼科については、

T）をもしって除した数との和（特定数）

37 38



項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考

が52までは3とし、特定数が52を超える

場合には当咳特定数から52を献じた数を

16で除した数に3を加えた数

の　　　一　■　’

」し

Q4杷3－31一　　の　こ

こ・して一　こ　　　　　一

2蹴一く迦』⊥
且から　130二3　31■までの問
〉側附則第52条第3項）

転換病床に偏る病竃の入院患者の数を

6でもって除した数と、外来患者（歯

科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外

科の外来患者を除く．）の数を2．5（耳

臭いんこう科又は眼科については、5）

をもって賑した数との和（特定数）が36

までは2とし、特定数が36を超える場合

には当該特定数から36を減じた数を16で

除した数に2を加えた数

法22の2．L　l ②特定機能病院として厚生労働大

則22の2．L1 臣の承認を受けている場合は、 （計算事例）

入院患者（歯科、矯正歯科、小 ②入院患者数　一般550人

児歯科及び歯科口腔外科の入院 外来患者数

患者を除く．）の数と外来患者 〔鰍、駐鰍、小櫛翫び鰍口凱鞭除く，〕とすると

（歯科、矯正歯科、小児爾科及 aoO人

び歯科口腔外科の外来患者を除

く．｝の数を2．5をもって除した （550十300／2．5）÷8・＝83．75（人）

数との和を8で除した数 ・医師の標準数

なお、医師免許取術後2年以

上経過していない医師について

は員数に含めない。

（平5．2．15健政発第98号参照）

則43の2 ③医学を履修する課程を置く大学

に附属する病院（特定機能病院及

び精神病床のみを有する病院を除

く。）又は100人以上の患者を入

院させるための施設を有し、その

診療科名中に内科、外科、産婦人

科、眼科及び耳鼻いんこう科を含

む病院であって、精神病床を有す

る病院については、療養病床に係

る病室の入院患者の数を3をもつ

て除した数と、療養病床に係る病

室以外の病室の入院患者（歯科、

39

項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考

が52までは3とし、特定数が52を超える

場合には当敵持定数から52を減じた数を

16で除した数に3を加えた数

・の　　　　　茅

く　　1　1　8　　　7　　　1　　　、　　　　　24　一

3　31　　　の　＞　　1　52

麗
転換病床に係る病室の入院患者の数を

6でもって除した数と、外来患者・（歯

科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外

科の外来恵者を除く．）の数を2．5（耳

鼻いんこう科又は眼科については、5）

をもって除した数との和（特定数）が36

までは．2とし、特定数が36を超える場合

には当該特定数から36を減じた数を16で

除した数に2を加えた数

法22の2．1．1 ②特定機能病院として厚生労働大

則22の2．L1 臣の承認を受けている場合は、 （計算事例）

入院患者（歯科、矯正歯科、小 ②入院患者数一般550人
児歯科及び歯科口腔外科の入院 外来患者数

患者を除く．）の数と外来患者 ｛斜、肛鰍、槻韻餌舗口断縦除く，1とすると

（歯科、矯正歯科、小児歯科及 300人

び歯科口腔外科の外来患者を除

く．）の数を2．5をもって除した （550十300／2，5）÷8＝83．75（人）

数との和を8で除した数 ・医師の標準数

なお、医師免許取得後2年以

上経過していない医師について

は員数に含めない．

（平5．2．15健政発第98号参照）

則43の2 ③医学を履修する課程を置く大学

に附属する病院（特定機能病院及

び精神病床のみを有する病院を除

く。）又は100人以上の患者を入

院させるための施設を有し、その

診療科名中に内科、外科、産婦人

科、眼科及ぴ耳鼻いんこう科を含

む病院であって、精神病床を有す

る病院については、療養病床に係

る病室の入院患者の数を3をもつ

て除した数と、療養病床に係る病

室以外の病室の入院患者（歯科、

40



項目

ﾔ号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　要 備　　　　　　考

1－2 歯科医師

ｳ者数に対応し

ｽ数の歯科医師

法2L　L1

･19．L2、イ

歯科医師の員数の標準の計算方法

ﾍ次によること．

@歯科（矯正歯科、小児歯科及び

　られること。

ｦ「これに準ずる市町村」とは、人ロ当

@たりの医師数が全国平均を下回ってい

@る市町村を想定。

a院の実状に応じた必要数

@歯科医師1人1日当たり取扱い外来患

@者数は慨ね20人

ｦ‘　の　　シ　層がいアームは　　　1

がいるか。 歯科口腔外科を含む．）専門の病 の　　　一1が必　で　7が　＿　夷

院については、入院患者の数が 1が　　コ　　の　　こ応じ

52までは3とし、それ以．ヒ16又 鈎　　　　，　は口

法2L　L1

･19．L2．口

翌Q2の2．L　l

･22の2．L2

　はその嬬数を増すごとに1を加

@え、さらに外来患者についてそ

@の病院の翼状に応じた必要数を

@加えた数とすること．

Aその他の病院については、歯

@科、矯正歯科、小児歯科及ぴ歯

@科口腔外科の入院愚者の数が16

@までは1とし、それ以上田又は

@その端数を増すごとに1を加

@え、さらに歯科、矯正歯科、小

@児歯科及び蘭科口腔外科の外来

@患者についてその病院の実状に

@応じて必要と認められる数を加

@えた数とすること。

B蒋定機能病院として厚生労働大

@臣の承認を受けている場合は、

@歯科、矯正歯科、小児蘭科及び

@歯科口腔外科の入院患者の数が

@8又はその儒教を増すごとに1

@以上とし、さらに歯科、矯正歯

@科、小児歯科及び歯科口腔外科

@の外来患者についての病院の実

@状に応じて必要と認められる数

@を加えた数とすること。

、
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

られること。

※「これに準ずる市町村」とは、人口当

たりの医師数が全国平均を下回ってい

る市町村を想定。

1－2 歯科医師 法2L　L　l 歯科医師の員数の標準の計算方法 病院の実状に応じた必要数

則19．1．2．イ は次によること。 歯科医師1人1日当たり取扱い外来患

患者数に対応し 者数は概ね20人

た数の歯科医師 ①歯科（矯正歯科、小児歯科及び

がいるか。 歯科口腔外科を含む．）専門の病

院については、入院患者の数が

52までは3とし、それ以上16又

はその端数を増すごとに1を加

え、さらに外来患者についてそ

の病院の実状に応じた必要数を

加えた数とすること。

法2L　L　l ②その他の病院については、歯

則19．L2．ロ 科、矯正歯科、小児歯科及び歯

科口腔外科の入院患者の数が16

までは1とし、それ以上16又は

その端数を増すごとに1を加

え、さらに歯科、矯正歯科、小

児歯科及び歯科口腔外科の外来

患者についてその病院の実状に

応じて必要と認められる数を加

えた数とすること。

法22の2．1．1 ③特定機能病院として厚生労働大

則22の2．L2 臣の承認を受けている場合は、

歯科、矯正歯科、小児歯科及び

歯科口腔外科の入院患者の数が

8又はその端数を増すごとに1

以上とし、さらに歯科、矯正歯

科、小児歯科及び歯科口腔外科

の外来患者についての病院の実

状に応じて必要と認められる数

を加えた数とすること。

44



項目

ﾔ号 項　　　目 楓拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考

1－3 薬剤師 法2L　L　L

ﾞ
薬剤師の胞漸算方法は」呈生

@　ノ令　巾　7　　にノ：い

（計算事例）

B入院患者数一般go
患者数に対応し

魍
が　　　’め7　｝■によ7 養　50

た数の薬剤師が

｢るか。 腿魎 翫一
精神35　　とすると

糾j　25

塑 ①精神病床及び療養病床に係る病

@室の入院思者の数を150をも

@って除した数と、精神病床及び

@療養病床に係る病蜜以外の病室

@の入院患者の数を70をもって

@除した数と外来恵者に係る取扱

@処方せんの数を75をもって除

@した数とを加えた数（その数が

　外来取扱処方箋数100

X0／70＋50／150＋35／150（＊）＋25／70＋100／75＝

P．2＋0．3＋0．2＋0，3＋L3＝3．3≒4（人）

@　　　　　　　　　（薬剤師嘱）
i＊）…大学附属病院等は35／70

1に満たないときは1とし、そ の　容を一　　こ　　’る　必

の数に1に満たない端数が生じ ム　かl　しばか　オい　　で

たときは、その端数は1として ，　　・こ’：’　　　で洗の　　に応じ

計算する．） た　マ虐め7　　瀞・’され　　の

の　　ノ　　娠　　め　こ　は　　　オ

＿　　　　　　　　　　　　　　　蟻

皿こ・

’の　　　一

；期00　£上の

の

の　　　　　　　こ

い
，　　　・

@　　　　　　　　　つ

1　　　’一　7r　こつい

ま　　　　　こ　■　　の

の　　　150　　っ

』　　　　　　　　こ　　　　£

の　　　の　　　　→の　　　70

つ　　｛し　　　　　　　　こ

7　　　　　んの　　75

っ　　し』　　ノ　た

の　が1こし　Zい　　ま
1 の　　｝1こ　一かい

｛悲’」　去ま　　の塵

1　し　　　　ヌ

法22の2．L丑 1の　　の葱　　　　ま　　　，

則22の2．L3

靴○特定機能病院として厚生労働大一　臣の承認を受けている場合は、

@入院患者⑪数が30又はその端

@数を増すごとに1以上とし、調

@剤数80又はその端数を増すご

@とに1を標準とすること。
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考
1－3 薬剤師 法21．L　l 薬剤師の麹計算方法は （訓・算事例）

遡
次によること。 ③入院患者数　一般　90

患者数に対応し 翌養　50

た数の薬剤師が ①精神病床及び療養病床に係る病 精神35　　とすると
いるか。 室の入院患者の数を150をも 結核　25

って除した数と、精神病床及ぴ 外来取扱処方箋数100

療養病床に係る病室以外の病室

の入院患者の数を70をもって 90／70＋50／150＋35／150（＊）＋25／70＋100／75＝

除した数と外来患者に係る取扱 L2＋0．3＋0．2＋0．3＋1．3ニ3．3≒4　（人）

処方せんの数を75をもって除 （薬剤師垣里数）

した数とを加えた数（その数が （＊）…大学附属病院等は35／70

1に満たないときは1とし、そ

の数に1に満たない端数が生じ

たときは、その端数は1として

計算する。）

法22の2．L　l ②特定機能病院として厚生労働大

則22の2．L3 臣の承認を受けている場合は、

入院患者の数が30又はその端

数を増すごとに1以上とし、調

剤数80又はその端数を増すご

とに1を標準とすること．

則43の2 ③医学を羅修する課程を置く大学

に附属する病院（斡定機能病院

及び精神病床のみを有する病院

を除く．）又は100人以上の患

者を入院させるための雄設を有

し、その診療科名中に内科、外

科、産婦人科、眼科及ぴ耳鼻い

んこう科を含む病院であって、

納神病床を有する病院について

は、療養病床に係る病室の入院

患者の数を150をもって除し
』

た数と、療養病床に係る病室以

外の病室の入院患者の数を70

をもって除した数と外来患者に

係る取扱処方せんの数を75を
もって除した数と妻加えた数　　一

（その数が1に満たないときは

1とし、その数に1に満たない

端数が生じたときは、その端数

は1として計算する。）

一46



項目

ﾔ号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考

1－4 看護師 法21．L！

ﾞ
看護師の旦迦計算方法は』生

@　’令で・め　　　こ　い

（計算事例）

C入院患者数　一般　90

患者数に対応し

幽
竃　で営め7とい　による 療養　50

た数の看護師

魍 ⊥
精神　35　　とすると

（准看読師を含

幽一
結核　25

む．）がいるか。

艶
①療養病床、精神病床及び結核病 外来患者数　　　400

幽
床に係る病室の人院患者の数を ・入院（90／3＋50／4（＊）＋35／4＋25／4）ニ

幽
4をもって陣した数と、感染症 30刊2．5＋8．7＋6．2ニ57．4≒58

雌
病床及び一般病床に係る病電の ・外来（400／30）ニ13．3≒14

謎
入院患者（入院している新生児 ・入院＋外来　（58＋14）ニ72（人）

塑
を含む．）の数を3をもって除し （看護師等塑）

髄
た数とを加えた数（そσ）数が1

鯉 に満たないときは1とし、その

狽ﾉ1に満たない端数が生じた

（経過構置）

@　　　　　　　　　　　って

ときは、その端数は1として計 1　　　　　　　　”

算する。）に、外来患者の数が

壁30又はその端数を増すごとに

一1を加えた数 ，　24　’4　ゴ1　　　、　1引　24壬＝6

また、歯科、矯正歯科、小児 30　　での　こ　　　　　こ・して

歯科又は歯科口腔外科において こ　　　　　　舵っ　　’　，こ

はそのうちの適当数を歯科衛生 く　　　　24　　4　　　1　ニカ、　『　」　30

士とすることができる。 3　31　　　の　＞　1’1　53

鯉②精神病床を有する病院について

@は、当分の間、精神病床に係る ツ　ノ　　の一　『肌の

病室の入院患者の数を5をもつ 6　　っ　　し』　　　　　1

て除した数（その数が1に潤た こ　メ　　の一，1」暑の　　4

ないときは1とし、その数に1 つ　　｛　　　　　　　　　　　ぴ一

に満たない蝿数を生じたときは ＝こ　　　　　の　　　　　　　　　　　　い

1として計算する．）を精神病 ’・1　　　　　　の　　　3　　っ　　～

床に係る病室の入院患者の数を し　　　　加　』　　　の　が1こ

4をもって除した数（その数が オい　　ま1　し　　の　こ1こ　㌧オ

1に満たないときは1とし、そ い　　が’…　　　ま　　の　　ま1

の数に1に満たない端数が生じ て　’　　茅　　こ　　　　　●の　が

たときは1として計算する．） 30　ま　の　　　　　“　こ1

から減じた数を看護補助者とす た　　　」』し　　　　　　　ま　　こ5い

ることができる。 てま　の一＃の㌧…・　”師　　る

勉」L』一また、歯科、矯正歯科、小児歯

科又は歯科口腔外科においてはそのうち

ﾌ適当数を歯科衛生士とすることができ

驕B
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考

1－4 看護師 法2L　L1 看護師の且幽計算方法は （計算事例）

胆
次によること。 ④入院患者数　一般90

患者数に対応し ①療養病床、精神病床及び結核病 療養　50

た数の看護師 床に係る病室の入院患者の数を 精神　35　　とすると

（准看講師を含 4をもって除した数と、感染症 結核　25

む。）がいるか。 病床及び一般病床に係る病室の 外来患者数　　　400

人院患者（入院している新生児 ・入院（90！3＋50／4（声）＋35／4＋25／4）＝

を含む．）の数を3をもって除し 30刊2，5＋8．7＋6．2ニ57．4≒58

た数とを加えた数（その数が1 ・外来（400／30）＝13．3≒M

に満たないときは1とし、その 入院十外来　（58＋14）＝72（人）

数に1に満たない端数が生じた （看護師等脳）

ときは、その端数は1として計

遡算する。）に、外来患者の数が ＊・・　　　　　　　　7　　　ま6

30又はその踏数を増すごとに

一1を加えた数

また、歯科、矯正歯科、小児

歯科又は歯科口腔外科においで

はそのうちの適当数を歯科衛生 く、　1　18　　7　　1　　カ、　’　　24

士とすることができる。 3　31二　での　〉　　1　52

坦・⑫精神病床を有する病院について

は、当分の間、精神病床に係る 療養病床に係る病室の入院患者の数を

病室の入院患者の数を5をもつ 6をもって除した数と、猛遡
て除した数（その数が1に満た 」　　　　に、

ないときは1とし、その数に1 の　　　　’の　　9　　って　した

に満たない端数を生じたときは 斑二』精神病床及び結核病床に係る病室

1として計算する。）を精神病 の入院患者の数を4をもって除した数

床に係る病室の入院患者の数を と、感築症病床及び一般病床に係る病室

4をもって除した数（その数が の入院患者（入院している新生児を含

1に満たないときは1とし、そ む。）の数を3をもって除した数とを加

の数に1に満たない端数が生じ えた数（その数が1に満たないと，きは1

たときは1として計算する。） とし、その数に1に満たない端数が生じ

から減じた数を看護補助者とす たときは、その端数は1として計算す

ることができる。 る。）に、外来患者の数が30又はその

端数を増すごとに1を加えた塾一

＿莚一歯科、矯正歯科、小児歯科又は

歯科口腔外科においてはそのうちの適当

数を歯科衛生士とすることができる。

（参考）看護師等の員数が定められた員

数の7割に満たない場合、看護師等確

保推進者を置くこととされている。

（看護師等の人材確保の促進に関する

法律第12条、同法施行規則第1条参
照）
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項目

ﾔ号 項 目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考

③医学を履修する課程を置く大学

@に附属する病院（特定機能病院

@及び精神病床のみを有する病院

0転換病床を有する病院

@　　’24　・・3『31・　　の　　¶

を除く．）又は100人以上の慰 こ・して二　に縦　　　　一

者を入院させるための施設を有 っ」　　　こ　　7　　〈　　1』24　二4　　1

し、その診療科名中に内科、外 且から砺30…3　31・までの間

法22の2．L1

科、産婦人科、眼科及び耳鼻い

�ｱう科を含む病院（特定機能

a院を瞼く。）であって、精神

a床を有する病院については、

ﾃ養病床に係る病室の入院患者

ﾌ数を6をもって除した数と、

糾j病床に係る病室の入院患者

ﾌ数を4をもって除した数と、

糾j病床及び療養病床以外の病

ｰに係る病室の入院患者（入院

ｵている新生児を含む．）の数を
Rをもって除した数とを加えた　　　　　　！

煤iその数が1に満たないとき

ﾍ1とし、その数に1に満たな

｢端数が生じたときは、その端

狽ﾍ1として計算する。）に、

O来患者の数が30又はその端

狽�揩ｷごとに1を加えた数

@また、歯科、矯正歯科、小児

負ﾈ又は歯科口腔外科において

ﾍそのうちの適当数を翫科衛生

mとすることができる。

@iの　　の”一二ま　　’こ

　〉（圃附則第52条節5項）

@療養病床に係る病室の入院患者の数を

Uをもって除した数と、精神病床（転換

a床）及び療養病床（転換病床）に係る

a室の入院患者の数を9をもって除した

狽ﾆ、精神病床及び結核病床に係る病室

ﾌ入院患者の数を4をもって除した数

ﾆ、感築症病床及ぴ一般病床に係る病室

ﾌ入院患者（入院している新生児を含

ﾞ．）の数を3をもって除した数とを加

ｦた数（その数が1に満たないときは1

ﾆし、その数に1に満たない蟷数が生じ

ｽときは、その端数は1として計算す

驕B）に、外来患者の数が30又はその

ｹ数を増すごとに1を加えた数

@また、歯科、矯正歯科、小児歯科又は

負ﾈ口腔外科においてはそのうちの適当

狽�負ﾈ衛生士と寸’ることができる．

i参考）看護師等の員数が定められた員

@数の7割に満たない場合、看護師等確

@保推追考を雌くこととされている。

@（看護師等の人材確保の促進に関する

@法律第12条、1司法施行規則策1条参

@照）

i計算事例）

則22の2．L4

匹
⑤入院患者数

Ω特定機能病院として厚生労働大

@臣の赦認を受けている場合は、

@入院患者（入院している新生児

@を含む．）の数が2又はその端数

@を増すごとに1と外来患者の数

@が30又はその端数を増すごと

@に1を加えた数以上

@　また、歯科、矯正歯科、小児

@歯科又は歯科口腔外科において

@はそのうちの適当数を歯科衛生

@士とすることができる。

＿数1証拓・

�@　550÷2＝275

O来　300÷30＝10

Q75＋10＝285（人）

@　　　　　　　　・看護師の見越

49

項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考

法22の2．1．1 ③特定機能病院として厚生労働大 （計算事例）

則22の2．L4 臣の承認を受けている場合は、

�@患者（入院している新生児

�ﾜむ．）の数が2又はその端数

⑤灘翻》一
を増すごとに1と外来患者の数

が30又はその端数を増すごと 入院　550÷2＝275

に1を加えた数以上 外来　300÷30＝10

また、歯科、矯正歯科、小児 275＋10＝285（人）

歯科又は歯科口腔外科において ・看護師の齢
はそのうちの適当数を歯科衛生

士とすることができる。
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項目

ﾔ号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

、

’

51

項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

幽
④医学を履修する課程を置く大学

に附属する病院（特定機能病院

及び精神病床のみを有する病院

を除く。）又は100人以上の患

者を入院させるための施役を有

し、その診療科名中に内科、外

科、産婦人科、眼科及ぴ耳鼻い

んこう科を含む病院（特定機能

病院を除く。）であって、精神

病床を有する病院については、

療養病床に係る病室の入院患者

の数を6をもって除した数と、

結核病床に係る病室の入院患者

の数を4をもって除した数と、

結核病床及び療養病床以外の病

床に係る病室の入院患者（入院

している新生児を含む．）の数を

3をもって除した数とを加えた

数（その数が1に満たないとき

は1とし、その数に1に満たな

い端数が生じたときは、その端

数は1として計算する。）に、

外来患者の数が30又はその端

数を増すごとに1を加えた数

また、歯科、矯正歯科、小児

歯科又は歯科口腔外科において

はそのうちの適当数を歯科衛生

士とすることができる。
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項目

ﾔ号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　　考

1－5 看護補助者 法2L　L　l ■　　　一の　　の含　　　　は 「看護補助者」とは、医師、看護師等の

迦
’Aで営め　　　こ　い 指示に基づき、看護の補助として介護に

定められた数の

魍
が　　で　め　　｝　に 当たる者を意味し、特段の資格を必要と

看護補助者がい

鯉 皿
はしない。

るか。 廻

一Ω療養病床に係る病室の入院患者

遡の数が4又はその端数を増すご であって

とに1 1－　　　　　　　1　　　　嘘

魅並※i　　　24　　4　　1　　カ・　w　、24　　6

30　　での　こ　　　　　こ・して

1　　　　こ　ヌ　　　　　一つ』　　　こ

る　　く　1’24　44　’1　か　　　　し30

’3　31　　での　＞　1・1　53

鯉　療養病床に係る病室の入院患者の数が

@6又はその端数を増すごとに1

O転換病床を有する病院

@く、　　24　　4　　1　　カ、　wコ　30

一の間＞（則附則第52
　条第6項）

ﾃ養病床（転換病床を除く。）に係る

a室の入院患者の数を6をもって除した

狽ﾆ、転換病床（療養病床に係るものに

ﾀる。）に係る病室の入院患者の数を9

�烽ﾁて除した数に2を乗じて得た数を

ﾁえた数（その数が1に満たないときは

Pとし、その数に1に満たない端数が生

ｶたときは、その端数は1）

53

目
号

項
番
1－5

項 目

看護補助者

定められた数の

看護補助者がい

るか。

根拠法令等

法2L　L1

脳

摘 要

療養病床に係る病室の入院患者の

数が4又はその端数を増すごとに

1

備 考

「看護補助者』とは、医師、看護師等の

指示に基づき、看護の補助として介護に

当たる者を意味し、特段の資格を必要と

はしない。

一、　㌧24　－3　 31 での ま

ノ｝

ﾌ

療養病床に係る病室の入院患者の数が

6又はその端数を増すごとに1

〆

！
、 18二7　1　カ、　、　24

3　31　　　の　＞ 52

繊
　療養病床（転換病床を除く。）に係る

病室の入院患者の数を6をもって除した

数と、転換病床（療養病床に係るものに

限る。）に係る病室の入院患者の数を9

をもって除した数に2を乗じて得た数を

加えた数（その数が1に満たないときは

1とし、その数に1に満たない端数が生

じたときは、その端数は1）
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項目

ﾔ号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考

1－6 栄養士 法2L　L猛 士の　　の計　　　」は　　生

迦
’令で　め　　　．こ’い

定められた数の

幽
が　　　　め　　》　による

栄養士がいる

髄 池か。

観

一
法22の2．L　l

Ωloo床以上σ）病院に1

@　亡・士の　　の●　一二は

則22の2．L5

一
（参考）

侮Y師 法2L1．1

Ω特定機能病院として厚生労働大

@臣の承昭を受けている場合は、

@1以上の管理栄養士がいるこ

@と。

@　一の　　の昔　　　は　　に

迦 蝕
￥

腿則43の2 Ω産婦人科又は産科を有する病院

@産婦人科又は産科の患者に対す

適当数

Y婦人科又は産科の入院患者がいる場

一

塑 る看護師（准看旗師を含む。）の

�狽ﾌうちの適当数を助産師と

ｷる。

合に1人以上。
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考

1－6 栄養士 法2L　L　l

肛囲一
定められた数の

栄養士がいる． 法22の2．L1

か。 則22の2．L5

Ω100床以上の病院に1

②特定機能病院として厚生労働大

臣の承認を受けている場合は、

1以上の管理栄養士がいるこ

と。

（参考）

助産師 法2L　L　l

幽遡
幽

※産婦人科又は産科を有する病院 適当数

則43の2 産婦人科又は産科の患者に対す 産婦人科又は産科の入院患者がいる場

る看護師（准看講師を含む．）の 合に1人以上。

員数のうちの適当数を助産師と

する。　　　　・
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項目

ﾔ号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考

4．当該病院等における感染症の発

@生状況の報告その他の院内感染

@対策の推進を目的とした改善の

@ための方策を講ずること。

　て開催すること。また、研修の実施内

@容（開催又は受講日時、出席者、研修

@項目）について、記録すること。

C研修については、患者を入所させるた

@めの施設を有しない診療所及び妊婦等

@を入所させるための施設を有しない助

@産所については、当弦病院等以外での

@研修を受講することでも代川できるも

@のとし、年2回程度の受贈のほか、必

@要に応じて受講することとすること。

@院内感染の発生状況を把握するため、

@当談病院等における感染症の発生動向

@の情報を共有することで、院内感染の

@発生の予防及びまん延の防止を図るも

@のであること．

A電大な院内感染等が発生し、院内のみ

@での対応が困難な事態が発生した場

@合、又は発生したことが疑われる場合

@には、地域の専門家等に相談が行われ

@る体制を確保することが望ましいもの

@であること。

B院内感築対策のための指針に即した院

@内感染対策マニュアルを整備する等、

@その他の院内感染対策の推進のために

@必要な改酔策を図るとともに、それら

@を定期的に見直すことが望ましいもの

@であること。

@ア　　・ブレ　ク　　’　　　ぴこ・

への　臨の　　’つい　ま　「

こ　謁　　　　　　　　　　，つい

て　　　砲3．6．鐸　　　　0617　1

遡5．専任の院内感染対策を行う者

@を配置していること。

「専任の院内感染対策を行う者』は、当

Y病院における院内感染対策を行う部門

ﾌ業務に関する企画立案及び評価、病院

烽ﾉおける職員の院内感染対策に関する

ﾓ識の向上や指導等の業務を行うもので

｠り、次に該当するものである必要があ

驍ｱと。

@医師、歯科医師、薬剤師又は看護師の

､ちのいずれかの資格を有しているこ

ﾆ。

A院内感染対策に関する必要な知識を有

@していること。
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項目

番号 項　　　目 根拠法令等 摘　　　　　要 備　　　　　考
’ て1用催すること。また、研修の実施内

容（開催又は受講日時、出席者、研修

項目）について、記録すること。

④研修については、患者を入所させるた

めの施設を有しない診療所及び妊蝿等

を入所させるための施設を有しない助

産所については、当該病院等以外での

研修を受講することでも代用できるも

のとし、年2回程度の受講のほか、必

要に応じて受講することとすること．

4．当該病院等における繊染症の発 ①院内感染の発生状況を把握するため、

生状況の報告その他の院内感築 当咳病院等における感簸症の発生動向

対策の推進を目的とした改善の の情綴を共有することで、院内感染の

ための方策を講ずること。 発生の予防及びまん延の防止を図るも

のであること。

②重大な院内感染等が発生し、院内のみ

での対応が困難な事態が発生した場

合、又は発生したことが疑われる鳩合

には、地域の専門家等に相談が行われ

る体制を確保することが望ましいもの

であること。

③院内感築対策のための指針に即した院

内感染対策マニュアルを整備する算、

その他の院内感染対策の推進のために

必要な改善策を図るとともに、それら

を定期的に見直すことが望ましいもの

であること．

5，専任の院内感染対策を行う者 「専任の院内感染対策を行う者』は、当

を配置していること。 咳病院における院内感染対策を行う部門

の業務に関する企画立案及び評価、病院

内における職員の院内感果対策に閲する

意識の向上や指導等の業務を行うもので

あり、次に該当するものである必要があ

ること。

①医師、歯科医師、薬剤師又は看護師の

うちのいずれかの資格を有しているこ

と。

②院内感染対策に関する必要な知識を有

していること。
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V　構　造　設　備　基　準

1　病室等

区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要 備　　　　考

z1～18の　池　　　　こつ
いては　　　　　ノAの・げ

一1 病　室 則16．L3 L患者定員に見合う床面積を有し ①内法による測定で、患者1人につき

～則16．L5 ていること。 6．4㎡以上となっていること。

定められた構造 則16．2

になっている 則附則5条 ②療養病床に係る一の病室の病床数は、

か。 4床以下となっていること。

③小児だけを入院させる病室の床面積

は、上記の床面積の2／3以上とする

ことができる．ただし、一の病室の床

面積は6．3㎡以下であってはならな

い。

（経過措鷺）

①既存病院建物内の療養病床又は、経過

的旧療養型病床群に係る病室以外の病

室の床面積は、内法による測定で患者

1人を入院させるものにあっては

6．3㎡以上、患者2人以上を入院さ

せるものにあっては、患者1人につき

4．3㎡以上となっていること。

②平成12年3月31日までに療養型病

床群に転換したものについては、1人

につき6㎡（建築基準法施行令第2条

第1項第3号の算定方法による。）以

上となっていること。

2．機械換気設備については、結核

病室、感染症病室又は病理細菌

検査室の空気が風道を通じて他

の部分へ流入しないようにする

こと。

2 精神病室 則16．L6 精神病室の設備については、精神 必要な方法の例

疾患の特性を踏まえた適切な医療 （昭44．6．23衛発第431号参照）

医療及び保護の の提供及び患者の保護のために必 ①自傷他害のおそれがある者を入院させ

ために必要な方 要な方法を講じること。 るための保護室を設置すること。

法がとられてい

るか。 ②保護室は、採光、換気、通風、冷暖房

等の環境条件には特に考慮すること。

③合併症（結核、感染症）病棟は、他と

しゃ断し、病棟配膳、病棟消毒を行う
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V　構　造　設　備　基　準

1　病室等

区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要 備　　　　考

1 病　室 則16．L3 1．患者定員に見合う床面積を有し ①内法による測定で、患者1人につき

～則16．1．5 ていること。 6．4㎡以上となっていること。

定められた構造 則16．2

になっている 則附則5条 ②療養病床に係る一の病室の病床数は、

か。 4床以下となっていること。

③小児だけを入院させる病室の床面積

は、上記の床面積の2／3以上とする

ことができる。ただし、一の病室の床

面積は6．3㎡以下であってはならな

い。

（経過措置）

①既存病院建物内の療養病床又は、経過

的旧療養型病床群に係る病室以外の病

室の床面積は、内法による測定で患者

1人を入院させるものにあっては

6．3㎡以上、患者2人以上を入院さ

せるものにあっては、患者1人につき

4・3㎡以上となっていること。

②平成12年3月31日までに療養型病

床群に転換したものについては、1人

につき6㎡（建築基準法施行令第2条

第1項第3号の算定方法による。）以

上となっていること。

2．機械換気設備については、結核

病室、繊鞭症病室又は病理細菌

検査室の空気が風道を通じて他

の部分へ流入しないようにする

こと。

2 精神病室 則16．L6 精神病室の設備については、精神 必要な方法の例

疾患の特性を踏まえた適切な医療 （昭44．6．23衛発第431号参照）

医療及び保護の の提供及び患者の保護のために必 ①自傷他害のおそれがある者を入院させ

ために必要な方 要な方法を講じること。 るための保護室を設置すること。

法がとられてい

るか。 ②保護室は、採光、換気、通風、冷暖房

等の環境条件には特に考慮すること。

③合併症（結核、感染症）病棟は、他と

しゃ断し、病棟配膳、病棟消毒を行う
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、

区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要 備　　　考

14 階段 則t6．L8 ※第2階以上の階に病室を有する

則16．1．9 病院

定められた基準

に適合している L患者の使用する屋内直通階段が

か。 2以上設けられていること。

〔ただし、患者の使用するエレ

ベーターが設置されているもの

又は第2階以上の各階における

病室の床面積の合計が、それぞ

れ50㎡（主要構造部が耐火情

造であるか又は不燃材料で造ら

れている建築物にあっては

100㎡）以下のものについて

は患者の使用する屋内の直通階

段を一とすることができる。〕

2．階段及ぴ踊場の幅は内法1．2

m以上、けあげは0．2m以
下、踏面は0．24m以上と
なっており、適当な手すりが設

けられていること。

15 避難階段 則16．1．10 ※第3階以上の階に病室を有する

病院

定められた基準

に適合している 避難に支障がないように2以上
か。 の避難階段が設けられているこ

と。　（ただし、患者の使用する

屋内の直通階段を建築基準法施

行令弟123条第1項に規定す
る避難階段としての構造とした

場合は、その数だけ避難階段の

数に算入することができる。）

16 廊下 則16．L　U L精神病床及び療養病床に係る病 ・平成13年3月1日における既存病院

室に隣接する廊下の幅は、内法 建物内の患者が使用する廊下幅は、内

定められた基準 による測定で、L8m以上（両 法による計測でL2m以上（両側に居

に適合している 側に居室のある廊下は2．7m以 室のある廊下はL6m以上）となって

か。 上）となっていること。 いること。

ただし、大学附属病院（特定機 し13　　　　　　ノ〈　　8　　2

能病院及び精神病床のみを有す 」　L13伍　正！令　　1　8

る病院を除く。）及び100床 包
以上で内科、外科、産婦人科、

眼科及ぴ耳鼻いんこう科（令弟

3条の2第1項第1号ハ又は二
（2）め規定によりこれらの診

療科名と組み合わせた名称を診

療科名とする場合を除く。）を

含む病院であって、精神病床を

有する病院を除く。
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要一 備　　　考

14 階段 則16．L8 ※第2階以上の階に病室を有する

則16．1．9 病院

定められた基準

に適合している L患者の使用する屋内直通階段が
カ㌔ 2以上設けられていること。

〔ただし、患者の使用するエレ

べ一夕ーが設置されているもの

又は第2階以上の各階における

病室の床面積の合計が、それぞ

れ50㎡（主要構造部が耐火構

造であるか又は不燃材料で造ら

れている建築物にあっては

100㎡）以下のものについて

は患者の使用する屋内の直通階

段を一とすることができる．〕

2．階段及び踊場の幅は内法1．2

m以上、けあげは0。2m以
下、踏面は0．24m以上と
なっており、適当な手すりが設

けられていること。

15 避難階段 則16．L　IO ※第3階以上の階に病室を有する

病院

定められた基準

に適合している 避難に支障がないように2以上
か。 の避難階段が設けられているこ

と。　（ただし、患者の使用する

屋内の直通階段を建築基準法施

行令第123条第1項に規定す
る避難階段としての構造とした

場合は、その数だけ避難階段の

数に算入することができる。）

16 ，廊下 則16．L　l1 L精神病床及び療養病床に係る病 ・平成13年3月1日における既存病院
室に隣接する廊下の幅は、内法 建物内の患者が艇用する廊下幅は、内

定められた基準 による測定で、L8m以上（両 法による計測でL2m以上（両側に居

に適合している 側に居室のある廊下は2．7m以 室のある廊下はL6m以上）となって
か。 上）となっていること。 いること。

ノ　Aただし、大学附属病院（特定機 （1113131生　　　　　8　1　1
能病院及び精神病床のみを有す 継）
る病院を除く。）及び100床

以上で内科、外科、．慶婦人科、

眼科及び耳鼻いんこう科（令第

3条の2第1項第1号ハ又は二
（2）の規定によりこれらの診

療科名と組み合わせた名称を診

療科名とする場合を除く。）を

含む病院であって、精神病床を

有する病院を除く。
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要 備　　　　考

17

P8

便　所

K正な構造にな

ﾁているか。

法20

2．1以外の廊下の幅は内法による

@測定で、L8m以上（両側に居

@室のある廊下は、2．1m以上）と

@なっていること。

k滴潔を保持するものとし、その

@構造設備は、衛生上、防火上及

@ぴ保安上安全と認められるよう

@なものでなくてはならない。

P　　　1床　　　　　　主こ　って

便所の構造

@採光及び換気のため直接外気に接する

@窓を設けること．（ただし、水洗便所で

@これに代わる設備をしたときはこの限

@りでない。）

P　　－　　t　，に　　　　　　ま　　“

一

阻
ま　1£しの　　　　　1 勧＝ @　一　7　　・こついて

一
型幽一 40㎡以上　　　　で　　， は　　　　　」た’た　　こ　∠オ広

一
と　また　必虻　　口 ，と　　1柵　21

虹

一ズ　19～23の　　號　　　に

ついてま　　　4ノ令で　める

一一　　　し　　　　が　　で 公　　　が　　　　した　　　し

め　　，　による， てで　　ま　　　の群に応じて

オ　　憔　　一め　｝とが翫蜘　　る

19 消毒施設 法2L　L　l2

虹L消毒を行う施設

｝
定められた基準

迦則16．L　l2 L蒸気、ガス若しくは薬品を用い

@　ま　　の1の　’こよ　入院

蒸気消毒装置、ホルムアルデヒド、ガ

X消毒装置等

に適合している

ｩ。

舜lj2LL｝

･21，2．1

患者及び職員の被服、寝具等の

ﾁ毒を行うことができるもので

｠ること。

2．繊維製品の滅菌消毒の業務を委託する

@場合における当該業務に係る設備を除

旦 洗濯施設

創法21．L12

4べ　　　駐

　く．

k寝具

設けられている

ｩ。

迦則21．L1 1．洗澗施設が設けられているこ

@と。

　　布団、毛布、シーツ、枕、包布等

Q．寝具類の洗濯の業務を委託する場合に

@おける当談叢務に係る設備を除く。

廻

－
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区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要 備　　　　考

17

P8

便　所

K正な構造にな

ﾁているか。

法20

2．1以外の廊下の幅は内法による

@測定で、L8m以上（両側に居

@室のある廊下は、2．1m以上）と

@なっていること。

k清潔を保持するものとし、その

@構造設備は、衛生上、防火上及

@ぴ保安上安全と認められるよう

@なものでなくてはならない。

P羨　　ガス　し　ま　口　　い

便所の構造

@採光及び換気のため直接外気に接する

@窓を設けること。（ただし、水洗便所で

@これに代わる設備をしたときはこの限

@りでない。）

痘H一

一
製迦 て　　　　　　　　　の

@　の噛　　”，　がで

菰　　　　　　ホルムアルーヒ’ガ

幽幽 別皿⊥

一虹
2‘ @　　　の　　　　　の

こ　’　　　　　　　こ　、

19

齪 迦
1　　　　が　1　　てい　》

乱　　　　　　一

ﾈ『
腿 虹 距　　　1　シーツ　　　　　等

一
2　　　　の一　の　　　　　　　　　ムこ

生 “　　　　　　　こ

20

謹 迦
L　　　　　　　　　　　こ　って 1．　　　　　　　こ　　　　　ま

一

迦
ま　1£　の　　　　　は1 よ　　　　　　　　こついて

一
40㎡£上　　　　　　》 ま　　　　　㌍’ために　　オ広

鯉
また　必　オ　　　　　　　え を　　る》と　　l　l21

L 脳
126一



区分 項　　目 根拠法令等 摘　　　　要 備　　　　考

法2L　L　l2

ﾞ則21．L2 L療養病床を有する病院にあって

@は、患者同士又は患者とその家

ｰが談話を楽しめる広さとなつ

@ていること。　（食堂等との共用

@は可能）

21

Q2

Q3

働
法
2
1
．
L
　
l
2
迦

趾鯉

談話室

閧ﾟられた基準

ﾉ適合している

ｩ。

H　堂

閧ﾟられた基準

ﾉ適合している

ｩ。

℃ｺ

閧ﾟられた基準

ﾉ適合している

ｩ。

腿

L平成12年3月31日までに療養型病

@床群に転換したものについては、談諾

@室がなくても可。

@（一附則第22条）

k平成12年3月31日までに療養型病

@床群に転換したものについては、食堂

@がなくても可。

@（一附則第22条）

k平成12年3月31日までに療養型病

ｰ群に転換したものについては、浴室

ｪなくても可．

@（一附則第22条）

髄
L療養病床を有する病院にあって

@は、療養病床の入院患者1人に

@つき1㎡以上の広さとなってい

@ること。劉
法
2
L
　
L
1
2
迦

鋤盟
迦

L療養病床を有する病院にあって

@は、身体の不自由な者が入浴す

@るのに適したものとなっている

@こと．

髄
劉

、
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区分 項　　周 根拠法令等 摘　　　　嬰 備　　　考
法21，1，12

･21．1．2

L平成12年3月31日までに療養型病

@床群に転換したものについては、談踏

ｺがなくても可。

随一

21

Q2

Q3

法21．1，12 1．平成12年3月31日までに療養型病

ｰ群に転換したものについては、食堂

ｪなくても可。

談話室

閧ﾟられた基準

ﾉ適合している

ｩ。

H　堂

閧ﾟられた基準

ﾉ適合している

ｩ．

℃ｺ

閧ﾟられた基準

ﾉ適合している

ｩ。

幽

L療養病床を有する病院にあって

@は、患者同士又は患者とその家

@族が談括を楽しめる広さとなつ

@ていること。　（食堂等との共用

@は可能）

P．療養病床を有する病院にあって

@は、療養病床の入院患者1人に

@つき1㎡以上の広さとなってい

@ること。

P．療養病床を有する病院にあって

@は、身体の不自由な者が入浴す

@るのに適したものとなっている

@こと。

腿 幽幽
法2旦．L　l2 L平成12年3月31日までに療養型病

@床群に転換したものについては、浴室

ｪなくても可．

幽腿 遡幽

v
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別紙

常勤医師等の取扱いについて

別紙

常勤医師等の取扱いについて

1　一日平均患者数の計算における診療日数

（1）入院患者数

　　ア　通常の年は、365日である。

　イ　病院に休止した期間がある場合は、その期間を除く。

（2）外来患者数

　ア　実外来診療日数（各科別の年間の外来診療日数で除すのではなく、病院の実外来診療日数で除すこと。）

　イ　土曜・日曜日なども通常の外来診療体制をとっている場合及び救魯の輪番日などにより外来の応需体制をとっている場合は・

　　当談診療日数に加える。

　　ウ　病院に定期的な休診日がある場合は、その弓数を除く．

　エ　イに禍げる体制をとっていない場合で、臨時に患者を診察する場合は、診療日数に加えない。

1　一日平均患者数の計算における診療日数

（1）入院患者数

　ア　逝常の年は、365日である。

　イ　病院に休止した期間がある場合は、その期間を除く。

（2）外来患者数

　ア　突外来診療日数（各科別の年間の外来診療日数で除すのではなく、病院の爽外来診療日数で除すこと。）

　イ　土曜・日照日なども逓常の外来診療体制をとっている場合及ぴ救急の輪番日などにより外来の応需体制をとっている場合は、

　　　当咳診療日数に加える。

　　ウ　病院に定期的な休診日がある場合は、その日数を除く．

　エ　イに搬げる体制をとっていない場合で、臨時に患者を診察する場合は、診療日数に加えない．、

2　標準数の算定に当たっての特例

　　算定期間内に病床数の増減があった病院については、医療法第25条第1項に基づく立入検査の直近3カ月の患者数で算定するも

のとする。

　　ただし、恋更後3左月を経過していない場合は、通常のとおりとする。

　　※　医療法施行規則は、前年度平均としているが、医療法第25条第1項に基づく立入検査の目的から、検査日以降の診療体制に

　　　ついても担保する必要があるための特例措置である．

2　標融数の算定に当たっての特例

　　算定期間内に病床数の増減があった病院については、医療法第25条第1項に基づく立入検査の直近3カ月の患者数で算定するも

のとする。

　　ただし、変更後3ユ月を経過していない場合は、通常のとおりとする。

　　※　医療法施行規則は、前年度平均としているが、医療法第25条第1項に基づく立入検査の目的から、検査日以降の診療体制に

　　　ついても担保する必要があるための特例描殿である．

3．常勤医師の定義と長期休暇者笠塑
（1）常勤医師とは、原則として病院で定めた医師の勤務時間の全てを勤務する者をいう。

　　ア　病院で定めた医師の勤務時間は、就業規則などで硝認すること。

　　イ　通常の休暇、出張、外勤などがあっても、全てを勤務する医師に該当するのは当然である。

（2）病院で定めた医師の1週間の勤携時間が、32時間未満の場合は、32時間以上勤務している医師を常勤医師とし、その他は非

　　常勤医師と，して常勤換算する。

（3）検査日現在、当眩病院に勤秘していない者で、長期にわたって勤務していない者（3カ月を超える者。予定者を含む。）につい

　　ては、理由の如何を問わず医師数の算定には加えない。

（4L≦3）にかかわらず、労働基準法（昭和22年法律第49号．以下「労働基準法』という。）で取得が認められている魔nll・産

　後休業（産前6週間・産後8週間・計14週間）並びに育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

　　（平成3年法悼第76号）等（以下r育児・介護休業一取得が認められている育児休業及ぴ介護休業を取得してい

　　る者については、長期にわたって勤務していない者には該当しない取扱いとする。ただし、当該取扱いを受ける医一

　国蟷が3人（医療法施行規則第49条の晒川を受けた病院にあっては2人）を下回る場合には、当該取扱いは昭められない

　　こと．

（5）当該医師が労働基準法及び育児・介護休業法等（以下「労働基準法等」という。）で定める期間以上に産前・産後休業、育児休

　　業及び介護休業（以下「産前・産後休業等』という。）を取術する場合には、取得する（予定を含む。）休業期間から労働基準法

　　等で取縄が認められている産前・産後休業等の期間を除いた期間が3カ月を超えるときに、長期にわたって勤務していない者に骸

　　当するものとする．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　6・1一・　－二の・こ：づ常ローの　 ｛，ザているこ1こついてま出…　が¶じ「てい

3．常勤医師の定義と長期休暇者塑

（1）常勤医師とは、原則として病院で定めた医師の勤務時ll11の全てを勤務する者をいう。

　　ア　病院で定めた医師の勤務時間は、就業規則などで確認すること。

　　イ　通常の休暇、出張、外勤などがあっても、全てを勤務する医師に該当するのは当然である．

（2）病院で定めた医師の1週間の勤務時間が、32時間未満の場合は、32時間以上勤務している医師を常勤医師とし、その他は非

　　常勤医師として常勤換算する．

（3）検査日現在、当咳病院に勤窮していない者で、長期にわたって勤務していない者（3カ月を超える者。予定者を含む。）につい

　　ては、理由の如何を問わず医師数の算定には加えない．

（4L」3）にかかわらず、労働基準法（昭和22年法律第49号．以下r労働基準法」という．）で取得が認められている産前・

　　産後休業（塵前6週間・座後8週間・計14週間）並びに育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

　　律（平成3年法律篤76号）等（以下「育児・介護休業一取得が認められている育児休業及び介護休業を取得して
　　いる者についでは、長期にわたって勤務していない者には該当しない取扱いとする。ただし、当該取扱いを受ける医匪雌匝

　蟷が3人（医療法施行規則第49条の適用を受けた病院にあっては2人）を下回る場合には、当咳取扱いは認められない

　　こと。

（5）当絵医師が労働基準法及び育児・介護休業法等（以下「労働基準法等jという。）で定める期間以上に産前・産後休業、育児休

　　業及び介護休業（以下「魔前・産後休業等」という。）を取得する場合には、取得する（予定を含む。）休業期間から労働基準法

　　等で取得が認められている産前・座後休業等の期間を除いた期間が3カ月を超えるときに、長期にわたって勤務していない者に該

　　当するものとする。
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呂1　　　シこ　っ　ま2 両7　ムこま い認めr　オい，
7 1が 置　　　・で　め る　　1に　っては　口　　23　　3　こ

る’　　■93　の ■　尼　高じ　 尼上に の じ　　ている　ムこま　当践 の

かβ阿・で’が　め　　ている短　　の　　を　いた　　が3カ月　　えると　に短乎　が碧じられる前の

してい　　　して　　　わノい　のと　る
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4．非常勤医師の常勤換算

（1）原則として、非常勤医師については、1週間の当該病院の医師の通常の勤務時間により換算して計算するものとする。ただし、

　　1週間の当該病院の医師の通常の勤務時間が32時間未満と定められている場合は、換算する分母は32時間とする。

　　　なお、非常勤医師の勤務時間が1週闘サイクルでない場合は、所要の稠整を行うこと。

　　　（例）月1回のみの勤務サイクルである場合には1／4を乗ずること．

（2）当匿に当たる非常勤医師についての換算する分母は、病院で定めた医師の1遍mの勤務時間の2倍とする。

　ア　当直医師とは、外来診療を行っていない時間帯に入院患者の病状の急慶等に対処するため病院内に拘束され待機している医師

　　　をいう．

　　イ　オンコールなど’（病院外に出ることを荊促としているもの）であっても、呼び山されることが常櫨化している場合であって、

　　そのことを証明する替類（出勤簿等）が病院で競理されている場合は、その勤務時間を換算する．

　　ウ　病院で定めた医師の1週間の勤務時間が32時間未満の場合、当咳病院の当直時の常勤換算する分母は、64時間とする。

（3）当直医師の換算後の数は、そのまま医師数に計上すること．

（4）病院によっては、夕方から翌日の外来診療開始時間までの間で、交代制勤務などにより逓常と同様の診療体制をとっている場合

　　（一定部署を含む。例：夜間の外来診療や救命救急センターなど）もあるが、その時間にその体制に加わって勤臆する非常勤医師

　の換算は、　（1）と同様の扱いとする．

4．非常勤医師の常勤換算

（1）原則として、非常勤医師については、1週間の当該病院の医師の通常の勤務時間により換算して計算するものとする．ただし、

　　1週間の当該病院の医1師の通常の勤務時間が32時間未満と定められている場合は、換算する分母は32時間とする。

　　　なお、非常勤医師の勤務時間が1週間サイクルでない場合は、所要の調整を行うこと。

　　　（例）月1回のみの勤務サイクルである場合には1／4を乗ずること。

（2）当直に当たる非常勤医師についての換算する分母は、病院で定めた医師の1週間の勤務時間の2倍とする。

　　ア　当直医師とは、外来診療を行っていない時間帯に入院患者の病状の急変等に対処するため病院内に拘束され待機している医師

　　　をいう。

　　イ　オンコールなど（病院外に出ることを前提としているもの）であっても、呼び出されることが常態化している場合であって、

　　　そのことを証明する書類（出勤簿等）が病院で整理されている場合は、その勤務時間を換算する。

　　ウ　病院で定めた医師の1週間の勤務時間が32時間未満の場合、当該病院の当直時の常勤換算する分母は、64時間とする。

（3）当直医師の換算後の数は、そのまま医師数に計上すること。

（4）病院によっては、夕方から翌日の外来診療開始時間までの間で、交代制勤務などにより通常と同様の診療体制をとっている場合

　　（一定部署を含む。例：夜間の外来診療や救命救急センターなど）もあるが、その時間にその体制に加わって勤務する非常勤医師

　の換算は、　（1）と同傲の扱いとする．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

5．医師数を算定する場合の端数処理

　伍療法第25条第1項に基づく立入検査における病院の医師の員数を算定する際の端数の取扱いについては、次のとおりとする。

（1）病院に置くべき医師の員数の標準の算定に当たっては、端数が生じる場合には、そのままで算定する。

　　　（例）一故病床で患者数106人の場合

　　　　算定式：（106－52）÷16＋3＝6．375人
（2）病院における医師の員数の算定に当たっては、端数が生じる場合には、そのままで算定する。

（3）　（2）において非常勤医師が複数いる場合には、非常勤医師全員の1週間の勤務時間を積み上げた上で、当該病院の医師の通常

　　の勤務時間により換算して計算するものとする。

　　その陳、1週間の勤務時間が当該病院の医師の逓常の勤務時間を超える非常勤医師がある場合には、その者は当該病院の医師の

　通常の勤務時間を勤務しているものとして計算するものとする。

　　　また、非常勤医師の勤務時間が1ヶ月単位で定められている場合には、1ヶ月の勤務時間を4で除して得た数を1週間の勤務時

　間として換算するものとする．

　　（例）常勤医師…5名（週36時間勤務）

　　　　ヲド常勤医師・”　　　　（遍36”寺㎜勤務1こより常勤換算）

　　　　　　　　　　A医師　週5．5時間　　　B医師　週8時間

　　　　　　　　　　C医師　遍照時糊　　　D医師　還20時間

　　　　　　　　　A＋B＋C十D＝49．5時間　49．5時間／36時間＝L375

　　　　実人員：5十1．375＝6．375人

5．医師数を算定する場合の端数処理

　　医療法鋸25条第1項に基づく立入検査における病院の医師の員数を算定する際の端数の取扱いについては、次のとおりとする。

（1）病院に置くべき医師の員数の標準の算定に当たっては、端数が生じる場合には、そのままで算定する。

　　　（例）一般病床で患者数106人の場合

　　　　算定式：（106－52｝÷16＋3＝6』375人
（2）病院における医師の員数の算定に当たっては、端数が生じる場合には、そのままで算定する，

（3）　（2）において非常勤医師が複数いる場合には、非常勤医師全員の1週間の勤務時間を積み上げた上で、当該病院の医師の埴常

　　の勤務時間により換算して針算するものとする．

　　　その際、1週間の勤務時mが当該病院の医師の通常の勤務時間を超える非常勤医師がある場合には、その者は当該病院の医師の

　通常の勤務時間を勤務しているものとして計算するものとする．

　　　また、非常勤医師の勤務時間が1ヶ月単位で定められている場合には、1ヶ月の勤務時間を4で除して得た数を1週間の勤務時

　間として換算するものとする．

　　（例）常勤医師…5名　（遍36時間勤務）

　　　　非常勤医師…　　（麺36時間勤務により常勤換算）

　　　　　　　　　　　A医師　週5．5時間　　B医師　週8時間

　　　　　　　　　　　C医師．逓16時間　　D医師週20時間

　　　　　　　　　A＋B十C＋Dニ49．5時間　49，5時間！36時間＝1，375

　　　　実人員：5十1．375・＝6．375人

6．他の従業者の取扱い

（1）準用

　　医師以外の従業者の旦塾笠の算定に当たっては、上記1から4まで（一を除く。）を準用する。
　　　なお、常勤換算に当たっては、通常の勤務か当直勤務がにより取扱いが異なっている。例えば、看護師などで三交代制等の場合

　　の夜勤の常勤換算の分配は、病院で定めた1週間の勤務時間となるが、当直の場合の常勤換算の分母は、病院で定めた1週間の勤

　務時間の2倍となる。

（2）従業者数を算定する場合の端数処理

　　医療法第25条第1項に基づく立入検査においてその員数を算定する際の端数の取扱いについては、次のとおりとする。一

　　1）標準数は、個々の計算過程において小数点第2位を切り捨て、最終計算結果の小数点第1位を切り上げ、整数とする。

　　2）従事者数は、小数点第2位を切り捨て、小数点第1位までとする。

　　3）非常勤の他の従業者が複数いる場合、上記換算する際の端数処理は、個人毎に行うのではなく非常勤の他の従業者全員の換算

　　後の数値を積み上げた後行うこと。

　　　　ただし、1人の従業者について換算後の数値が1を超える場合は、1とする。

　　　　　（例）　A：0．04…、　B：0．19…、　C：1．05一→1

　　　　　　　　　A十B十C＝1．　23…　一→　1．　2

6．他の従業者の取扱い

（1）単用

　　　医師以外の従業者の蹴笠の算定に当たっては、上記1から4まで（一査を除く．）を準用する。

　　　なお、常勤換算に当たっては、通常の勤務か当直勤務かにより取扱いが異なっている。例えば、看護師などで三交代制等の場合

　　の夜勤の常勤換算の分障は、病院で定めた1週間の勤務時間となるが、当直の場合の常勤換算の分母は、病院で定めた1週間の勤

　　務時間の2倍となる。

（2）従業者数を算定する場合の端数処理

　　　医療法第25条第1項に基づく立入検査においてその員数を算定する際の端数の取扱いについては、次のとおりとする。

　　1）標準数は、個々の計算過程において小数点第2位を切り捨て、最終計算結果の小数点第1位を切り上げ、整数とする。

　　2）従事者数は、小数点第2位を切り捨て、小数点第1位までとする。

　　3）非常勤の他の従業者が複数いる場合、上記換算する際の端数処理は、個人毎に行うのではなく非常勤の他の従業者全員の換算

　　　後の数箇を積み上げた後行うこと。

　　　　　ただし、1人の従業者について換算後の数値が1を超える場合は、1とする。

　　　　　　（｛列）　A：0．04…、　B：0．19一・、　C：1．05→1

　　　　　　　　　A十B十C＝1．　23…　→　 1．　2
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7、施行期日

　　上記の取扱いについては、

　　ただし　　1・　∠

平成よL年4月1日から適用する。

　1　　　　　　　び　　　　　の短　こ、る ののについては　元

7、施行期日

　　上記の取扱いについては、平成旦年4月1日から適用する。

の 7 か　　必　こ汽じて　　　ト　と　る
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